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はじめに 

  

放送は、今、時代の岐路に立っている。 

 

デジタル化の進展、通信のブロードバンド化やＦＭＣの進展等情報通信技術は急

速かつ多様に発展しつつある。これに伴い、「いつでも、どこでも、何でも、誰で

も」ネットワークに容易につながるユビキタス化が、現実のものとして手の届くと

ころに見えてきている。 

 

他方、ユビキタス化の前提あるいは結果として、端末、伝送路、ビジネス、コン

テンツの各レベルにおける通信・放送の融合・連携が進展しつつあるが、このこと

は、今後、本格的なクロスメディア競争時代の到来を予感させるとともに、法規範

や価値観の在り方をも問い直す契機となっている。 

 

衛星放送は、広域性や経済性、大容量性・高品質性において優れている上に、メ

ディアとして後発であったこともあって、移動型端末による安定受信、デジタル

化、フルスペックハイビジョン放送や双方向データ放送等、他メディアに先駆けて

先進的技術を導入・活用する「放送におけるフロントランナー」としての役割を果

たしてきた。 

 

また、衛星放送は、電気通信用伝送路の放送への利用、比較的小規模な事業者及

び外国事業者による参入、そして、有料放送、多チャンネル放送等新たな枠組の中

で新たなビジネスモデル、新たな事業分野を創造してきた。 

 

我が国は、ついに人口減少時代に突入し、今後超少子高齢社会、地方や個人の独

自性や多様性を重視した分権型社会を迎えようとしており、今後、技術革新による

高付加価値化、豊かなコンテンツの創造・流通による国家の魅力・国際競争力の向

上、そして、全国どこでも安心・信頼して安全に情報を受発信できる環境の整備が

求められている。 

 

「ｕ－Ｊａｐａｎ」、「知的財産立国」、「科学技術創造立国」は、上記の課題解決

のためのキーワードであるが、高付加価値知的財産の創造・流通、多くの国民利用

者が安心して低コストで同時に日常生活に不可欠な情報の安定的な提供、生活に知

恵を加え、彩りを添える文化的役割などは、デジタル化によって一回り大きくなる

放送にこれまで以上に期待される使命であると言えよう。 
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このような中で、衛星放送は、「放送におけるフロントランナー」として、今後放

送に期待される役割をいち早く担っていくことが必要である。そのためには、通

信・放送の融合等技術進歩の成果をこれまで以上に国民利用者に還元するための新

たな制度の整備や、より柔軟なビジネス展開を可能にする観点からの制度変更

等、衛星放送の特性を一層有効に発揮させるための新時代の取組みに向けた抜本的

な検討が不可欠である。 

 

 「衛星放送の将来像に関する研究会」は、以上のような衛星放送を取り巻く環境

の変化、そして、衛星放送に期待される役割を踏まえ、視聴者利益の向上、情報通

信全体の発展、ひいては国益の確保といった視点から、衛星放送の健全な発達に必

要な中長期的課題について総合的な検討を行い、平成１７年１０月１４日から平成

１８年●月●●日までの計●回の会合、そして、●回の幹事会会合を経て、報告を

取りまとめたものである。 
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第Ⅰ章 衛星放送を取り巻く環境の変化 

 

衛星放送の将来像について検討するにあたり、まず、我が国の衛星放送を取り巻

く環境として、我が国の放送及び情報通信全体の動向、そして、諸外国における衛

星放送等の動向について概観することとする。 

 

第一節 我が国の放送及び情報通信全体の動向 

 

１ 放送メディアの進展 

 

我が国の放送は、受信料収入をその基盤とする日本放送協会（以下「ＮＨＫ」と

いう。）及び広告収入をその基盤とする無料総合放送を中心とする地上放送におい

て、大正１４年に中波による地上アナログ音声放送が開始されて以来、昭和２８年

には白黒により、同じく３５年にはカラーによる地上アナログテレビ放送が開始さ

れ、そして、平成１５年には、音声放送においては実用化試験放送により、テレビ

放送においては本放送によるデジタル放送が開始されている。 

 

他方、昭和３０年にはケーブルテレビが開始され、昭和４０年代半ばからは国の

宇宙開発委員会による放送衛星の開発が開始され、衛星放送を開始するための取組

みが進められている。 

 

以上のように、現在では、放送メディアとしては、地上放送に加え、衛星放送、そ

して、ケーブルテレビの普及発達による多メディア・多チャンネル化が展開し、視

聴者が情報を得る手段の選択肢が増加している。 

 

図表１ 我が国の放送メディアの進展 

 昭和53.4.8 53.7.20
衛星放送技術の確立を目的とした実験 57.1.23

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＳ－２ａ

（２ｃｈ＋１予備）

59.1.23 59.5.12

打上げ ＮＨＫ１ｃｈ
試験放送開始

平成元.4

ＢＳ－２ｂ

（２ｃｈ＋１予備）

3.10.25
61.2.12

打上げ

61.12.25

ＮＨＫ２ｃｈ
試験放送開始

61.9.19 衛星受信料
徴収開始

ＮＨＫ、
２ｃｈによる
本放送開始

元.8.1元.6.1 3.8.212.11.30 3.5.9

ＢＳ－３
に移行

ＢＳ－２
より移行

ＢＳ－３
に移行

ＢＳ－３ａ

（３ｃｈ＋３予備）

2.8.23

打上げ

2.11.30

ＮＨＫ、
ＷＯＷＯＷ、
放送開始

3.4.1

ＷＯＷＯＷ
有料放送開始

ＢＳ－３ｂ

（３ｃｈ＋３予備）
打上げ

3.8.25

3.10.25

3.11.25

ハイビジョン
試験放送開始

ＷＯＷＯＷ等、
ＢＳ－３ｂに移行

ハイビジョン
実用化試験
放送開始

6.11.25 9.8.1

9.8.1
10.4．20

ＢＳ－３Ｎ

（補完衛星）

10.11．30

6.7.9

打上げ

ＢＳＡＴ－１ａ
に移行

ＢＳＡＴ－１ａ
に移行

3.5.9

ＢＳ－３に移行

3.8.21

ＢＳ－２より移行

先発機

ＢＳＡＴ－１ａ

（４ｃｈ）

ＢＳＡＴ－２ｃ

（４ｃｈ）

9.4.17 9.8.1 19年頃

ＮＨＫ、ＷＯＷＯＷ等、
ＢＳＡＴ－１ａに移行

打上げ

10.4.29

打上げ

10.8.1

運用開始

12.12.1

ＢＳデジタル
放送開始
ＢＳ－ｈｉ
放送開始

20年頃

13.3.9

13.4.26打上げ

13.9.25

13.10.29

13.11.7

14.7.9

ＢＳＡＴ－１ｂ

（４ｃｈ）

後発機

ＢＳＡＴ－２ａ

（４ｃｈ） 14.7.22
23年頃

15.3.9

打上げ

25年頃

16.2.14
(15ch)

第１世代：実験用中型放送衛星（ＢＳ）による
衛星放送実験（昭和53年～同57年）

第２世代：放送衛星２号（ＢＳ－２）による
放送（昭和59年～平成3年）

第３世代：放送衛星３号（ＢＳ－３）による
放送（平成2年～同9年）

第４世代：放送衛星３号後継機による

放送（平成9年～）

（注）現在、ＢＳ－３Ｎは、ＢＳＡＴ－１ａの予備衛星
となっている。

16.4.19
(1ch,13ch) (3ch)

16.4.26
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２ 各メディアの概況 

 

我が国のテレビ放送については、地上放送が、その視聴時間及び視聴世帯数とも

に、平成１７年１１月時点において、それぞれ１日あたり３時間３２分及び約

４，８００万世帯に及んでおり、他のメディアに比べて、大きな割合を占めている。 

 

衛星放送については、平成１７年１１月時点において、視聴時間は１日あたり約

９分となっている。衛星放送の視聴可能世帯数等は、平成１８年４月末時点で約

１，８８５万世帯となっている。 

 

ケーブルテレビは平成１８年３月末時点で約１，９１３万世帯が視聴している。 

 

他方、近年、ブロードバンド化の急速な進展を背景とするインターネットの利用

時間及び利用者数については、平成１７年６月末時点において、それぞれ１日あた

り３７分及び約７，９４８万人となっており、その利用時間及び利用者数ともに地

上放送に次ぐメディアとして成長しつつある。 

 

図表２ 我が国の各メディアの特性 

 

 

 

 

 

 

 

 
チャンネル数 視聴時間等 

（一日当たり、全国民平均）
視聴世帯数等 民間事業者数 

地上放送 NHK2ch+民放 4ch 程度 
（東京：NHK2+民放 6+放送大学 1）

3 時間 32 分 約 4,800 万世帯 127 社

  

ｱﾅﾛｸﾞ      4ch  

約 1,437 万世帯 
（Ｈ18.4） 

 BS デジタル放送 
1 社

ＢＳ

放送 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ     HDTV 7ch 

      SDTV 3ch  約 1304 万世帯 
（Ｈ18.4） 

7 社

テ
レ
ビ 衛星放送 

ＣＳ放送 
（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ） 282ch 

 
 

9 分 

約 448.8 万世帯 
（H18.4)     120 社

CATV（自主放送を行う許可施設）  － － 約 1,913 万世帯 
(H18.3) 

530 社
(H18.3) 

 ラジオ（地上放送） 
（注：ｺﾐｭﾆﾃｨ放送、外国語放送、短波放送を除く） 

NHK3ch+民放 2ch 程度 
（東京：NHK3+民放 5+放送大学 1）

37 分 － 96 社

 

 

 

 

 

 

 

 

３ １日のテレビ視聴時間等の推移 

 

１日のテレビ視聴時間及びラジオ聴取時間の推移については、民間放送事業者及

（参考）インターネット 
  － 37 分 

約 7,948 万人 
参考：契約件数   

(H17.6) 
DSL 1408 万件  

ケーブル 306 万件  
光 341 万件  
ﾓﾊﾞｲﾙ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 
約 7,775 万人 

－ 

パソコンからの利用者  － － 約 6,416 万人 －  
注１：視聴時間等は、放送については、全国個人視聴率調査（平成 17 年 11 月時の調査）に基づく週平均の視聴時間。（NHK 放送文化研究所調べ） 

２：ﾁｬﾝﾈﾙ数等、視聴世帯数等、民間事業者数のうち、時期を明示していないものは、平成１８年４月末現在のデータ。 

３：地上放送の視聴世帯数は、平成１８年３月末の住民基本台帳等に基づく推計。 

注４：ＢＳ放送の視聴世帯数は、NHK の受信契約数（アナログ・デジタル合算）にケーブル経由を加えた値。括弧内のＢＳデジタル放送の視聴世帯数は受信機台数（ＮＨＫ調べ） 

５：ＣＳ放送のチャンネル数、視聴世帯数、及び民間事業者数は SKY PerfecTV!及び SKY PerfecTV!110 に係る数値の合計。 

６：ＣＳ放送には電気通信役務利用放送（衛星系）を含む。民間事業者数の内訳は、委託放送事業者 71 社、電気通信役務利用放送事業者（衛星系）49 社（H18.4 月末）。 

注７：ＣＡＴＶは電気通信役務利用放送（有線系）を除く。 
８：インターネット利用者および利用時間は、総務省平成 17 年「情報通信に関する現状報告」の数値(平成 17.3 現在）により。契約件数は電気通信事業報告規則の規定により 

報告を受けた契約数を記載 

注

注

注

注

注
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びＮＨＫによる地上放送において、近年ほぼ横ばいとなっている一方、衛星放送に

ついては、徐々に増加してきている。 

 

図表３ １日のテレビ視聴時間及びラジオ聴取時間の推移 

 

00:5701:0100:58
01:0401:02

01:00
00:55

00:5901:01
00:57

01:01

00:49

00:59

00:52

01:01
00:57

02:4102:43
02:35

02:25

02:4202:41
02:35

02:40

02:30
02:34

02:41
02:35

02:3002:2702:26

02:18

00:06

00:06
00:01 00:01 00:02 00:03 00:03 00:03 00:03 00:03 00:03 00:05 00:04 00:04 00:05 00:05

00:05

00:05

00:03 00:03 00:04

00:1400:14
00:17 00:16 00:17 00:16 00:18 00:17

00:16 00:15 00:15 00:13 00:13 00:14 00:13 00:12

00:2300:2400:23
00:20

00:22 00:24 00:24 00:24 00:24 00:24 00:25 00:26 00:23
00:20

00:23 00:21

00:00

01:00

02:00

03:00

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 (年)

(時間)

ＮＨＫ地上波 民放地上波 ＮＨＫ衛星

民放衛星 ＮＨＫラジオ 民放ラジオ

（注）数値は、全国民平均のもの。

１日あたりの視聴時間を週平均から算出。

（出典：ＮＨＫ「全国個人視聴率調査」６月期）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 放送事業者の数 

 

放送事業者の数については、平成１８年３月末時点で、地上放送事業者が

１９８社（ＮＨＫ、放送大学を含む。）、衛星放送事業者が１３６社（ＮＨＫ、放送

大学を含む。）、ケーブルテレビ事業者が５３０社となっている。 

 

図表４ 放送事業者の数 

 

地上放送

衛星放送

ケーブルテレビ ケーブルテレビ事業者 ５３０社
（自主放送を行う許可施設事業者数）

一般放送事業者（民放） ＮＨＫ 放送大学学園

・テレビ２ｃｈ ・テレビ１ｃｈ
・ラジオ４ｃｈ ・ラジオ１ｃｈ

・ＢＳアナログ ３ｃｈ
（ＨＤＴＶ １ｃｈ）
（ＳＤＴＶ ２ｃｈ）
※ＨＤＴＶはＢＳデジタルの

サイマル放送

・ＢＳデジタル ３ｃｈ
（ＨＤＴＶ １ｃｈ）
（ＳＤＴＶ ２ｃｈ）
※ＳＤＴＶ２ｃｈ分はＢＳアナ

ログのサイマル放送

・ＣＳ ２ｃｈ
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（注１）地上放送及び衛星放送の数字は各々平成１７年８月末時点。
（注２）ケーブルテレビについては平成１８年３月末時点。
（注３）地上放送の事業者数からはコミュニティ放送を除いている。
（注４）衛星放送の事業者数からはＣＳアナログ放送１社を除いている。

・ テレビジョン放送事業者
（ＡＭとテレビの兼営含む） １２７社
・ ＦＭ放送事業者 ５３社
・ ＡＭ放送事業者（単営社） １２社

・ＢＳアナログ放送
２社

・ＢＳデジタル放送
１２社

・ＣＳデジタル放送（除く１１０度ＣＳ）
１０４社

・東経１１０度ＣＳデジタル放送
１６社

１９６社＋ＮＨＫ、放送大学

１３４社＋ＮＨＫ、放送大学

５３０社



５ 放送メディアの市場規模及び推移 

 

放送メディア全体の市場規模については、平成１４年度以降順調に増加してお

り、平成１６年度において、３兆９，５５９億円となっている。また、各放送事業

者のシェアについては、地上系民間放送事業者が６５．８％、ＮＨＫが１７．３％、ケ

ーブルテレビ事業者が約８．９％、衛星放送事業者（ＮＨＫ除く。）が８．０％を

占めている。 

 

図表５ 放送メディアの市場規模の推移 

 

（注１）地上放送については、コミュニティ放送を含まない。テレビについては、ラジオ・テレビ兼営社及び多重放送単営社も含む。

（注２）ＮＨＫの地上波については、全体の事業収入から衛星放送関係の事業収入を差し引いたもの。

（注３）衛星については、２．６ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送を除く。そのため前頁「５ 放送メディアの市場規模」における経常事業収入３，１５

８億円とは一致しない。

（注４）ケーブルについては、自主放送を行う事業者のケーブルテレビ事業の営業収益。

333029952199796669411975497250871623234643810615年度

307627691945824664811605488247251654230713721814年度

353331572346811666712245443260131608244053937116年度

271823351438897657611195457258231633241903745213年度

246318921161731652610665460263411708246333722212年度

22441607974633633510115324247331705230283491911年度

1931128061666462609535307244141742226723388510年度

16449132906236130885524524563186522698332509年度

1410682716115876800507624684185922825326528年度

1126594345605717707501022807177021037302447年度

984470164545651638501321411170119710285166年度

77539363875512559495320785169119094274655年度

62934903495404460494421493176319730278754年度

計CSBS計衛星地上計ラジオ単営テレビ

ケーブル
衛星放送（民放）NHK地上放送放送市場

全体

333029952199796669411975497250871623234643810615年度

307627691945824664811605488247251654230713721814年度

353331572346811666712245443260131608244053937116年度

271823351438897657611195457258231633241903745213年度

246318921161731652610665460263411708246333722212年度

22441607974633633510115324247331705230283491911年度

1931128061666462609535307244141742226723388510年度

16449132906236130885524524563186522698332509年度

1410682716115876800507624684185922825326528年度

1126594345605717707501022807177021037302447年度

984470164545651638501321411170119710285166年度

77539363875512559495320785169119094274655年度

62934903495404460494421493176319730278754年度

計CSBS計衛星地上計ラジオ単営テレビ

ケーブル
衛星放送（民放）NHK地上放送放送市場

全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ メディア別広告費等の推移 

 

広告費の額は平成１２年以降減少し、平成１６年において約５兆８０００億円と

なっている。また、ＧＤＰに占める広告費の割合については、平成１３年以降減少

していたが、平成１６年において再び増加し、約１．１６％となっている。 
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図表６ ＧＤＰに占める広告費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：㈱電通総研「情報メディア白書 2006」） 
46,000

48,000

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16

（億円）

0.95

1

1.05

1.1

1.15

1.2

1.25
（％）

 
広告費 対ＧＤＰ比 

次に、媒体別広告費については、地上波テレビジョン放送が緩やかに比率を増

し、平成１６年には３４．９％を占めている。また、近年はインターネットによる

広告費が増大してきており、平成１６年には全体の３．１％を占めている。 

 

図表７ 媒体別広告費（広告費比率の推移） 

 

34.9

34.3

33.9

34.1

34.0

33.6

33.8
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31.8

31.0
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36.00.2

0.2
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0.2
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0.3

0.3

0.4

0.4

0.4

0.8

0.7

0.7

0.7

3.2

4.1

0.0

0.1

0.2

0.4

1.0

1.2

2.1

3.1

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H16

H15

H14

H13

H12

H11

H10

H9

H8

H7

H6

H5

H4

H3

テレビ 衛星 ラジオ 新聞 雑誌 ＳＰ広告 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

（注１）衛星は衛星放送、ＣＡＴＶ、文字放送等に投下された広告費

（注２）SP（セールスプロモーション）広告･･･販売促進を目的とする短期的な広告。例えば、ＤＭ、折込等。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：㈱電通総研「情報メディア白書 2006」、電通ウェブサイト（http://dci.dentsu.co.jp/）） 
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７ 情報通信関連年間支出金額の推移 

 

情報通信関連支出金として、放送受信料（ＮＨＫ受信料及び有料放送受信料）の

占める割合は着実に増加している。情報通信サービスの世帯消費支出に占める割合

については、平成６年（２．０％）から平成１６年（４．０％）までの１０年間で、約

２倍に増加している。 

 

図表８ 情報通信関連年間支出金額の推移 

 

82,165 83,853
90,676

98,373 103,504
110,486

118,783 122,453

22,589
22,879

73,959
62,400

67,944

19,954

19,025
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4.0
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（円）
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0.5

1.0

1.5
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3.0

3.5

4.0

4.5

（％）

放送受信料（NHK受信料及び有料放送受信料）
電話通信料
放送受信料の年間世帯支出に占める割合
情報通信サービスの世帯消費支出に占める割合（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務省「家計調査年報」(二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く))により作成） 

 

８ 地上テレビジョン放送のデジタル化 

 

我が国の地上デジタル放送は、平成１５年１２月には三大広域圏（関東・中京・近

畿）において開始されており、平成１８年末までにはその他の県庁所在地等でも放

送が開始。平成２３年７月２４日までに地上デジタル放送への全面移行が行われる

予定となっている。 
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図表９ 地上テレビジョン放送のデジタル化の意義 

 
１ ＩＴ社会の基盤

① 地上放送のデジタル化は、4,800万のほぼ全世帯に広く普及しているテレビ（約１億台）のデジタル化。

全家庭における身近で簡便なＩＴ基盤を形成。

② インターネットと連携したサービスや双方向サービスを可能に。

（例）【テレビ番組】

○ 自治体からのお知らせ 関心を持った地域の催しをテレビ画面上でリモコン操作 申込み

（内容、日時、場所等の詳細情報）

○ 紀 行 情 報 番 組 気に入った温泉宿をテレビ画面上でリモコン操作 予約

（空き情報、部屋の種類、価格等の詳細情報）

２ 視聴者にとってのメリット

① 高品質な映像・音声サービス ⇒ ハイビジョンやゴーストのない画像

② 高齢者・障害者にやさしいサービスの充実 ⇒ 例：セリフの速度が自由に調節可能

③ 安定した移動受信の実現 ⇒ 携帯端末等でクリアな映像を受信可能

④ データ放送の充実 ⇒ 例：ニュース、天気予報をいつでも視聴可能

３ 新たな周波数の創出

アナログ方式と比較して使用周波数を大幅に節減可能⇒ 移動体通信など新しい周波数ニーズへの対応

４ 経済効果

関連産業への波及効果を含めると約200兆円（「地上デジタル放送懇談会報告」（平成10年10月））

５ 高度なサービスの普及促進等

公共分野における新たな活用を促進し、携帯端末向け放送やサーバー型放送などの高度なサービスの

普及を推進。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１０ 地上デジタルテレビジョン放送開局ロードマップ（県庁所在地） 
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平成１８年６月現在では、地上デジタルテレビジョン放送を直接受信可能な世帯

は、３１都道府県で約３，２２０万世帯（全世帯の約６８％）となっている。なお、ケ

ーブルテレビ経由については、同年３月末現在、同じく約１，２８０万世帯となって

いる。 

 

図表１１ 地上デジタル放送の普及状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地上デジタル放送が受信可能な受信機については、開始前の約５１万台か

ら急速に普及し、平成１８年５月末現在、約１，１２２万台となっている。 

      

図表１２ デジタル放送受信機の普及状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２００６年５月末現在

ＢＳデジタル放送の
受信可能件数

地上デジタル放送受信機の
出荷状況 ※内数

１１２２万台（＋６８万 １５４６万件台）

１３６８万台（＋６５万台）

１７８万世帯

※ＮＨＫ調べ（速報値）※ＪＥＩＴＡ、日本ケーブルラボ調べ

①

②

③
④
⑤

⑥

０

（＋１５）２５１万台
デジタルチューナー
（チューナー内蔵録画機含む）

（ － ）１８５万台ＣＲＴテレビ

（＋３９）６６２万台ＰＤＰ、液晶テレビ

（＋１１）２７０万台ケーブルテレビ用ＳＴＢ

（＋１５）２５１万台
デジタルチューナー
（チューナー内蔵録画機含む）

（ － ）１８５万台ＣＲＴテレビ

（＋３９）６６２万台ＰＤＰ、液晶テレビ

（＋１１）２７０万台ケーブルテレビ用ＳＴＢ

１２月
２００３年

３月
２００４年

６月 ９月 １２月 ３月
２００５年

２７１万台

１４６万台

２３万台

１０７万台

５０３万台

７２万台

（＋１７）⑤ デジタルレコーダ

（＋ １ ）④ チューナー

（＋１１）⑥ ケーブルテレビ用ＳＴＢ

（＋ ６）③ ＰＤＰテレビ

（＋３３）② 液晶テレビ

（ － ）① ＣＲＴテレビ

２７１万台

１４６万台

２３万台

１０７万台

５０３万台

７２万台

（＋１７）⑤ デジタルレコーダ

（＋ １ ）④ チューナー

（＋１１）⑥ ケーブルテレビ用ＳＴＢ

（＋ ６）③ ＰＤＰテレビ

（＋３３）② 液晶テレビ

（ － ）① ＣＲＴテレビ ＢＳデジタル放送受信機の普及数

ケーブルテレビでの視聴世帯
（アナログに変換して視聴）

６月

※２００４年のＳＴＢは四半期ごとの統計値

２００万台

４００万台

注） （）内の数値は前月比

６００万台

９月

８００万台

１２月

１０００万台

３月
２００６年

１２００万台

■ 視聴可能世帯数

○直接受信： ３１都都道道府県府県※※ 約約３，２２０３，２２０万世帯（全世帯の約万世帯（全世帯の約６８６８％）％）

（平成１８年６月１日現在）

※北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、茨城、栃木、群馬、埼玉、

千葉、東京、神奈川、新潟、富山、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、愛知、

三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山、福岡、沖縄

○ケーブルテレビ経由： 約１，約１，２８２８０万世帯０万世帯
（平成１8年3月末現在） （ＪＣＴＡ調べ）（ＪＣＴＡ調べ）

■ 地上デジタル放送受信機台数

約約５５１万台（開始前）１万台（開始前） →→ 約約１，１２２１，１２２万台万台
（平成１８年５月末現在） （（ＪＥＩＴＡ、日本ケーブルラボ調べＪＥＩＴＡ、日本ケーブルラボ調べ））

■ アナログ周波数変更対策

５９０地域の対策に着手し、約約４３０４３０万万世帯世帯（全体の約（全体の約92.992.9％）％）のの

対策を終了するなど、計画に沿って順調に進捗対策を終了するなど、計画に沿って順調に進捗 （平成１８年５月末現在）

暦年

普
及

世
帯

数
（
千

万
世

帯
）

アテネ五輪 ワールドカップ
ドイツ大会

北京五輪 ワールド
カップ

１０００万世帯

２４００万世帯

２００３ 04 05 06 07 08 09 10 11

アナログ
放送停止

４８００万世帯

５

４

３

２

１

０

■地上デジタル放送用受信機の普及目標

2003           04             05              06              07 08              09           2010            11  11.7 （年）

2000

1500

1000

500

（万加入）

0
2003           04             05              06              07 08              09           2010            11  11.7 （年）

2000

1500

1000

500

（万加入）

0

ケーブルテレビ全体
の加入世帯数

ワールドカップ
ドイツ大会

アナログ放送停止

地上デジタル放送
視聴可能世帯数

1467

2300

1100

北京五輪３大広域圏開始

2000

1650

2200

1750

700

200

1200

■ケーブルテレビによる
地上デジタル放送の普及目標
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９ ケーブルテレビの動向 

 

  自主放送を行う許可施設のケーブルテレビ加入世帯数は、平成１８年３月末で

１,９１３万世帯、普及率は３８％となっており、２０１１年初頭までの普及目標

（約２，３００万世帯）に向けて順調に増加している。また、自主放送を行う許可

を受けた施設数及び事業者数は、それぞれ６９６施設、５３０事業者となっている。 

 

図表１３ ケーブルテレビの普及状況と許可の現状 
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20.0
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40.0

自主放送を行う許可施設ケーブルテレビの加入世帯数、普及率の推移自主放送を行う許可施設ケーブルテレビの加入世帯数、普及率の推移

※１ 年度末の数値。（ ）内は加入世帯数の対前年度増加率。
※２ 普及率は、各年度末の住民基本台帳世帯数から算出（平成17年度分については、平成16年度末の世帯数を使用）。

〔万世帯〕
普及率〔％〕

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

１０ 通信分野におけるブロードバンド化 

 

平成１２年頃まで、通信分野における定額料金制の常時接続サービスは稀であ

り、料金も高く、音声が送れる程度の低速なサービスが中心であった。 

 

図表１４ 我が国のブロードバンド・サービスの変遷 
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20,000,000
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加入者数 提供サービス速度
（Mbps）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

64k 128k

8M 12M
24/26M

40M

1.5M

47/50M

有線ブロードネット
ワークスが全国初の
FTTHサービス（共有

型）開始

100M有線ブロードネット
ワークスが全国初の
FTTHサービス（共有

型）開始

東京めたりっく通信
が全国初のADSL
サービス開始

東京めたりっく通信
が全国初のADSL
サービス開始

ソフトバンクが月額
2,280円の低価格
ADSLサービス開始

ソフトバンクが月額
2,280円の低価格
ADSLサービス開始

ケイ・オプティコム
が月額4,900円の
戸建て向けFTTH
サービス（共有型）
開始

ケイ・オプティコム
が月額4,900円の
戸建て向けFTTH
サービス（共有型）
開始

ソフトバンク、NTT
東西が上下1Gbps
のFTTHサービス

（共有型）開始

ソフトバンク、NTT
東西が上下1Gbps
のFTTHサービス

（共有型）開始

KDDIが「KDDI光プ

ラス」サービス（共有
型）開始

KDDIが「KDDI光プ

」サービス（共有ラス
型）開始

ブロードバンド・
サービス全体加入者数 DSLサービス

加入者数

FTTHサービス

加入者数

東京電力が100M
占有型のFTTH
サービスを開始

東京電力が100M
占有型のFTTH
サービスを開始

NTT東西が「Bフ
レッツ」サービス
（占有型・共有型）
を開始

1G

NTT東西が「Bフ
レッツ」サービス
（占有型・共有型）
を開始

イー・アクセス、アッカ・
ネットワークスが12Mbps
のADSLサービス開始

イー・アクセス、アッカ・
ネットワークスが12Mbps
のADSLサービス開始

FTTH提供

サービス速度

FTTH提供

サービス速度

DSL提供

サービス速度

DSL提供

サービス速度

（注） ブロードバンド・サービス全体加入者数は、FTTH、DSL、ケーブルインターネット、無線（FWA）の各サービスの加入者数を合計したものである。

（出典：「全国均衡のあるブロードバンド基盤の整備に関する研究会最終報告「次世代ブロードバンド構想 2010」（2005 年 7 月 15 日」） 
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その後、総務省におけるインターネット時代に対応した新たな競争環境の整備等

インフラ整備や電子商取引、電子政府、人材育成等政府一体となった様々な施策が

講じられたこともあり、ブロードバンド・サービスが急速に普及し、２００６年３月

末現在、ＤＳＬ加入者は１,４５２万人、ＦＴＴＨ加入者数は５４６万人に達して

いる。また、モバイル系ブロードバンド・アクセスサービスを提供している第３世

代携帯電話（ＩＭＴ―２０００）の加入者数については、２００６年３月末で

４,８３３万（携帯電話全加入者数９,１７９万の約５３％）となっている。 

 

図表１５ 我が国のブロードバンド・サービス等の加入者数 
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図表１６ 携帯電話加入者数の推移 
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光ファイバ
（FTTH）

○契約数 ： 5,457,697
○事業者数 ： 100社

光ファイバ光ファイバ
（（FTTHFTTH））

○契約数 ： 5,457,697
○事業者数 ： 100社

無線（ＦＷＡ）
○契約数 ：16,068  
○事業者数 ： 22社

無線（ＦＷＡ）無線（ＦＷＡ）
○契約数 ：16,068  
○事業者数 ： 22社

,457,697

16,068 

14,517,859

3,309,481ケーブルインターネット
○契約数 ： 3,309,481 
○事業者数 ： 377社

5

ケーブルインターネットケーブルインターネット
○契約数 ： 3,309,481 
○事業者数 ： 377社

注）平成１６年６月末分より電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、それ以前は任意の事業者から報告を受けた契約数を集計しています。

ＤＳＬ
○契約数 ： 14,517,859
○事業者数 ： 47社

ＤＳＬＤＳＬ
○契約数 ： 14,517,859
○事業者数 ： 47社
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また、インターネット利用者数は、２００５年末で、対前年比５８１万人増の

８,５２９万人、人口普及率で６６.８％（対前年比４.５ポイント増）と順調に普

及している。そして、家庭でのパソコンからのインターネット接続は、ブロードバ

ンド回線が対前年度比３．０ポイント増の６５．０%、ＩＳＤＮ及び電話回線（ダ

イヤルアップ）で対前年比０．８ポイント増の１９．２％となっている。 

 

図表１７ インターネット利用者数及び人口普及率の推移 
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図表１８ 世帯におけるパソコンからのインターネット接続方法 
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  我が国のブロードバンド環境は、平成１８年３月現在、全市町村の約９８％

（１，８０４市町村）でいずれかのブロードバンドが利用可能となっている。世帯

カバー率で見ると、大阪府、富山県、東京都、三重県及び神奈川県でほぼ１００％

の世帯がいずれかのブロードバンドが利用可能となっている一方、岩手県、鹿児島

県では８０％以下にとどまっている。 
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図表１９ デジタル・ディバイドの現状 
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ブロードバンド整備状況【市町村人口規模別】
（平成18年3月末）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のような状況に加え、平成１６年１２月に総務省において公表した

「u-Japan 政策」及び本年１月に IT 戦略本部で決定された「IT 新改革戦略」等

においては、２０１０年度を目標年度としたブロードバンドの全国整備の方針が

示されたところである。これらを受けて、総務省としては「次世代ブロードバン

ド戦略２０１０（案）」（平成１８年８月公表予定。現在意見招請中）におい

て、２０１０年度へ向けたブロードバンド・ゼロ地域の解消等の整備目標、ロー

ドマップの作成等の整備の基本的な考え方、官民の役割分担、関係者による推進

体制の在り方を明らかにしたところである。 
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ＦＴＴＨサービス（光ファイバ）が提供されている地域の世帯

ＦＴＴＨサービスは未提供だが、ＡＤＳＬ、ケーブルインターネット
等の何らかのＢＢサービスが提供されている地域の世帯

ＢＢサービス未提供地域の世帯
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図表２０ ２０１０年度に向けたブロードバンドの整備目標 
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８０％（４，０１５万世帯）

９８％程度

 

図表２１ ブロードバンド・ネットワークイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１００％

９０％８６％程度

ブ
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域

ブ
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ー
ド
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ド

未
整
備
地
域

解消！

解消！

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数） １００万

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／1,843市町村

／5,000万世帯

2010年度までに

① ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。
（その過程において、ブロードバンド・ゼロ市町村を2008年度までに解消する。）

② 超高速ブロードバンドの世帯カバー率を90%以上とする。

2010年度までに

① ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。
（その過程において、ブロードバンド・ゼロ市町村を2008年度までに解消する。）

② 超高速ブロードバンドの世帯カバー率を90%以上とする。

注： 2006年において記載されている世帯カバー率、ゼロ市町村数、ゼロ地域世帯数の数値は、平成18年3月31日現在のもの。
2008年において記載されている世帯カバー率、ゼロ市町村数、ゼロ地域世帯数の数値は、いずれも現時点における目安であり目標ではない。

整備済
団体

整備済
団体

７２％

３９

３０６万

１００％

小規模遠距離離島

中距離離島 近距離離島

海底ケーブル
無線18GHzアクセス

無線2.4GHzアクセス
FTTH

衛星ブロードバンド

ｕ－Ｊａｐａｎの基盤となる100％ブロードバンド・ネットワークのイメージ

地域公共ネットワーク

FTTR（光ファイバ＋ADSL）

FTTH

ﾘｰﾁDSL

ADSL

FTTH

簡易 局舎
ＲＴ局舎

ADSL

無線LAN
高速無線LAN

光無線＋ADSL 地上デジタル放送

WiMAX等＋ADSL

移動WiMAX等

市役所

学校

支所
（旧町村役場）

公民館

公民館
NTT局舎

学校
市立病院

分校

CATVセンター

ﾉｰﾄﾞ
ケーブルインターネット（HFC）

光ファイバ

無線＋ADSL

WiMAX等

衛星
地球局

鉄塔

合併後に接続した
地域公共ネットワーク

鉄塔

鉄塔

鉄塔

情報家電ネットワーク
（UWB、PLC等）

光ファイバ

メタル ケーブル

メタルケーブル 光ファイバ
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１１ インターネット利用の最新動向 

近年、Web 2.0 という概念が注目を浴びている。Web 2.0 の特徴として、ユーザ

が情報の受け手であるだけではなく、レビュー・評価を通じてコンテンツの構築に

貢献する側でもあり、ユーザの評価等がサービスとして蓄積されていくという、ユ

ーザ参加型・双方向コミュニケーション型のサービスであることが挙げられる。例

としては、Amazon のレビューやＳＮＳ等が挙げられる。 

 

１２ 通信と放送の融合・連携、クロスメディア環境における競争の進展 

 

前述した２０１１年７月２４日に予定されている地上アナログテレビジョン放

送の全面デジタル化、そして、２０１０年における全国ブロードバンド化を見据

え、近年では、平成１８年４月に開始された携帯端末向け放送サービス「ワンセグ」

サービスやサーバ型放送の実用化に向けた取組等、地上放送事業者をはじめとする

放送事業者による通信との連携サービス、ケーブルテレビ事業者等による映像配

信、高速インターネット及び電話のトリプルプレイサービス、そして、電気通信事

業者による映像配信サービス等、通信と放送の融合・連携、クロスメディア環境に

おける競争が進展している。 

 

１３ u-Japan 

 

我が国は、戦後、急速な経済発展を遂げ、産学官一体となって産業力を強化し、高

度経済成長を背景として国民全体の生活水準や国全体の文化水準を高めることに

成功してきた。今日では、世界第二位の経済大国の地位を確保しているが、グロー

バルな経済情勢も大きく変化しつつあり、ＡＳＥＡＮやＢＲＩＣＳといった中堅国

の成長も著しく、かつて競争優位にあった製造産業でもその地位を奪われつつある

状況にある。他方、国民生活を見れば、依然として経済的な豊かさを享受している

ものの、人々の価値観の多様化に伴い、ゆとりや安心・安全等の価値観が重視され

る成熟社会を迎えつつある。このような中で、我が国はついに人口減社会に突入

し、急速に少子高齢化が進行中である。こうした認識の下に、様々な人的資源だけ

でなく、様々な資源のコストも上昇しており、他方これまでのような低付加価値製

品の大量生産、資源の大量消費といったことが許されなくなってきている。２１世

紀半ばには国民の約２．８人に１人が６５歳以上という超高齢化社会になるものと

予測されている。これにより、労働力人口の減少や消費活動の減退といった状況に

至れば、社会経済全体の活力が失われかねない。 
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こういった状況を打破するためには、IT（Information Technology）等の可能性

をフルに活用し、その能力を最大限発揮させることによって、生産性を向上し社会

経済の活力を維持向上させることが不可欠になるものと考えられる。いわば、IT は

我が国の社会経済活力を維持向上させ、かつ、国民生活の豊かさと安心・安全を確

保していくための鍵をにぎっている。 

 

 このような認識の下に平成１３年１月に策定されたのが「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」

である。同戦略では、インフラ面における取組みを中心に「２００５年［平成１７年］

に世界最先端のＩＴ国家となる」という大きな目標を掲げたが、着実に成果を上げ

てきている。例えば平成１６年２月時点で、高速インターネットの利用可能世帯

は、ＤＳＬが３，８００万世帯、ケーブルインターネットが２，３００万世帯、超

高速インターネットアクセス網であるＦＴＴＨは１，８０６万世帯に達し、平成

１７年までに高速インターネットを３，０００万世帯で、超高速インターネットを

１，０００万世帯で利用可能とするという当初の目標を短期間で大幅に上回ること

となった。 

 

このようにインフラ整備が順調に進みつつある一方で、利用面では生産性の向上

や社会生活の革新につながる分野での利活用は期待されたほどには進歩がなか

ったことから、平成１５年７月には、ＩＴの利活用に重点を置いた、「元気・安心・感

動・便利」社会の実現を目標として「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」が策定された。「ｅ

－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」においては、「２００６年［平成１８年］以降も世界最先端

であり続けることを目指す」としつつ、特に、医療、食、生活、中小企業金融、知、就

労・労働、行政サービスの７分野において、ＩＴ利活用の先導的取組みを推進する

こととされた。 

 

  また、平成１６年６月４日に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針２００４」においては、「経済活性化に向けた重点施策」として「ユビキ

タスネットワーク環境を整備し、高齢者・障害者が元気に参加できるＩＴ社会を実

現するため、『ｕ－Ｊａｐaｎ構想』を具体化すること」とされ、同年１２月にこれ

を具体化したものとして、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」が取りまとめられた。 

 

「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」では、その大目標を「２０１０年［平成２２年］には世

界最先端のＩＣＴ[Information and Communications Technology]国家として先導

する」と定め、インフラ、利活用、そして、利用環境の各局面における次の３つの

基本軸を中心に据えた。 

   

① 有線中心のブロードバンド整備から、有線・無線の区別のないシームレスな
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ユビキタスネットワーク環境への移行を目指し、ネットワークが生活の隅々ま

で溶け込む草の根のようなＩＣＴ環境を実現すること。 

  ② 情報化の促進から、今後の２１世紀の社会課題を解決するためにＩＣＴを積

極的に利活用し、社会に役立つ具体的なツールとしてＩＣＴをより深く実感で

きるようにすること。 

  ③ プライバシー保護への不安等、ＩＣＴのいわゆる「影の部分」と呼ばれる問

題を未然に解消し、利用環境整備を抜本的に強化し、具体的かつ包括的な対策

を講ずる必要があること。 

 

今後、ＩＣＴは、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」簡単にネットワーク

につながるユビキタスな環境において、利用者の視点に立った、様々な社会課題を

解決するツールとしての役割が期待されていくものと考えられる。「u-Japan 政策」

及び我が国が抱える課題に対する取組をまとめた「u-Japan 政策パッケージ」にお

いても、「ユビキタスネットワーク基盤整備」における「デジタル放送の推進」が

挙げられているが、放送サービスもユビキタスネット社会の実現を支える一つの柱

として社会経済活動の発展、生活水準の向上、国際社会への貢献に大きな役割を果

たすことが期待されている。 

 

１４ 地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべき役割（平 

成１６年諮問第８号第２次中間答申） 

 

平成１７年７月２９日に、情報通信審議会より出された「地上デジタル放送の利

活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべき役割（平成１６年諮問第８号第２次

中間答申）」の中で、デジタル全面移行に向けた重点施策がまとめられた。同答申

内では、２０１１年までのデジタル全面移行を確実に実現するために、次のような

施策を推進することが必要とされている。 

 

・ 中継局整備の全体像の明確化 

 

・ アナログ受信機に関する視聴者への情報提供や、いわゆる「コピーワン

ス」等著作権保護の仕組みの見直しなど、受信機の普及に向けた具体策 

 

・ 地上波の再送信における「ＩＰ」や「衛星」の活用など、いわゆる「通

信・放送融合」を活用したデジタル放送の普及方策 

 

以上の事等について、できるだけ目標年次の明確化を図りつつ、具体策の提言を

行うとされた。 
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本答申の中では、衛星の活用について、２００７年内に衛星による地上波デジタ

ル再送信の開始を目標としており、２００５年８月を目処に技術条件を確認する実

証実験に着手し同年度内に結論を得るとされ、また対象地域等について検討に着手

し、２００６年内に結論を得ることとされた。 

 

図表２２ 地上デジタル放送事業者による通信と連携したサービスの事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 視聴者参加型サービス（双方向型）

（視聴者アンケート・人気ランキング投票・クイズやプレゼント企画への参加等）

２） ダウンロード・コンテンツ提供サービス（双方向型）
（出演者フォト・料理レシピ・各種カタログの入手等）

３） 地方公共団体等と連携した地域情報サービス（双方向型）
（岐阜県で本年２～３月に実施した実証実験 等）

１） 視聴者参加型サービス（双方向型）

（視聴者アンケート・人気ランキング投票・クイズやプレゼント企画への参加等）

２） ダウンロード・コンテンツ提供サービス（双方向型）
（出演者フォト・料理レシピ・各種カタログの入手等）

３） 地方公共団体等と連携した地域情報サービス（双方向型）
（岐阜県で本年２～３月に実施した実証実験 等）

2005年３月～
「愛・地球博」「愛・地球博」
「催事・パビリオン情報」「会場交通情報」「入場者数情報」など、愛・地球博の関連情報をデータ放送

やインターネットとの連係機能で提供。

番組非連動
在名放送事業者

６社

2005年４月～「テレ朝「テレ朝premium!premium!リモコン」リモコン」
携帯アプリの操作に連動して、地上デジタルデータ放送にお

 

 

 

 

図表２３ ワンセグ放送の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いて、交通情報を提供。
番組非連動

2004年10月～「日テレ駅探」「日テレ駅探」
インターネットと連携した双方向サービス。駅名・路線を登録しておけば、現在時刻の時刻表を表示。

番組非連動日本テレビ放送網

2004年11月データ放送「テスト・ザ・ネイション」データ放送「テスト・ザ・ネイション」
インターネット等と連携した双方向番組。データ放送画面からの印刷も可能。

番組連動

テレビ朝日

2003年12月「晴れドキどきＳＰ」「晴れドキどきＳＰ」 地図情報サービス地図情報サービス
インターネットと連携した双方向サービス。ネット経由で地図情報サービスを提供。

番組連動中部日本放送

2004年１月深夜番組「ぷりっぷり」アンケート調査深夜番組「ぷりっぷり」アンケート調査
インターネットと連携した双方向サービス。番組で使う小道具 ついて人気投票。

番組連動東海テレビ放送

2004年８月～
「おでかけガイド」「おでかけガイド」・・「おでかけルート」「おでかけルート」
インターネットと連携した双方向サービス。駅名・路線を登録しておけば、現在時刻の時刻表を表示す

るとともに、乗り換え案内の経路検索を行い、最大10パターン表示。

番組非連動讀賣テレビ放送

2004年２月
「クスクス」「クスクス」 OnePushOnePush連動実験連動実験
インターネットと連携した双方向サービス。データ放送と赤外線リモコン付きの携帯電話を使い、インタ

ーネット上のサーバーの詳細情報に携帯電話からアクセス。

番組連動中京テレビ放送

2004年５月
「ウドちゃんの旅してゴメン」「ウドちゃんの旅してゴメン」 QRQRコード＆双方向実証実験コード＆双方向実証実験
データ放送からインターネット経由で大容量の地図情報にアクセス。ＱＲコードリーダー付きの携帯電

話からもアクセスできる。

番組連動名古屋テレビ放送

に

2005年３月～
「愛・地球博」「愛・地球博」
「催事・パビリオン情報」「会場交通情報」「入場者数情報」など、愛・地球博の関連情報をデータ放送

やインターネットとの連係機能で提供。

番組非連動
在名放送事業者

６社

2005年４月～「テレ朝「テレ朝premium!premium!リモコン」リモコン」
携帯アプリの操作に連動して、地上デジタルデータ放送にお 、交通情報を提供。

番組非連動

2004年10月～「日テレ駅探」「日テレ駅探」
インターネットと連携した双方向サービス。駅名・路線を登録しておけば、現在時刻の時刻表を表示。

番組非連動日本テレビ放送網

2004年11月データ放送「テスト・ザ・ネイション」データ放送「テスト・ザ・ネイション」
インターネット等と連携した双方向番組。データ放送画面からの印刷も可能。

番組連動

テレビ朝日

2003年12月「晴れドキどきＳＰ」「晴れドキどきＳＰ」 地図情報サービス地図情報サービス
インターネットと連携した双方向サービス。ネット経由で地図情報サービスを提供。

番組連動中部日本放送

2004年１月深夜番組「ぷりっぷり」アンケート調査深夜番組「ぷりっぷり」アンケート調査
インターネットと連携した双方向サービス。番組で使う小道具 ついて人気投票。

番組連動東海テレビ放送

2004年８月～
「おでかけガイド」「おでかけガイド」・・「おでかけルート」「おでかけルート」
インターネットと連携した双方向サービス。駅名・路線を登録しておけば、現在時刻の時刻表を表示す

るとともに、乗り換え案内の経路検索を行い、最大10パターン表示。

番組非連動讀賣テレビ放送

2004年２月
「クスクス」「クスクス」 OnePushOnePush連動実験連動実験
インターネットと連携した双方向サービス。データ放送と赤外線リモコン付きの携帯電話を使い、インタ

ーネット上のサーバーの詳細情報に携帯電話からアクセス。

番組連動中京テレビ放送

2004年５月
「ウドちゃんの旅してゴメン」「ウドちゃんの旅してゴメン」 QRQRコード＆双方向実証実験コード＆双方向実証実験
データ放送からインターネット経由で大容量の地図情報にアクセス。ＱＲコードリーダー付きの携帯電

話からもアクセスできる。

番組連動名古屋テレビ放送

いて

に

具体的なサービスの例 ▼テレビ朝日「テスト・ザ・ネイション」

▼読売テレビ放送「おでかけルート」

▼在名６社「愛・地球博」

▼東海テレビ放送「ぷりっぷり」

日本の地上デジタル放送では、１つのチャンネ
ルを13個のセグメントに分割して、映像・音声・
データを伝達

ワンセグ放送の特徴ワンセグ放送の特徴

携帯電話一体型端末等に
よる受信

据置型受信機等に
よる受信

データセグメント
ハイビジョン番組携帯受信向け番組

地上デジタル放送では、１つのチャンネルを13個の
セグメントに分割して、映像・音声・データを伝送

サービス開始の予定サービス開始の予定

２００６年４月、三大広域圏等から、「ワンセグ」サービス
開始。１２月には全国に拡大

ワンセグ
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図表２４ サーバ型放送の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サーバー型放送の種類と特長 サーバー型放送の視聴イメージ

蓄積した番組を 視聴することが可能。
好きな時に

好きな番組を
好きなように

２ サーバ型放送の特長

１ サーバ型放送の種類

電波の有効活用

地上デジタル放送に
割り当てられた、既存
の帯域を最大限に有
効利用する。

新たな市場開拓

新しいサービスやビジ
ネスを展開することが
出来る。

視聴者のメリット

新しい視聴形態や体
験をすることが出来る。

映画番組

あらすじを
抜き出して
視聴する

野球中継

ホームラン
を抜き出し
て視聴す
る

教育への応用

キーワード検索
を行い、必要な
部分を取り出し
て編集してから
視聴 関連番組の結合や、ダ

イジェスト版による予
習・復習が可能

番組

「小学六年生」
「理科」

キーワード

教育へのサーバー型放送の応用

タ
イ
プ
Ⅰ

リアルタイムに視聴

ハード
ディスク
ハード
ディスク
ハード
ディスク

蓄積後
視聴のみ

・現行のテレビ放送にメタデータを付加する。
・蓄積や高度な利用には対応機器が必要
・互換性を持たせるため、符号化方式等に制限あり

・空き帯域を利用して本放送とは別にデータを送信
・蓄積・視聴に新たな対応機器が必要
・新たな符号化方式等も利用可能

番組2番組1 番組3

1ch
分の
帯域

データ
放送

時間

データ放送を利用
して送信・蓄積

＋メタデータ ＋メタデータ ＋メタデータ ＋メタデータ

本放送

通常の
テレビ

対応
機器

蓄積後視聴

ハード
ディスク
ハード

ディスク
ハード

ディスク

タ
イ
プ
Ⅱ

付加データ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TV

TV PC

＋

放送局

サーバー型
受信機

放送 通信

新作案内

新作映画レンタル

映画パック

映画購入

大容量
蓄積機能
大容量
蓄積機能

映画等の映像コンテンツと付加情報
をデジタル放送波で受信・蓄積

新作案内（無料情報提供サービス）
・新作案内や予告編・詳細情報などを無料で入手

新作映画レンタル（視聴時課金サービス）
・蓄積コンテンツをレンタルビデオのように一定期間
視聴可能

映画パック（定額課金型サービス）
・月極等の定額課金でコンテンツを自由に視聴可能

映画購入（コンテンツ購入型サービス）
・セルビデオのように、コンテンツを購入

見たい番組をいつでも
好きな時に視聴

インターネット

大容量
蓄積機能
大容量

蓄積機能

・追加情報
・ホームページ
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図表２５ トリプルプレイサービスの現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２６ ブロードバンドネット映像配信事業への進出状況 
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サービスとセットで提供
ＮＴＴコミュニケーションズOCNシアターNTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
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第三節 諸外国の衛星放送等の動向 

 

１ 米国 

 

米国においては、Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式等によりハイビジョン放送

を含めたＤＢＳサービスが成長している。 

 

（１）普及動向 

 

アメリカでは、競争的な多チャンネル番組配信市場が、視聴者に対し、選択肢の

増加、映像の高画質化、大きな技術革新といった効果を提供し続けている。ほとん

ど全ての視聴者が、映像サービスを、地上波によるテレビ放送、ケーブルテレビ、そ

して、少なくとも２つのＤＢＳ（Direct BroadCASting Satellite）事業者から選

択して享受可能となっており、加えて、デジタル放送、ＦＴＴＮ（Fiber To The 

Node）、ＦＴＴＰ（Fiber To The Premises）、又はインターネットにより映像番組

を享受できる視聴者がますます増加している。 

 

２００５年６月現在、テレビ視聴世帯が１億９６０万世帯、そのうち、約

９，４２０万世帯が多チャンネル番組配信サービスに加入している。ケーブルテレ

ビ事業者が多チャンネル番組配信加入世帯に占めるシェアは最も大きいが、そのシ

ェアは近年縮小しつつある（２００５年６月現在、多チャンネル番組配信加入世帯

６９．４％が加入）。これに対し、ＤＢＳ事業者の加入世帯は、近年増加傾向にあ

り、同年同月現在、全多チャンネル番組配信加入世帯のうち２７．７％となり、ケ

ーブルテレビに次ぎ２番目に大きいシェアを占めている。なお、ＤＢＳやケーブル

テレビ等の多チャンネル番組配信サービスに加入していない世帯、すなわち、地上

波テレビ放送のみを視聴している世帯は、１，５３６万世帯でアメリカの全テレビ

視聴世帯の１４％を構成している。 

 

他方、その他の手段による多チャンネル番組配信加入世帯のサービス配信世帯の

シェアは、同年同月現在で全加入世帯のうち２．９％となっている。近年では、地

域通信事業者において、Ｖｅｒｉｚｏｎが多くの地域コミュニティからフランチャ

イズを受け、そのいくつかの地域において「ＦｉＯＳ」のブランド名により多チャ

ンネル映像サービスの提供を開始し、また、ＳＢＣは、「Project Lightspeed」と

呼ばれるＩＰブロードバンドネットワークの展開を計画し、Ｑｗｅｓｔ等他の地域

通信事業者は、ＶＤＳＬやＡＤＳＬ技術を活用して既存の電話線による多チャンネ

ル番組配信サービスを提供し、又はその準備を行っているところである。 
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ＢＳ放送用周波数等を利用する衛星放送サービスであるＤＢＳサービス

は、２００５年６月現在、３者により提供され、アメリカの約２，６１２万世帯が

当該サービスに加入しており、アメリカの全多チャンネル映像配信サービス加入者

の約２７．７％を占めている。これは、ローカル・イントゥ・ローカルサービスの

増加、マルチルーム視聴やＨＤ化、ＤＶＲといったサービス強化、そして、地域通

信事業者とのＤＳＬサービスと共同マーケティングの強化に起因したものとな

っている。 

 

図表２７ 米国のＤＢＳ事業者の概要 

事業者 
加入世帯数 

（２００５年６月現在）
備考 

ＤｉｒｅｃＴＶ １，４６７万世帯 
・最大のＤＢＳ事業者 
 

ＥｃｈｏＳｔａｒ １，１４５万世帯 
・２番目に大きいＤＢＳ事業者 
 

Ｄｏｍｉｎｉｏｎ Ｖｉｄｅｏ  
Ｓａｔｅｌｌｉｔｅ 

１００万世帯未満 
・２０のファミリー及び宗教向けのチャンネル 
を提供 

 

地上放送の再送信サービスについては、２１０のテレビジョンローカル市場のう

ち１６７市場（全米のテレビジョン視聴世帯の９６％に該当）において、少なくと

も１のＤＢＳ事業者によるローカル・イントゥ・ローカルサービスが提供されてい

る。 

 

図表２８ 主なＤＢＳ事業者のローカル・イントゥ・ローカルサービスの状況 

事業者 
テレビジョン 

ローカル市場数
テレビジョン視聴世帯の普及率 

ＤｉｒｅｃＴＶ １３４ 約９３％ 
ＥｃｈｏＳｔａｒ １６２ 約９５％ 

 

また、我が国のデジタル放送においても採用されているＭＰＥＧ－２に代わる高

度な放送技術については、新しいハードウェアに関し多大な投資が必要となる。

ＤＢＳ事業者等の多チャンネル映像配信事業者は、当該技術により可能となる周波

数の有効利用に大きく期待しているが、現在のところ、圧縮技術について

は、Ｈ．２６４／ＡＶＣ及びＶＣ－１が注目を集めており、Ｄｉｒｅｃ

ＴＶは、２００７年までに全国的に地上ローカル放送局の再送信サービスをＨＤ品

質で提供することを目的として、２００５年１月、その運用をＨ．２６４／ＡＶＣ映

像符号化方式等に移行した。２００５年に１２の市場において当該方式による

ＨＤ番組の送信を開始した。また、ＥｃｈｏＳｔａｒは２００６年２月に、同方式

によるＨＤ番組の送信を開始している。 

 

 28



（２）ＤＢＳに関する規制緩和 

 

２００２年４月にＦＣＣにより承認されたＤＢＳサービス命令（“Policies and 

Rules for the Direct Broadcast Satellite Service”）により、ＤＢＳに関する

規制及び政策が改正された。衛星放送に関する従来の規制は、１９８０年代当初、放

送サービス（無料広告放送）を前提として策定されていたが、実際のところ衛星放

送サービスの大半は有料で提供されている。ＦＣＣは、衛星産業における堅調で成

功した部門としてＤＢＳが成長してきているという実態を踏まえ、規制緩和等を行

った。 

 

内容的には、急速に成長し変化しているＤＢＳに係る規制を簡素化し、多チャン

ネル映像配信市場における公正かつ一層の競争の促進を支援し、衛星放送事業者に

おける最大限の柔軟性を確保するものである。効率的かつ迅速な周波数及び静止軌

道資源の利用を促進することを目的として、ＤＢＳに適用される手続を簡便化

し、そして、ＤＢＳ免許に係る手続と他の衛星サービス（ＦＳＳを利用した番組配

信サービス等）の手続との調和を図ったものとなっている。 

 

（３）「衛星放送視聴拡大法」の制定 

 

ＤＢＳによる競争促進とデジタル化推進を目指し、衛星放送とケーブルテレビと

の競争を通じて多チャンネル映像配信市場における競争を促進させるための規

定、そして、地方におけるデジタル放送の普及促進を目的に著作権法及び

１９３４年通信法の一部改正を行う形で、２００４年１２月に衛星放送視聴拡大法

が成立した。現在、ＦＣＣにおいては、同法の施行に必要な規則改正等が行われつ

つある。 

 

具体的には、ローカル・イントゥ・ローカルサービスの制度化等、ＤＢＳ事業者

に対してケーブルテレビとのイコールフッティングの導入等を規定する

１９９９年衛星放送家庭視聴改善法による措置に加え、ＤＢＳ事業者がケーブルテ

レビ事業者と同様に、ＦＣＣが指定する「重大視聴局の放送番組」を送信すること

ができるようにし、２００７年７月までに地上放送事業者により地上デジタル放送

がおこなわれていない地域において、ＤＢＳ事業者が当該地域以外のデジタル放送

を送信すること等が規定されている。 

 

（４）ＤＢＳ加入者増に関するＧＡＯ報告書 

 
２００５年４月、ＧＡＯ（１９２１年予算会計法に基づき、予算執行面の監視機
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能強化を図り、予算編成に対する大統領の権限強化とのバランスを図るために、議

会に設置された米国の会計検査院）に対して、上院司法委員会の反トラスト・競争

政策及び消費者の権利に関する小委員会はＤＢＳ事業者が様々な市場状況におい

てケーブルテレビ事業者と競合している程度に関する情報の提供が求められたこ

とに対し、主にＤＢＳとケーブルテレビの競争・代替関係について主に以下の点を

内容とする報告書を提出している。 

 

・ ＤＢＳサービスの加入者は２００１年以来急速に増加しており、同年７月に

は、約１５５０万世帯（アメリカ全世帯の約１３％）が加入、２００４年１月

までに、２１３０万世帯（アメリカ全世帯の１７．４％）が加入し、２年半の

期間において、３７．８％増加していること 

  ・ 地方におけるＤＢＳ普及率は、従来から最も高いが、２００１年以降、当初

は普及率が低かった都心部及び郊外において、普及率が急速に増加してお

り、同年には、地方における普及率はほぼ２６％、郊外は１４％、そして、都

心部は約９％、そして、２００４年までには、地方は約２９％、郊外は１８％、そ

して、都心部は１３％に増加しており、２００１年から２００４年の期間にわ

たり、ＤＢＳ普及率は、地方は１５％の成長率であるのに比べ、都心部は

５０％、郊外は３２％の成長率となっていること 

  ・ ＤＢＳ普及率は、ローカル市場における競争の度合い及び種類に影響するこ

と、すなわち、全世帯の９％以下がケーブルテレビが利用できない地域にあ

り、当該地域では、ケーブルテレビが利用可能である地域よりもＤＢＳ普及率

が５３％大きいこと。一方、２００４年には、ケーブルテレビが利用可能な地

域のうち、ケーブル事業者がトリプルプレー等の先進的サービスを提供してい

る地域と比べ、当該サービスを提供していない地域では、ＤＢＳ普及率は約

２０％大きいこと、また、ほとんどの地域では、ケーブル事業者は他の有線ベ

ースの競争相手と競争していないが、限られた地域ではケーブルテレビ等有線

ベースの提供者が複数存在し、当該地域では、ＤＢＳ普及率は、１のケーブル

提供者のみが存在する地域よりも８％ポイント低くなっていること 

・ ＤＢＳ普及率に影響を及ぼす多数の要因をコントロールするための計量経済 

モデルを利用した結果、普及率に影響を及ぼすキーとなる３つの地理的要因及 

び３つの競争的要因が特定されること 

図表２９ ＧＡＯ報告書によるＤＢＳ普及率に関する要因 

①共同住宅及び分譲マンション等の集合住宅が高く普及した市場に

おいてより低いこと 

②衛星からの送信に面するために、パラボラアンテナが空よりも地平

線に向かって比較的低い角度で設置されなければならない地域に

おいてより低いこと 

地理的要因

③大都市でない地域においてより高いこと 
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①ケーブルテレビ事業者のシステムがより多くの容量を有する地域に

おいてより低いこと 

②１つ以上のケーブルテレビ等の有線ベースの事業者が存在する地

域においてより低いこと 
競争的要因

③ＤＢＳ事業者がＡＢＣの系列局等ローカル放送局を送信する地域に

おいてより高いこと 

 

（５）多チャンネルサービスにおけるアラカルト等と視聴者利益 

 

２００５年１１月、ＦＣＣのマーティン委員長は上院商業委員会において、青少

年にとって有害と思われる番組が増加していることについて、ケーブルテレビ事業

者及びＤＢＳ事業者において適切なパッケージ、アラカルトベースでの番組提供を

期待する旨の意見を表明した。 

 

背景としては、地上放送事業者については有害番組に対する規制が存在する一

方、ケーブルテレビ事業者及びＤＢＳ事業者等の衛星による多チャンネルサービス

においては、親がその子供にとって有害ではない番組のみを単体で視聴契約をする

ことができず、むしろ、親がその子供に視聴させたいチャンネルを視聴するために

は、視聴させたくないチャンネルも合わせて契約することを強いられているという

状況があった。マーティン委員長の意見は、地上放送事業者と同様のコンテンツ規

制を課すことも視野にいれつつ、まずは関係事業者において、子供の視聴に適切な

番組からなるパッケージサービスやアラカルトベースでチャンネルが提供される

ことを期待するとしたものである。 

  

そして、２００６年２月には、ＦＣＣから、現在の意見の経済的な裏付けとし

て、主に次の点を内容とする報告が公表されている。 

 

・ ２００４年１１月に議会に提出されたアラカルト等に関する旧報告書におい

ては誤った仮定に基づいている結果、アラカルト等は経済的ではないと誤った

結論が導かれており、むしろ、現在の番組サービスをバンドルするというやり

方については、一般の人をその購入可能な価格の範囲内から一層押しだし、複

数の加入者に多チャンネルサービスの購入を控えさせ、小売価格をつり上げて

いる可能性があること 

・ アラカルト等のうちいくつかのモデルについては、現在のバンドルされたサ

ービスよりも、視聴者のニーズに応える多様な番組を促進させる点で、より良

いことが証明され、少数の視聴者によって評価される番組が、市場に参入する

ことをより容易にする可能性があること 
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２ ＥＵ 

 

１９８９年にＥＵ加盟国のテレビジョン番組規制等のＥＵ域内の調和を図る目

的で制定された「国境なきテレビ指令」について、欧州委員会においては近年の伝

送形態の多様化に対処することを目的として、２００５年１２月、当該指令を「視

聴覚メディアサービス指令」とする改正案が採択・公表された。現在、ＥＵ理事会

及び欧州議会で検討がすすめられており、２００７年に当該指令が成立することが

予定されている。 

 

新指令案においては、コンテンツ規制の対象について、従来の「テレビ放送」か

ら、ＩＰＴＶやＶＯＤ等を含む電子通信による公衆向けの動画伝送一般を指す「視

聴覚メディアサービス」に拡大し、青少年保護、差別増長の禁止、欧州制作番組へ

のアクセス促進、一部の広告規制等を設定している。 

 

図表３０ 新指令案の概要 
視聴覚メディアサービス 
（電子通信による公衆向けの

動画伝送一般） 
サービス例 新指令上の規制 

ノンリニアサービス 
（受信側が伝送をコントロー

ルするもの） 

 

Ｖ ｏ Ｄ （ ビ デ オ ・ オ
ン・デマンド） 等 

• サービス提供者の身元証明 

• 青少年の保護 

• 性別・人種等による差別の増幅の禁止

• 欧州製作品へのアクセスの促進 

• 一部の広告規制 等 

リニア視聴覚メディア 
サービス 
（送信側が伝送をコントロー

ルするもの） 

＝“テレビ放送” 

従 来 型 テ レ
ビ、ＩＰＴＶ、ＰＰＶ（ペ
イ・パー・ビュー）
等 

• 重要イベントへのアクセス 

• 欧州制番組比率規制（クォータ制） 

• 広告規制 

• ポルノ・暴力番組規制 

• 反論権 等 

 

「視聴覚メディアサービス」について、従来型のテレビ放送やＩＰＴＶ等の送信

側が伝送をコントロールする「リニア視聴覚サービス」については、以上の規制に

加え、重要イベントへのアクセス、ポルノ・暴力番組規制、欧州制作番組比率規制、広

告規制、反論権等を設定している。他方、ＶＯＤ等の受信側が伝送をコントロール

する「ノンリニアサービス」については以上の規制のみが設定されている。 

 

なお、同指令案では欧州制作番組比率規制（クォータ制）は、「ノンリニアサー

ビス」については拡大しないこととし、加盟国に「欧州制作品へのアクセスの促進」

という努力義務を課すにとどまっている。クォータ制についてはフランス等は積極

的に導入を推奨しているが、イギリス等を中心に消極的な国もある。 
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３ 英国 

 

２００５年第３四半期（６～９月期）のデジタルテレビ普及率は、英国における

全世帯の６６％である１，６５０万世帯に達し、そのうち、無料地上波デジタルテ

レビ「Freeview」のみの視聴世帯数は５８０万世帯、無料衛星放送の視聴世帯数は

５０万件、BskyBによる有料衛星放送の加入は７５０万世帯まで普及している。 

 

図表３１ 英国におけるテレビの普及状況 

 

ケーブル（アナログ）

ケーブル（デジタル） 地上（無料デジタル）

衛星（アナログ） 衛星（有料デジタル）

衛星（無料デジタル）
約580万世帯

約260万世帯

約50万世帯

約750万世帯

約70万世帯

デジタルの浸透世帯合計
約1,650万世帯

多チャンネルの浸透世帯合計
約1,710万世帯

（注）以上は、Homechoice及びKingston Interactive Televisionによるブロードバンドテレビ（約4万世帯）を含む。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：Ofcom「The Communications Market Interim Report, February 2006」より作成） 

 

（１）新たな放送衛星用周波数の利用 

 

英国は、デジタル放送コンテンツ、インターネット関連のアプリケーションによ

り生成されるサービスに関して、低廉で、簡便に、ユビキタスに受信することが可

能な広帯域へのアクセスが消費者において必要とされていること、今後ますま

す、インターネットによる様々なサービス、また、ＶＯＤ等の新サービスへのより

高速なアクセスが求められていることを踏まえ、更なる周波数帯域の供給とブロー

ドバンド・サービスの急速な展開を可能にすることを目的として、新たに放送衛星

用周波数を利用することを２００５年８月に決定した。 

 

具体的には、ＩＴＵの無線通信規則におけるＢＳＳプランにより国際的に英国に

分配された西経３３．５度における１２ＧＨｚ及び１７ＧＨｚ帯の周波数を新たに
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利用することについて、２０００年以降の数回のパブリックコメントを経て、イギ

リス国内の１事業者に対し当該周波数等の利用に関する条件について国内調整を

行い、ＩＴＵに対し通告等をすることとしたものである。 

 

 

（２）プラットフォーム規制に関するガイドライン案の制定 

 

英国の衛星デジタル放送においては、BskyB の子会社であるＳＳＳＬが BskyB 等

の放送事業者に対して、限定受信システムや電子番組表（以下、「EPG」という。）

等のいわゆるプラットフォームサービスを提供している。 

 

２００５年１１月から２００６年１月の間、そして、同年４月から５月の間にわ

たり、当該サービスの提供に関する公平性、合理性かつ無差別性に関し、当該サー

ビスの料金設定に係る各種費用（STB 無償配付に係る費用等）の計上・配分、会計

分離、そして、料金又はその設定方法の公表等について、規制機関である Ofcom の

考え方を事前に明らかにするため、現行のガイドラインに替わる新しいガイドライ

ン案に対する意見公募が実施された。その背景には以下の状況がある。 

 

・ ２００２年のＥＣ通信指令及びこれを踏まえた２００３年情報通信法等に基

づき、新しい責任を有する規制機関 Ofcom が新設されたこと 

・ 現行のガイドラインでは、争いや不満が発生した場合に、提示されたプラッ

トフォームサービスの契約条件が公平、合理的、無差別的であるかどうか十分

明確に判断できないこと、また、Ofcom においても、現行ガイドラインの透明

性の欠如が、既存および将来の放送事業者の事業計画に不確実性をもたらし、こ

れが投資及び市場参入を阻害することを懸念していること 

・ 現行のガイドラインでは、ＳＳＳＬによる公表価格は交渉の単なる開始点に

すぎず、特にその価格自体にこだわる必要はないこととなっている。その結

果、ＳＳＳＬは異なる料金について、放送事業者の支払い意志に基づいて、当

該事業者と交渉することができ、関係者の交渉の相対的立場のバランスが取れ

ている場合、またはプラットフォームの費用と利益が非常に不明確な場合、料

金にある程度自由度を持たせて商業的な交渉によって決定できることとなって

いる。この点、プラットフォーム事業の立ち上げ段階では、加入者の獲得を促

進するため、プラットフォーム事業者は自身のプラットフォーム上に魅力的な

コンテンツを確保するため、放送事業者等の特別なニーズに合わせ柔軟に料金

交渉を行うものと考えられる。しかしながら、ＳＳＳＬは、約８００万世帯を

持つ BskyB の子会社であり、放送事業者に対して最も強力な交渉立場にあり、そ

の STB に直接アクセスするためには、放送事業者はＳＳＳＬの条件に同意する
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必要がある。そのため、一部の放送事業者に対し、他者よりも高額の料金を課

す等、放送事業者の不利益につながる可能性がある。これは、革新的なサービ

スの発展を妨げ、放送事業者がリスクある投資を実施するインセンティブを損

なう結果、競争、革新、競争価格の欠如の点で、視聴者に不利益が生じる可能

性があること 

 

Ofcom は、以上について考え方を整理するにあたり、様々な興味を引く（appeal）

高品質（quality）の映像及び音声サービスの範囲（range）と多元性（plurality）

を確保する観点から、「公平、合理的かつ無差別」な料金及び提供条件等を設定さ

せるためには、透明性、予見可能性、そして、実行可能性の３つの基準が必要とし

てガイドラインの改訂を検討している。 

  

 特に、プラットフォームサービスを提供するとともに、自ら放送事業者として放

送番組を提供し、さらに、STB 無償配布や広告宣伝等の販売促進事業をも行ってい

る垂直統合された事業体の場合は問題が大きいことから、特に、BskyB の子会社で

あるＳＳＳＬによるプラットフォームサービスについて、放送事業者としての

BskyB とその他の放送事業者（有料放送事業者、公共放送事業者、無料地上放送事

業者等）が利用する場合の「公平、合理的かつ無差別」な料金及び提供条件の在り

方について、配慮が必要としている。 
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第Ⅱ章 我が国の衛星放送の現状 

 

第一節 衛星放送の展開 

 

ＢＳ放送は、平成元年のＢＳアナログ放送の開始以来、準基幹的放送メディアと

して、また、ＣＳ放送は平成４年の放送開始以来、多チャンネルの専門メディアと

して順調に発展を遂げてきた。いずれも一つの送信点（軌道位置）から一波で全国

をカバーし、簡易な受信設備を用いて受信することが可能であることから、経済

的、効率的に全国放送を実現でき、大容量性・高品質性（広帯域の伝送路の設定が

可能。）は、他のメディアにない特色であることから独自の地位を確保してきた。 

 

図表３２ 衛星放送の概念図 

 

放送番組の編集主体

衛星の管理・
運用主体

一つの送信点から一波で全国をカバー。経済
的、効率的に全国放送を実現。比較的容易に
離島等における難視聴解消が可能。

広帯域の伝送路の設定が可能。大量の情
報伝送能力があり、新しい放送サービスの
提供が可能。

広域性、経済性大容量性、高品質性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現在、我が国の衛星放送には、国際電気通信連合憲章に規定する無線通信規則付

録第３０号の規定に基づき我が国に割り当てられた１１．７ＧＨｚから

１２．２ＧＨｚまでの放送衛星業務に使用される周波数を利用して行う放送（以下

「ＢＳ放送」）、固定衛星業務用として割り当てられた１２．２ＧＨｚから

１２．７５ＧＨｚまでの周波数を使用して行う放送（以下「ＣＳ放送」）及び、同

じく国際的に割り当てられた放送衛星業務用の周波数のうち２，６３０ＭＨｚから

２，６５５ＭＨｚまでの周波数を利用して行う衛星放送（以下「２．６ＧＨｚ帯衛

星デジタル音声放送」）とがある。
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図表３３ 衛星放送におけるＢＳ放送・ＣＳ放送 

 

 11.7GHz 12.2GHz 12.5GHz 12.75GHz

国内分配

国際分配

■放送（放送用）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

■放送衛星（放送用）

■固定（公共業務用・一般業務用）

■固定衛星（電気通信業務用・公共業務用・放送
事業用（衛星補助放送の放送番組中継用））

■放送衛星（電気通信業務用・放送用）
■移動衛星（電気通信業務用・公共業務用）

■固定衛星（電気通信業務用・公共業務用）

■放送衛星（電気通信業務用・放送用）
■移動衛星（電気通信業務用・公共業務用）

■固定
■移動（航空移動を除く。）
■放送

■固定
■固定衛星［Fixed Satellite Service］

■移動（航空移動を除く。）

■放送

■固定
■固定衛星［Fixed Satellite Service］

■放送衛星［Broadcastsing Satellite Service］

■移動（航空移動を除く。）

■放送衛星

【周波数割当計画】

【Radio Regulations】

東経110度における12チャンネル（デジ
タル・34.5MHz・右旋円偏波）

［BSSプラン］

現用衛星

BSアナログ BSデジタル CSデジタル

東経110度

4
チ
ャ
ン
ネ
ル

（
未
利
用
）

N-SAT-110BSAT-2a/2cBSAT-1a/1b

東経124度

CSデジタル

JCSAT-4A JCSAT-3

CSデジタル

東経128度 東経144度

SUPERBIRD-C

東経154度

JCSAT-2A PAS-8

東経166度

放送に利用中のもの

※静止軌道位置を含む周波数割当ての特性について国際調整が必要。※チャンネルの追加等BSSプランと異な
る使用の場合には国際調整が必要。

適用制度

用周波数使用計画】【放送

東経110度

CSデジタル CSアナログ CSデジタル

3波共用機

電気通信役務利用放送制度

受託委託放送制度 受託委託放送制度

（右旋） （左旋）

サービス
（プラットフォーム）

東経110度CSデジタル放送
（スカパー！110）
（WOWOWデジタルプラス）

BSデジタル放送
BSアナログ放送

（右旋）

CSデジタル放送
（スカパー！）

その他CS放送（未提供）

BSアナログについて
は2007年までハード
ソフト一致免許制度【放送法】

通信役務利用放送法】【電気
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図表３４ 我が国の衛星放送に用いられている衛星及びその諸元 

 

 

放送衛星（ＢＳ） 通信衛星（ＣＳ放送） 

現在運用中 

区      分 

ＢＳＡＴ－１ａ

 

ＢＳＡＴ－２ｃ ＭＢＳＡＴ Ｎ－ＳＡＴ－１１０

（ CS110度 ）

ＪＣＳＡＴ-４Ａ ＪＣＳＡＴ-３ SUPERBIRD-C ＪＣＳＡＴ-２Ａ PAS-8 

中継器出力 
（ＴＶ免許値） １０６Ｗ １０６Ｗ １２１５Ｗ １０４．７Ｗ ７２．４Ｗ ６０．０Ｗ ９０Ｗ １２０Ｗ １００Ｗ 

周波数帯 

（ｃｈ番号等） 
11.72～ 

12.00GHz 

（5,7,9.11） 

11.72～ 

12.00GHz  

 (1,3,13,15) 

2.63～2.65GHz

 

12.291～ 

12.731 GHz

(ＮＤ２等１２波)

12.26～ 

12.72GHz

(ＪＤ１等１６波) 

12.26～ 

12.72GHz 

(ＪＤ１等２１波) 

12.4945～ 

12.7465GHz 

 

12.52～ 

12.68GHz 

(Ｊ１等２波) 

12.25～ 

12.75GHz 

静止軌道位置 東経１１０度 東経１１０度 

 

東経１４４度 東経１１０度 東経１２４度 東経１２８度 東経１４４度 東経１５４度 東経１６６度

放送に使用して

い る中 継器 数

（通信用も含め

た全中継器数） 

４中継器 ４中継器 １中継器 

 

１２中継器 

（２４中継器）

 

１６中継器 

（３２中継器）

 

２０中継器 

（４０中継器）

 

２中継器 

（２４中継器） 

 

２中継器 

（３２中継器） 

 

１中継器 

打上げ 

年 月 

平成９年４月 平成１３年３月 平成１６年３月 平成１２年10月 平成１１年２月 平成７年８月 平成９年７月 平成１4年３月 平成１０年11月

設計寿命 平成１９年頃 平成２３年頃 平成２８年頃 平成２７年頃 平成２３年頃 平成１９年頃 平成２２年頃 平成２５年頃 平成２５年頃
 

 

第二節 衛星放送に関する制度 

 

衛星放送は、ＢＳアナログ放送が開始された当初においてはいわゆるハード・ソ

フト一致型の免許制度の下で実施されていた。 
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その後、ＣＳ放送の開始を見据え、平成元年６月の放送法改正（放送法及び電波

法の一部を改正する法律（平成元年６月２８日法律第５５号））により、放送局の

管理・運用と放送番組の編集とを、各々異なる主体が行うことを可能とする受委託

放送制度が導入された。これにより、放送事業への参入コストの軽減、衛星中継器

の公平・中立な提供と中継器市場における競争の促進等が可能となり、その成果と

してＣＳ放送に多数の事業者が参入し、様々なジャンルのコンテンツが提供される

こととなった。なお、ＢＳデジタル放送についても、多数の委託放送事業者が一つ

の衛星を利用することとなることが決定されたことから、公平・中立な中継器の提

供を確保する必要があり、平成１２年１２月のサービス開始時から、受託委託放送

制度が適用されている。 

 

また、平成１４年１月には、伝送路の多様化、参入手続の簡素化を目的として電

気通信役務利用放送法（平成１３年６月２９日法律第８５号）が施行され、これに

より外資系の事業者をはじめ、さらに多様な参入が進んでいるところである。 

 

図表３５ 衛星放送に関する制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＳアナログ放送ＢＳアナログ放送

 

 

2.2.66ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送
ＢＳデジタル放送ＢＳデジタル放送

東経１１０度ＣＳデジタル放送東経１１０度ＣＳデジタル放送

電気通信役務利用放送電気通信役務利用放送

ＣＳ放送（ＣＳ放送（東経１１０度ＣＳデジタル放送を除く。）東経１１０度ＣＳデジタル放送を除く。）

① 放送番組の編集主体

② 放送局の管理・運用
主体

放送事業者

放送

視 聴 者

(1) 放送番組を制作・編集
(2) 受託放送事業者にその番組

の放送を委託

(1) 放送局を管理・運用
(2) 委託放送事業者からの委託

によりその放送番組をそのま
ま放送

放送番組の放送を委託

受託放送事業者
(放送局の管理・運用主体)

委託放送事業者
(放送番組の編集主体)

委託放送事業者の放送番組を放送

(1)  衛星を管理・運用
(2) 衛星を需要に応じて放

送にも通信にも提供

(1) 放送番組を制作・編集
(2) 電気通信事業者から衛星中継器

を利用する電気通信役務の提供
を受けて放送

電気通信事業者
(衛星事業者)

電気通信役務利用放送事業者
(放送番組の編集主体)

放送

国内放送国内放送 受託国内放送受託国内放送

ＢＳアナログ放送ＢＳアナログ放送
66ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送

ＢＳアナログ放送ＢＳアナログ放送
66ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送

ＢＳデジタル放送ＢＳデジタル放送
東経１１０度ＣＳデジタル放送東経１１０度ＣＳデジタル放送

ＢＳデジタル放送ＢＳデジタル放送
東経１１０度ＣＳデジタル放送東経１１０度ＣＳデジタル放送

電気通信役務利用放送電気通信役務利用放送電気通信役務利用放送電気通信役務利用放送

2.2.2.2.

① 放送番組の編集主体

② 放送局の管理・運用
主体

放送事業者

放送

視 聴 者

(1) 放送番組を制作・編集
(2) 受託放送事業者にその番組

の放送を委託

(1) 放送局を管理・運用
(2) 委託放送事業者からの委託

によりその放送番組をそのま
ま放送

放送番組の放送を委託

受託放送事業者
(放送局の管理・運用主体)

委託放送事業者
(放送番組の編集主体)

委託放送事業者の放送番組を放送

(1)  衛星を管理・運用
(2) 衛星を需要に応じて放

送にも通信にも提供

(1) 放送番組を制作・編集
(2) 電気通信事業者から衛星中継器

を利用する電気通信役務の提供
を受けて放送

電気通信事業者
(衛星事業者)

電気通信役務利用放送事業者
(放送番組の編集主体)

放送

ＣＳ放送（ＣＳ放送（東経１１０度ＣＳデジタル放送を除く。）東経１１０度ＣＳデジタル放送を除く。）ＣＳ放送（ＣＳ放送（東経１１０度ＣＳデジタル放送を除く。）東経１１０度ＣＳデジタル放送を除く。）

２

国内放送国内放送国内放送国内放送 受託国内放送受託国内放送受託国内放送受託国内放送
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図表３６ 衛星放送事業者に関する規律 

 

〔電：電波法、放：放送法、役：電気通信役務利用放送法〕 

規律の項目、適用条文 放送事業者 

 

受託放送事業者

 

委託放送事業者 

(ＮＨＫを含む。) 

電気通信役務

利用放送事業者

１ 免許 

 (1)放送局免許 

 （電・第４条） 

 (2)委託国内放送業務の認定 

 （放・第９条の４） 

 (3)委託放送業務の認定 

 （放・第52条の13） 

 (4)電気通信役務利用放送の業務

に係る登録 

 （役・第３条） 

 (5)放送普及基本計画 

 （放・第２条の２第１項） 

 (6)放送用周波数使用計画 

 （電・第７条第３項） 

 (7)外国性排除 

 （電・第５条、 

  放・第52条の13第１項第５号） 

 (8)マスメディア集中排除原則 

 （放・第２条の２第２項第１号 

    第52条の13第１項第３号 

  役・第５条第１項第６号 

  根本基準・第９条 

  基本計画・第１）（注１） 

 

２ 番組・広告規律 

 (1)番組編集の自由 

 （放・第３条、役・第15条） 

 (2)番組準則 

 （放・第３条の２第１項、 

  役・第15条） 

 (3)番組調和原則 

 （放・第３条の２第２項） 

 (4)番組基準制定義務 

 （放・第３条の３、役・第15条） 

 (5)放送番組審議機関 

 （放・第３条の４、役・第15条） 

 

適 用 

 

――― 

 

――― 

 

――― 

 

 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

適 用 

(NHKは適用除外)

 

 

 

 

 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

原則適用 

(NHKは適用) 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

適 用 

 

――― 

 

――― 

 

――― 

 

 

――― 

 

適 用 

 

適 用 

(一般無線局と 

同じ) 

――― 

 

 

 

 

 

 

 

適用除外 

 

適用除外 

 

 

適用除外 

 

 

適用除外 

 

適用除外 

 

 

――― 

 

ＮＨＫに適用 

 

適 用 

 

――― 

 

 

適 用 

 

――― 

 

適 用 

 

 

適 用 

(NHKは適用除外) 

 

 

 

 

 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

原則適用 

 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

――― 

 

――― 

 

――― 

 

適 用 

 

 

――― 

 

――― 

 

――― 

 

 

適 用 

 

 

 

 

 

 

 

準 用 

 

準 用 

 

 

――― 

 

 

準 用 

 

準 用 
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規律の項目、適用条文 放送事業者 受託放送事業者

 

委託放送事業者 

(ＮＨＫを含む。)

電気通信役務 

利用放送事業者

 (6)訂正放送 

 （放・第４条、役・第15条） 

 (7)災害の場合の放送 

 （放・第６条の２） 

 (8)候補者放送 

 （放・第45、52条、役・第15条） 

 (9)広告放送の識別のための措

置 

 （放・第51条の２、役・第15条） 

 

３ 約款認可・届出等 

 (1)受信契約条項認可 

 （放・第32条第３項） 

 (2)有料放送契約約款認可 

 （放・第52条の４） 

 

 (3)有料放送契約約款届出 

 （役・第１３条） 

 (4)委託放送事業者への役務提

供義務 

 （放・第52条の９） 

 (5)役務提供条件の届出 

 （放・第52条の10） 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

(NHKはなし) 

 

 

 

NHKに適用 

 

適 用 

(NHKはなし) 

 

――― 

 

――― 

 

 

――― 

適用除外 

 

適用除外 

 

適用除外 

 

適用除外 

 

 

 

 

――― 

 

――― 

 

 

――― 

 

適 用 

 

 

適 用 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

(NHKはなし) 

 

 

 

NHKに適用 

 

適 用 

(NHKはなし) 

（注２） 

――― 

 

――― 

 

 

――― 

準 用 

 

――― 

 

準 用 

 

準 用 

 

 

 

 

――― 

 

――― 

 

 

適 用 

 

――― 

 

 

――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注１：多重放送は除く。 

注２：衛星放送において標準契約約款制、有料放送料金の事前届出制を導入（平成９年10月）。 

 

第三節 ＢＳ放送の現状 

 

１ ＢＳ放送の経緯 

 

我が国のＢＳ放送は、昭和５３年７月２０日からの衛星放送実験に始まり、平成

元年６月１日にＮＨＫによる２チャンネルを使用したアナログ本放送開始、平成

１２年１２月１日からはＮＨＫのほか民放テレビ放送１０番組、超短波放送１１番

組、データ放送番組７番組のデジタル放送が開始された。 
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図表３７ ＢＳ放送の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和53.4.8 53.7.20
衛星放送技術の確立を目的とした実験 57.1.23

ＢＳ－２ａ

（２ｃｈ＋１予備）

ＢＳ－２ｂ

（２ｃｈ＋１予備）

59.1.23 59.5.12

打上げ ＮＨＫ１ｃｈ
試験放送開始

平成元.4

3.10.25
61.2.12

打上げ

61.12.25

ＮＨＫ２ｃｈ
試験放送開始

61.9.19 衛星受信料
徴収開始

ＮＨＫ、
２ｃｈによる
本放送開始

元.8.1元.6.1 2.11.30

ＢＳ－３
に移行

3.5.9 3.8.21

ＢＳ－３
に移行

ＢＳ－２
より移行

ＢＳ－３ａ

（３ｃｈ＋３予備）

2.8.23

打上げ

2.11.30

ＮＨＫ、
ＷＯＷＯＷ、
放送開始

3.4.1

ＷＯＷＯＷ
有料放送開始

ＢＳ－３ｂ

（３ｃｈ＋３予備）
打上げ

3.8.25

3.10.25

3.11.25

ハイビジョン
試験放送開始

ＷＯＷＯＷ等、
ＢＳ－３ｂに移行

ハイビジョン
実用化試験
放送開始

6.11.25 9.8.1

9.8.1
10.4．20

ＢＳ－３Ｎ

（補完衛星）

10.11．30

6.7.9

打上げ

ＢＳＡＴ－１ａ
に移行

ＢＳＡＴ－１ａ
に移行

3.5.9

ＢＳ－３に移行

3.8.21

ＢＳ－２より移行

第１世代：実験用中型放送衛星（ＢＳ）による

衛星放送実験（昭和53年～同57年）

第２世代：放送衛星２号（ＢＳ－２）による

放送（昭和59年～平成3年）

第３世代：放送衛星３号（ＢＳ－３）による

放送（平成2年～同9年）

第４世代：放送衛星３号後継機による

放送（平成9年～）

（注）現在、ＢＳ－３Ｎは、ＢＳＡＴ－１ａの予備衛星
となっている。

9.4.17
9.8.1 （ 5,7,9,11ch ）

ＮＨＫ、ＷＯＷＯＷ等、

ＢＳＡＴ－１ａに移行打上げ

ＢＳＡＴ－１ｂ

（４ｃｈ）

先発機
ＢＳＡＴ－１ａ

（４ｃｈ）

ＢＳＡＴ－２ｃ

（４ｃｈ）

後発機
ＢＳＡＴ－２ａ
（４ｃｈ）

19 年頃

10.4.29

打上げ

10.8.1

運用開始

12.12.1

BSデジタル 、
BS - hi

放送開始
（ 1,3,13,15ch ）

20 年頃

（ 2a姿勢異常）

（ 1,13,15ch ）
13.11.7

( 9 ch)

16.5.10

（ 1a負荷電力軽減）

23 年頃

13.3.9

打上げ 13.10.29

（ 1,13,15ch ）
14.7.9

（ 3ch ）

（ 2a試験）

16.4.19

（ 2a試験）

16.4.26

14.7.22

（中継器不具合）

16.2.14

25 年頃

打上げ

15. 6. 12

(15ch) (1ch,13ch) (3ch)
１３45

 

我が国がＢＳ放送に使用できる周波数帯域は、昭和５２年の世界無線通信主管庁

会議において割り当てられた１１．７２～１２．００ＧＨｚ帯（第

１・３・５・７・９・１１・１３・１５の計８チャンネル）、平成１２年の世界無

線通信会議において割り当てられた１２．００～１２．２０ＧＨｚ帯（第

１７・１９・２１・２３の計４チャンネル）である。現在は、このうち第

１・３・５・７・９・１１・１３・１５チャンネルの計８チャンネルがＢＳ放送に

使用されている。 
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図表３８ ＢＳ放送用チャンネルの使用（テレビジョン放送）の変遷 

 

 

 １ ３ ５ ７ ９ １１ １３ １５ 
        

       

     ＮＨＫ 
（試験放送）

 

ＮＨＫ 
（試験放送）

      
ＮＨＫ 

（試験放送）

 ＷＯＷＯＷ 
（一般放送事
業者の放送） 

    

     

  

(社)ハイビジョン
放送推進協会
（高精細度テレ
ビジョン放送）

  

  

ＮＨＫ 
民放７社 

（高精細度テ
レビジョン実用
化試験放送）

  

ＮＨＫ 
（デジタル方式
の放送へ円滑
に移行するた
めの放送）

       

ＷＯＷＯＷ
（一般放送事
業者の放送）

ＮＨＫ 
（総合放送）

   

ＮＨＫ 
（難視聴解消
を目的とする

放送） 
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図表３９ 現在のＢＳ放送のチャンネル一覧 

ＢＳ－４先発機（アナログ方式） ［設計寿命：   ～２００７年］ 

 

    

    

    

    

    

    

    

     

［注１］ アナログＨＤＴＶ放送については、平成１９年（２００７年）に終了するものとする。 

［注２］ アナログＨＤＴＶ放送以外のアナログ方式の放送については、平成２３年（２０１１年）までに終了するものとする。 

 

ＢＳ－４後発機（デジタル方式） ［設計寿命：  ～２０１１年］ 

 

             

             

              

   

 

           

              

             

    

 

         

              

 

 

 
［ ］数字はスロット数（ＢＳデジタル１中継器＝４８スロット）

［注３］ デジタル技術の特性及び高画質性を生かしたデジタル技術の普及に資する総合放送
（災害や重大事件・事故の発生に対応するため又はデジタル技術の新しい利用方法の開発・普及に資するために一時的に行われるＳＤＴＶ放送を妨げない。）

５ｃｈ［11.80420GHz］ ９ｃｈ［11.88092GHz］ 11ｃｈ［11.91928GHz］７ｃｈ［11.84256GHz］

１ｃｈ［11.72748GHz］ 13ｃｈ［11.95764GHz］ 15ｃｈ［11.99600GHz］３ｃｈ［11.76584GHz］

ビーエスデジタル放送推進協会
（データ） 

ＷＯＷＯＷ 

ＮＨＫ（ＢＳ１） 

衛星放送の普及に資するためその特性を
生かして行う総合放送 
（デジタル放送（ＢＳ１）のサイマル放送） 

アナログＨＤＴＶ放送 

ＮＨＫによるデジタル方式の放送へ円滑に
移行するための放送 
 

［注１］

ＮＨＫ（ＢＳ２） 

難視聴解消を目的とする放送
（デジタル放送（ＢＳ２）のサイマル放送） 

（網掛けは、現在使用されていない帯域を示す。） 

[0.25] 
ＮＨＫＮ

Ｈ
Ｋ
（Ｂ
Ｓ
２
）［８］ 

Ｎ
Ｈ
Ｋ
（Ｂ
Ｓ
１
）［６］ 

ＷＩＮＪ 
（音声） 

[0.25] [1.5] デジタル
ＨＤＴＶ 

総合放送

［２２］

［注３］ﾀﾞﾌﾞﾘｭ・ｴｯｸｽ
二十四 

（データ） 

ＷＩＮＪ 
（ﾃﾞｰﾀ放送） [2.0] 

ス
タ
ー
・チ
ャ
ン
ネ
ル
（Ｓ
Ｄ
Ｔ
Ｖ
） ［６］ 

ビーエス朝日 
（ＨＤＴＶ） 
［２２．５］ 

ビーエス・アイ
（ＨＤＴＶ） 

［２４］ 

ＷＯＷＯＷ 
（ＨＤＴＶ） 

［２２］ 

ＢＳジャパン
（ＨＤＴＶ） 

［２３］ 

ＢＳ日本 
（ＨＤＴＶ） 

［２４］ 

ビーエスフジ
（ＨＤＴＶ） 
［２２．５］ 

日本ﾋﾞｰｴｽ放送（データ）
[2] 

 

 

ＢＳ放送は、平成元年の本放送開始以来、順調に普及が進み、平成１８年４月末

現在、契約数は、ＮＨＫ１２５７．２万件、ＷＯＷＯＷ２３７．６万件の計

１４９４．８万件となっている。 

  

図表４０ ＢＳ放送の普及状況（契約数） 
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（万） 

ＮＨＫ 

ＷＯＷＯＷ 

 （出典：ＮＨＫ報道資料等により作成） ※平成 12 年 12 月以降は、デジタル放送の契約件数を含む。 
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また、ＢＳデジタル放送の視聴可能世帯数は、平成１８年４月末現在、ＢＳデジ

タル放送受信機出荷約１３０４万台（累計）、ケーブルテレビ受信世帯数は約

１７９万世帯、合計で約１４８３万世帯である。 

 

図表４１ ＢＳデジタル放送の受信世帯数 
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ＢＳデジタル放送の受信世帯数（①＋②合計）

①ＢＳデジタル放送受信機出荷台数（累計）

②ケーブルテレビ受信世帯数

 

 

 

 
（出典：ＮＨＫ資料により作成） 

 

他方、ＢＳ放送事業者（ＮＨＫを除く。）全体の収支状況を見ると、平成１６年

度で約１，２６４億円の累積赤字となっており、このうち、ＢＳデジタルテレビジ

ョン放送専業事業者５社に限ってみると、累積赤字が約１，０３２億円にのぼり、全

社が赤字経営の状態となっている。 

 

図表４２ ＢＳ放送事業者（ＮＨＫを除く。）全体の収支状況 

  平成 12 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 

営業収益 730.7 896.9 824.5 796.0 985.0 

営業費用 906.3 1253.9 1080.8 1006.0 1157.9 

収支比率※

６ 

124.0% 139.8% 131.1% 126.4% 117.6% 

当期損益 ▲180.4 ▲351.8 ▲262.1 ▲241.0 ▲191.7 

累積損益 ▲336.7 ▲676.7 ▲954.3 ▲1073.2 ▲1264.9 

 

 

 

 

 

 

※２：収支比率は営業費用／営業収益の比率

※１：ＢＳデジタル放送は、平成１２年１２月
１日に開始。
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1500

営業収益
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営業費用

累積損益

※３：各社の報告をもとに作成。

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年



図表４３ ＢＳデジタルテレビジョン放送専業５者の収支状況 
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図表４４ ＮＨＫの衛星放送に係る収入と経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ＢＳアナログ放送の終了時期の明確化 

 

総務省において開催された「衛星放送の在り方に関する検討会」（座長：多賀谷

一照 千葉大学副学長）最終とりまとめ（平成１４年１２月２５日）におい

て、ＢＳアナログハイビジョン放送について２００７年（平成１９年）に、その他

のＮＨＫ及び一般放送事業者のＢＳアナログ放送について２０１１年（平成

２３年）までに終了することが適当とされた。 

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

平成元 3 5 7 9 11 13 15

衛星放送に係る収入

衛星放送の実施に要する経費

差額

（注１）一般勘定の事業収支のうち衛星放送に係る収支を計上。
（注２）事業支出には、平成１２年１２月以降、ハイビジョン放送の実施に要する経費を算入。
（注３）平成１５年度は、予算ベースの値。

（億円）

（億円）

（年度）

 

   年度 

区分 
平成元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 

衛星放送に係る

収入 
71 189 320 460 558 638 707 800 884 953 1,013 1,066 1,119 1,160 1,208 

衛星放送の実施

に要する経費 
292 327 380 405 471 543 656 730 843 895 964 1,051 1,239 1,253 1,262 

差額 △ 221 △ 138 △  60 54 87 94 51 69 41 57 49 15 △ 119 △  92 △  54

（出典：ＮＨＫ業務報告書等により作成） 

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年

平成12年度※１ 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

営業収益 101.7 214.5 161.5 156.1 181.9
営業費用 237.3 531.3 401.2 337.2 318.9

収支比率※２ 233.3% 247.7% 248.4% 216.0% 175.3%
当期損益 -139.5 -316.9 -242.9 -183.5 -138.8
累積損益 -159.9 -476.8 -710.8 -893.4 -1032.2

営業費用 累積損益営業収益
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これを受けて、総務省はＢＳアナログ放送の終了時期について意見公募及び電波

監理審議会への諮問を行い、意見公募や同答申の結果を踏まえ、①デジタル方式の

放送へ円滑に移行するための放送（アナログハイビジョン放送）の終了時期を平成

１９年とすること、②①以外の衛星系のアナログ放送の終了時期を平成２３年まで

とすること等を内容とする放送普及基本計画及び放送用周波数使用計画の各一部

変更を行った。 

 

３ ＢＳ第９チャンネルのデジタル放送利用 

 

総務省の「ＢＳ放送のデジタル化に関する検討会」（以下、「ＢＳデジタル検討会」

という。）報告（平成１５年１２月１７日）において、①平成１９年からの

「ＢＳＡＴ－１ａ」後継衛星によるＢＳ放送（ＢＳアナログ放送及び第９チャンネ

ルによる放送）を受託国内放送として行うものとすること、②平成１９年からの

ＢＳデジタル放送を、５つのチャンネルにより行う（アナログハイビジョン放送の

ために使用していた第９チャンネルを、平成１９年から、現在のデジタルサービス

の拡充のために使用する）こと等が取りまとめられた。 

 

これを受けて、総務省は、ＢＳ第９チャンネルのデジタル放送利用に係る制度整

備について諮問を行い、平成１６年３月１７日の答申を受けて、平成１６年４月

１６日、平成１９年からのＢＳに関し、①第５世代のＢＳ（平成１９年に設計寿命

となるＢＳＡＴ－１ａの後継衛星）により行われるＢＳ放送（ＢＳアナログ放送及

び第９チャンネルを使用して行うＢＳ放送）を受託国内放送とすること、②第９チ

ャンネル（現在アナログハイビジョン放送で使用。）をデジタル放送で使用するこ

とを内容とする放送普及基本計画及び放送用周波数使用計画の各一部変更を行

った。 

 

その後、平成１６年４月１６日から同年５月７日にかけて、第５世代のＢＳによ

りＢＳ放送を行う放送衛星局（受託放送事業者）について免許申請が受け付けら

れ、株式会社放送衛星システム（以下、「㈱ＢＳＡＴ」という。）１社より８局の申

請があった。同年６月９日、電波監理審議会でこれを審査した結果、予備免許を与

えることが適当と認められ、これを受けて同日、㈱ＢＳＡＴに予備免許が交付され

た。現在は、同社において、第５世代のＢＳの調達手続が進められているところで

ある。 

 

他方、委託放送事業者については、平成１７年５月に「ＢＳデジタル放送に係る

委託放送業務の認定方針（案）」を策定し、意見公募を経て、同年６月に認定方針

が定められた。その後、同年８月１７日より委託放送事業者の募集が行われ、審
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査、電波監理審議会への諮問、答申を経て、平成１７年１２月に新たな高精細度テ

レビジョン放送業務を行う３社に対する認定が行われた。これを受けて新規３社は

平成１９年１２月１日より放送を開始することを予定している。 

 

図表４５ ＢＳ放送に使用している衛星とチャンネルの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1，3，13，15

チャンネル

第5，7，9，11

チャンネル

ＢＳＡＴ－１ａ 平成9.4打上げ 設計寿命:平成19.4

平成１６年
２００４年

平成１７年
２００５年

平成１８年
２００６年

平成１９年
２００７年

平成２０年
２００８年

平成２１年
２００９年

平成２２年
２０１０年

平成２３年
２０１１年

ＢＳＡＴ－１ｂ（予備衛星）

ＢＳＡＴ－２ｃ（予備衛星） 平成15.6打上げ 設計寿命:平成25.5

ＷＯＷＯＷ

ＮＨＫ ＢＳ１ （総合放送）

ＮＨＫ ＢＳ２ （難視聴解消を目的とする放送）

第 ５チャンネル

ＮＨＫ ＢＳ－ｈｉ （デジタルのＢＳ－ｈｉと同一の放送）

国内放送（いわゆるハード・ソフト一致） 受託国内放送（いわゆるハード・ソフト分離）

第 ７チャンネル

第 ９チャンネル

第１１チャンネル

第 １チャンネル

第 ３チャンネル

第１３チャンネル

第１５チャンネル

（デジタル放送）

ＢＳ朝日
ＢＳ－ｉ

ＷＯＷＯＷ
ＢＳジャパン

ＢＳ日本
ＢＳフジ

ＮＨＫ ＢＳ１ （アナログのＢＳ１と同一の放送）
ＮＨＫ ＢＳ２ （アナログのＢＳ２と同一の放送）
ＮＨＫ ＢＳ－ｈｉ （ハイビジョン普及に資する総合放送）
スター・チャンネル

平成１８年１２月開始

第１７チャンネル

第１９チャンネル

第２１チャンネル

第２３チャンネル

デジタル放送

※

平成10.4打上げ 設計寿命:平成20.4

ＢＳＡＴ－２ａ 平成13.3打上げ 設計寿命:平成23.3

アナログ放送は、平成２３年までに終了。

ワールド・ハイビジョンチャンネル

スターチャンネル

日本ビーエス放送

株式会社放送衛星システム
所属放送衛星局の予備免許

（平成16年6月9日）

アナログ放送

ＢＳＡＴ－１ａ後継衛星
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第四節 ＣＳ放送の現状 

 

東経１２４度ＣＳ及び東経１２８度ＣＳを用いたデジタル放送については、平成

１８年６月末現在、１００者の委託放送事業者等（うち電気通信役務利用放送事業

者は４５者）が、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ（以下「ス

カパー」という。）をプラットフォーム（放送事業者に代わり、顧客営業や料金収

受等の管理業務を代行する事業）として放送を行っており、平成１８年３月末現

在、約３７４万の契約者を獲得しているが、３００万加入を超えた４年ほど前か

ら、加入件数の増加のペースが鈍ってきている。 

 

図表４６ 東経１２４度・１２８度ＣＳデジタル放送における加入件数の推移 
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1 1 1

1 3 8

1 6 0

1 8 2

2 0 8

3 7 4

3 7 4

3 7 0

3 6 7

3 6 2

3 5 9

3 5 7

2 4
3 3

4 1

3 5 0

2 5 0

2 3 6

2 6 2

2 7 3

1 0 1

5 3 6 3
7 5

8 8

1 2 6

2 8 3
2 9 5

3 0 4 3 2 3

3 2 8
3 3 4 3 3 8

3 4 2

3 4 6 3 5 2

3 5 5

0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

3 0 0

3 5 0

4 0 0

H
9
.3

H
9
.6

H
9
.9

H
9
.1

2

H
1
0
.3

H
1
0
.6

H
1
0
.9

H
1
0
.1

2

H
1
1
.3

H
1
1
.6

H
1
1
.9

H
1
1
.1

2

H
1
2
.3

H
1
2
.6

H
1
2
.9

H
1
2
.1

2

H
1
3
.3

H
1
3
.6

H
1
3
.9

H
1
3
.1

2

H
1
4
.3

H
1
4
.6

H
1
4
.9

H
1
4
.1

2

H
1
5
.3

H
1
5
.6

H
1
5
.9

H
1
5
.1

2

H
1
6
.3

H
1
6
.6

H
1
6
.9

H
1
6
.1

2

H
1
7
.3

H
1
7
.6

H
1
7
.9

H
1
7
.1

2

H
1
8
.3

 

 ※１ 「加入件数」とは、個人契約者数（有料視聴契約（個人本登録）を結び、視聴料の支払いが発生している加入者数）に、
有料視聴契約締結前の無料視聴期間中の数（仮登録、「ＳＫＹＰｅｒｆｅｃＴＶ！」 のみ）、法人契約者数（代理店展示用を含む）、
技術開発用登録数などを加えた総登録者数をいう。

※２ 「ＳＫＹＰｅｒｆｅｃＴＶ！」に係る加入件数の発表方法が、 平成１１年８月末分から変更された。
①毎月の加入件数を、従来の新規登録者数から純増登録者数として発表。
②開局以来３６ヶ月分の累計解約者数を差し引いた累計登録者数を発表。

※３ 平成１２年３月から「ディレクＴＶ」が「ＳＫＹＰｅｒｆｅｃＴＶ！」に加入者の移行を開始し、当移行加入者数が純増登録者数に含まれる。

 

 

 

 

図表４７ ＣＳデジタル事業者（東経１１０度を除く）の収支状況 
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（出典：スカパー報道資料等により作成）
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 ※１ 収支比率は営業費用／営業収益の比率
※２ テレビジョン放送も行う音声放送事業者は、テレビジョン放送に包括して報告（按分不可能なため）
※３ データ放送３社のうち2社はテレビジョン放送に包括して報告（按分不可能なため）
※４ 放送大学学園及び現在放送を休止している㈱シー・ネットは集計から除く。
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また、平成１４年３月に放送を開始した東経１１０度ＣＳデジタル放送について

は、いわゆる三波共用デジタル受信機が平成１８年４月末現在で、累計約

１３０４万台普及している中、スカパーが運営するプラットフォーム事業「スカパ

ー！１１０」の加入者は同期で３２．１万件に留まっている。また、平成１７年度

において１７の委託放送事業者全体で約６７．８億円の営業赤字となっており、黒

字事業者も２社に留まっている。 

 

図表４８ 東経１１０度ＣＳにおける加入件数の推移 
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（出典：スカパー報道資料等により作成） 

図表４９ ＣＳデジタル放送事業者（東経１１０度）の収支状況 
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第五節 ２．６ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送の現状 

 

 ２．６ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送の開始 

 

平成４年に開催された世界無線通信主管庁会議において、衛星による移動体向け

デジタル音声放送の周波数分配が決定された。その後、使用周波数帯を２６３０～

２６５５ＭＨｚの２５ＭＨｚ周波数帯幅とする技術的条件について平成１１年

７月２１日に電気通信技術審議会答申が出され、さらに、平成１４年７月３日から

同年７月３１日に実施された参入希望に関する意見募集を行った。衛星系による国

内放送（いわゆるハード・ソフト一致）に利用とすることに関する制度等について

平成１４年１２月４日の電波監理審議会答申がなされ、これに基づき、認定方針が

定められた。これらを踏まえ、総務省は平成１５年２月１０日から同年３月１０日

にかけて、放送衛星局の免許申請を受け付け、同年７月２３日の電波監理審議会答

申を経て、同年７月２５日にモバイル放送株式会社（以下、「モバイル放送㈱」と

いう。）に予備免許が与えられた。平成１６年３月１３日には、２．６ＧＨｚ帯衛

星デジタル音声放送用の日韓共同衛星「ＭＢＳＡＴ」が打ち上げられ、同年５月

２０日にモバイル放送㈱に本免許が付与された。同社は同年６月１日からの試験放

送を経て、同年１０月２０日に、我が国の初の衛星による移動体向けの放送を開

始、音声を中心として、文字、図形、簡易動画等のデータを併せ送ることが可能な

衛星デジタル音声サービスの提供を行っている。 

 

同社は、放送開始当初からＮＨＫより報道番組等の番組供給を受けて１日８時間

程度の放送を行っている。さらに、災害・大事件等が発生した場合（新潟県中越地

震災害、最近では北朝鮮弾道ミサイル発射事案等、約２年間で２４件。）には、供

給時間を拡大して放送を行った。 

 

なお、韓国では、ＴＵメディア（ＳＫテレコムが筆頭株主。）が日本と同じ技術

基準を採用して放送を行っている。 

 

図表５０ ２．６ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送の概要 
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第Ⅲ章 衛星放送の将来像 

 

第一節 今後の衛星放送の可能性 

 

衛星放送は、これまで新たな技術及び新たな伝送路の活用を通じて、「ハイビジ

ョン放送」、「デジタル放送」、「双方向機能」等新たなメディア価値を創出し、新た

なコンテンツを創造する役割を担ってきたと考えられる。 

 

移動体端末向け放送の開始（２００４年１０月）等新たな放送サービスの提供に

加え、今後、地上放送の全面デジタル化（２０１１年７月）、全国ブロードバンド

化（２０１０年）に伴う光ファイバや広帯域無線によるＩＰ映像伝送の普

及、ＦＭＣの進展、圧縮・伝送技術の進歩の中で、クロスメディア環境における競

争は激化すると考えられる。 

 

他方、衛星放送の広帯域性、他メディアとの比較の上での周波数資源における余

裕、全国（場合によっては国際）一斉同報性、ネットワークの経済性等の新分野開

拓に適しているという比較優位は依然残ると考えられる。 

 

以上のような今後の衛星放送の可能性を具現化するためには、相対的に余裕のあ

る周波数資源の有効活用、民間事業者の意欲的かつ創造的な取組を促進するための

競争環境の整備、既存市場の拡大や新たな市場の創造に資する新たなサービス・技

術の導入促進、視聴者の利益を保護し拡大するとともに、視聴者ニーズを迅速かつ

的確に事業展開に反映させるための視聴者政策の推進に総合的に取り組むことが

必要であると考えられる。 

 

第二節 衛星放送の将来像 

 

１ ＢＳ放送の将来像 

 

ＢＳ放送は、発足当初から準基幹放送としての役割を担うことが期待され、ま

た、高い社会的影響力を持ち得る全国放送として、計画的な普及を図ることとさ

れ、放送普及基本計画、周波数使用計画に基づき、放送が行われてきたところであ

る。国際的に割当てを受けた稀少なＢＳ放送用周波数を用いることや、その社会的

影響力の大きさに鑑みて、マスメディア集中排除の観点から、当該周波数の利用は

トランスポンダの二分の一相当までに制限されている。 
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他方、国際的な周波数の追加割当てや欧米の衛星放送で実用化が開始された

Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式及びＤＶＢ－Ｓ．２伝送路符号化方式等

ＩＣＴの進歩を背景に、ＢＳデジタル放送に利用可能な周波数の有効利用が一層促

進される環境変化に直面しつつある。そのため、これまで異なるメディアとして取

扱われてきたＢＳ放送とＣＳ放送との技術面、事業面における違いは今後益々小さ

くなることが想定される。従って、ＢＳ放送の将来像についても既存の概念に固執

せず、柔軟に検討することが必要と考えられる。この点、ＢＳ放送においては、ハ

イビジョン放送が一早く実用化されたこと、デジタル化についても地上放送に先行

して導入されたこと、そして、今後新たに利用可能となる周波数等資源の状況を踏

まえれば、ＢＳ放送は引き続き放送におけるリーディングメディアとしての役割が

期待されるものと考えられる。また、当該役割に加え、今後のＢＳ放送について

は、新たな技術、サービスのテストフィールドとして、あるいは通信・放送融合の

橋渡しを行うメディアとしての期待も高まるものと考えられる。 

 

従って、ＢＳ放送については、放送の健全な発達及び普及を図る観点から、周波

数の有効利用、技術革新の成果の活用を行いつつ、国益、事業者等の自由闊達な意

欲と創造性、視聴者利益にバランス良く配慮した政策展開が必要と考えられる。ま

た、クロスメディア環境における競争が進展する中で、我が国の放送市場全体の発

展に資する新たなコンテンツの創出の観点から、事業の属性を問わず、事業者の創

意工夫を阻害しないような政策展開が必要と考えられる。 

 

 なお、今後、新たに利用可能なＢＳデジタル放送用周波数を利用して開始する放

送については、現在のＢＳ放送（２００７年１２月から開始が予定されている第

９チャンネルにおけるＢＳデジタル放送を含む。）に対比して、次のような相違点

が存在すると考えられることから、当該相違点を踏まえつつ、異なる枠組みを検討

することも必要と考えられる。 

 

・ Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式及びＤＶＢ－Ｓ．２伝送路符号化方式

等の新たな技術を用いて放送を行うことが見込まれ、その場合、周波数の有

効利用が大幅に促進されること 

・ 現行受信機の技術的制約から、新しいＢＳデジタル放送の多くについて

は、現行受信機による受信が行われず、今後、新たな受信機の開発や普及の

必要があるが、この場合、現行のＢＳデジタル放送とは異なった受信環境と

なることから、社会的影響力は相対的に小さいと考えられること 

 

他方、ＢＳ放送用の周波数の資源は、依然としてＣＳ放送に比べ稀少性が高く、ま

た、国民利用者の意識、これまで築かれた「ＢＳブランド」に寄せる期待等を考え
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れば、現時点ではＣＳ放送と全く同等の規律に付すことは適当ではない。 

 

２ 東経１１０度ＣＳデジタル放送の将来像 

 

東経１１０度ＣＳデジタル放送は、その利用衛星の静止軌道位置がＢＳと同じで

あることから、地上デジタル放送、ＢＳデジタル放送とあわせて視聴可能な三波共

用受信機が開発、実用化された。また、東経１１０度ＣＳデジタル放送は、認定申

請時の参入希望が多かったこともあり、放送の周波数がＳＤ放送に必要な狭い帯域

にとどまっている上、認定業務を複数の番組提供者が共同で行う形態をとるものが

多い。従って、ＢＳ放送や他のＣＳ放送とは異なり、一貫した意思・体制の下で番

組編成や営業活動を効率的・効果的に行うことが困難である場合が多い。こうい

ったことから、その加入者は平成１８年４月末現在で約３２万にとどまってお

り、当初の期待に比して、普及は大幅に遅れている。その要因としては、ＢＳ放送

の受信用とは異なるアンテナが必要な場合があること、加入手続や有料放送サービ

スそのものに関する消費者の抵抗感があること等が考えられる。 

 

他方、その他のＣＳデジタル放送においては、既にＨ．２６４／ＡＶＣ映像符号

化方式及びＤＶＢ－Ｓ．２伝送路符号化方式の採用も検討されており、今後、更な

る周波数資源の有効活用を通じて、衛星中継器利用費用の軽減、有料放送サービス

料金の低廉化、コンテンツの高画質化・高音質化が期待されている。 

 

今後、東経１１０度ＣＳデジタル放送についても、その他のＣＳ放送と同様に、ケ

ーブルテレビ、ＩＰ映像伝送等他の多チャンネルサービスとの間でクロスメディア

環境における競争が一層激化する傾向にある中で、東経１１０度ＣＳデジタル放送

に係る周波数資源の有限稀少性に変化はないものの、現行の状況が継続すれば、稀

少な周波数資源を有効に活用することはできず、準基幹放送に成長して、期待され

る役割を果たすこと自体が困難になるものと考えられる。 

 

従って、周波数資源の有効活用、放送の健全な発達、消費者利益の向上等の観点

から、東経１１０度ＣＳデジタル放送に係る仕組み全体を見直し、より柔軟な事業

環境を整備することが必要であると考えられる。 

 

３ その他のＣＳ放送の将来像 

 

 東経１１０度ＣＳデジタル放送を除くＣＳ放送は、ＢＳ放送や東経１１０度

ＣＳデジタル放送と異なり、有料専門多チャンネルサービスが大半を占めてお

り、より一層、公正かつ有効な競争を促進することにより、放送の健全な発達及び
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普及を図っていくことが適当であると考えられる。 

 

 他方、ＩＰ等の電気通信技術の発展により、映像コンテンツを提供可能な伝送路

の選択肢が増加するなど、ＣＳ放送を取りまく事業環境は急速に変化しつつある。

さらに、通信・放送の融合が進展する中で、いわゆるトリプルプレーと呼ばれる放

送・通信連携サービスが電気通信事業者やケーブルテレビジョン放送事業者におい

て提供されるなどメディア間の競争が進展している。 

 

  ＣＳ放送は、多チャンネルメディアとして、これまでにも先導的な役割を果たし

てきたが、今後はクロスメディアの核となることが期待される。従って、ＣＳ放送

に関する制度整備についても、さらにＣＳ放送が専門多チャンネル放送として多彩

なプレイヤーによる多様な番組群という特徴を阻害することなく、さらに活かして

いくことが重要である。また、番組をパッケージ展開することが通常である状況に

鑑み、衛星放送に関するプラットフォームが適正、適切な役割を果たすよう、競争

環境の整備を行うことが必要である。 

 

第三節 衛星放送の発展に向けた総合的方策 

 

１ 新たなＢＳデジタル放送用周波数の利用 

 

（１）過去の経緯 

 

第５・７・１１チャンネルで現在行われているアナログ放送は、ＢＳ放送を円滑

にデジタル移行させていく見地から、その終期について、平成１５年４月９日に変

更された放送普及基本計画において、「平成２３年までに終了すること」と定めら

れており、アナログ放送の終了後、第５・７・１１チャンネル（現行アナログ放送

用３チャンネル）をどのように利用するかが課題である。また、平成１２年に開催

された世界無線通信会議（ＷＡＲＣ－２０００）において、我が国は、衛星放送等

への利用について、第１７・１９・２１・２３チャンネルの割当てを受けた。この

４つのチャンネル（以下、追加４チャンネルという。）を具体的にどのように利用

するかが課題となっている。 

 

「ＢＳ放送デジタル化検討会」報告書（以下、「検討会報告書」という。）は、現

行アナログ放送用３チャンネルについて、次のように記している。 

 

・ 「（略）ＢＳＡＴ－２ａの後継衛星の打上げが２０１１年頃に必要とな

る見込みであることから、その調達スケジュールも考慮し、遅くとも
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２００７年頃までには利用の在り方について検討し、方針を決定すること

が適当である。その検討にあたっては、需要の動向等を踏まえて、ＢＳ放

送の位置づけをあらためて再検討した上で、現在あるようなＢＳ放

送、ＣＳ放送などの区分にも拘泥することなく、チャンネルの利用の在り

方について検討していくことが必要になる」 

    

他方、追加４チャンネルのデジタル放送用周波数についても、同報告書におい

て、次のように記載されている。 

 

・ 「第１７・１９・２１・２３チャンネルについては、現在の受信機には、こ

れを使った放送を受信する対応ができていないものがあり、この対応に

は、ＴＳよりも上位の階梯（ネットワーク）において、現在のＢＳ放送受

信のための制御系統とは別の新しい制御系統を設定することが不可欠と

なっているとの指摘が受信機メーカからなされた」 

・ 「これら４チャンネルのうち第２１・２３チャンネルは、現在、受信障

害対策放送に利用されており、これらを衛星放送に利用する場合には、現

用している放送との間で調整が必要である」ことを理由として、「（略）

２００７年からの衛星放送に利用することとするには、準備のための期間

が十分とは言えないと考えられる。したがって、第１７・１９・２１・２３チ

ャンネルの利用は、ＢＳＡＴ－２ａの後継衛星の打上げが見込まれる

２０１１年頃以後になると考えられる。当該衛星の調達スケジュール

や、受信機・受信システムの円滑な対応のための準備期間を考慮し、遅く

とも２００７年頃までにはこれらのチャンネルの利用の在り方について

検討し、方針を決定することが適当である」 
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図表５１ 追加４チャンネル及びアナログ３チャンネルの利用の在り方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ＢＳ第９チャンネルのデジタル化
・平成１７年１２月

新規にデジタルＨＤＴＶ３番組を認定。
・平成１９年１２月１日

放送開始予定。

① 平成２３年（２０１１年）以後の利用の在り方に

ついては、地上デジタル放送、ブロードバンド等

の動向を注視して決定。

② 衛星の国際調達に３年程度を要するため、平

成２０年の新たな衛星調達の開始にあたり、平成

１９年（２００７年）頃までに方針を決定。
【出典：ＢＳ放送のデジタル化に関する検討会報告書（平成１５年１２月）】
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（２）新たなＢＳデジタル放送に利用可能な周波数に関する規定要因 

 

周波数の割当上新たにＢＳデジタル放送に利用可能となっている周波数を実際

にＢＳデジタル放送に利用するにあたっては、放送衛星の運用、受信機の開発、ア

ナログ放送の利用者、他の周波数との調整等様々な規定要因について調整すること

が必要と考えられる。 

 

具体的には、放送の開始までに、衛星の調達から打上までに約３年を要するこ

と、技術基準の策定後、民間標準規格の策定・新たな受信機開発に約３年を要する

ことを踏まえれば、放送開始の４年前を目途に、新たなＢＳデジタル放送用周波数

の利用の方針を確定することが必要である。 

 

図表５２ 新たにＢＳデジタル放送に使用可能な周波数に関する規定要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

FWA無線局との干渉 衛星の運用状況 受信障害との干渉 携帯電話等との干渉
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現行受信機等の性能

○ 第21・23ch（アップリ
ンク）については、2006
年秋頃以降に運用開始
が予定されているFWA
用無線局との干渉可能
性。

○ 第17・19・21・23chを
利用する場合には、現
行放送を含めBS放送
の安定的・継続的な提
供を確保するため、新
たな衛星の確保が必要。

○ 第21・23ch（ダウンリ
ンク）を使用する場合に
は、受信障害対策用Ｓ
ＨＦ無線局との干渉可
能性。

○ 当該ＳＨＦ無線局によ
る当該周波数の使用は、
放送用周波数使用計画
により地上アナログテレ
ビジョン放送が終了す
る2011年7月24日まで
と規定。

○ 第17ch（中間周波
数）については、航空路
監視用レーダ無線局と
の干渉可能性。

○ 第21・23ch（中間周
波数）については、携帯
電話用無線局（移動局
及び基地局）との干渉
可能性。

アナログ放送の終了

○ アナログ３チャンネル
については、NHK及び
WOWOWにおいて遅く
とも2011年7月24日ま

でアナログ放送への利
用が想定。

○ 現行受信機等におい
ては、ＴＳ数、放送事業
者数等に関する規定要
因が存在（詳細は別添）。

○ 第17・19・21・23ch
（中間周波数）について、
個別受信システム、共
同受信システムにおけ
る周波数配列に係る施
設改修等が必要。

○ 2011年以降は、アナ

ログ３チャンネル及び第
9chにおける放送の安
定的・継続的な提供を
確保するため、新たな
衛星の確保が必要。



①アナログ放送３チャンネルに現在用いられている周波数の状況 

 

アナログ放送３チャンネルに現在用いられている周波数は、現在、ＮＨＫ及び㈱

ＷＯＷＯＷ（以下、「ＷＯＷＯＷ」という。）がアナログ放送の３番組に使用し、放

送普及基本計画（昭和６３年１０月１日郵政省告示第６６０号）上、２０１１年ま

でにその放送を終了することとなっている。 

 

また、ＢＳ放送が放送全体で進められているデジタル化を先導してきた役割を念

頭に置くことも必要であると考えられる。 

 

まず、ＮＨＫは、本研究会において、現行アナログ放送の終了については地上ア

ナログテレビジョン放送の終了時期（２０１１年７月２４日）と同時期とすること

が望ましいとしている。また、ＮＨＫは、第７チャンネルを総合放送に、第１１チ

ャンネルを難視聴解消のための放送のサイマル放送として利用しているが、このう

ち特に第１１チャンネルを利用するアナログ放送については、難視聴解消のための

放送を目的としていることを踏まえると、地上アナログテレビジョン放送の全面デ

ジタル化の時期である２０１１年７月２４日以前に終了することは困難と考えら

れる。他方、第７チャンネルを利用するアナログ放送については、既存の受信契約

者の理解を得つつ、２０１１年７月２４日より前に終了することとする可能性はあ

るとも考えられるが、この点については、ＮＨＫの在り方に関する全体的な議論を

踏まえた上で検討することが必要である。 

 

次に、第５チャンネルを利用するＷＯＷＯＷは、本研究会において、そのアナロ

グ放送の終了時期について、地上アナログテレビジョン放送の終了時期を最終期限

とし、それよりも早期に終了する場合については、その加入者数、現行受信機の普

及状況、ＮＨＫのアナログ放送の終了時期等により、放送終了の１年以上前に決定

する予定としている。この点について、２００６年５月２４日に公表された「新

ＷＯＷＯＷ創造３か年計画 中期経営戦略（２００６～２００８年度について」に

おいて、「アナログ放送については、２００８年度９月末に加入受付を終了

し、２０１０年度中の放送終了を目指す」とされている。従って、第５チャンネル

については、２０１１年７月２４日より前に終了する可能性はあると考えられるも

のの、現時点で当事者の意思が必ずしも確定していない以上、第５チャンネルの早

期終了を確定事実として今後の検討を行うことは困難と考えられる。 

 

以上を踏まえると、アナログ放送に現在用いられている３チャンネルを新たにデ

ジタル放送に利用するにあたっては、現時点において、他に考慮すべき新たな要素

がない限り、地上放送とＢＳ放送におけるアナログ放送終了の周知広報を共通化す
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ることにより視聴者の理解浸透を効率的に行う観点から、２０１１年７月２４日を

目途としてＢＳアナログ放送を終了する方向で検討することが適当であると考え

られる。 

 

②追加４チャンネルのデジタル放送用周波数の状況 

 

２０００年に我が国に追加割り当てされた追加４チャンネルの利用を開始する

時期や利用の方法については、前述のとおり、未だ決定されていない。また、実際

に追加４チャンネルのデジタル放送用周波数を利用しようとする場合には、以下の

ような他の無線局との干渉に配慮することが必要となる。 

 

図表５３ 追加４チャンネルの概要 

 

 

17ch 19ch 21ch 23ch
34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz

17.63436GHz 17.67272GHz 17.71108GHz 17.74944GHz

17ch 19ch 21ch 23ch
34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz

17.63436GHz 17.67272GHz 17.71108GHz 17.74944GHz

17ch 19ch 21ch 23ch
34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz

12.03436GHz 12.07272GHz 12.11108GHz 12.14944GHz

17ch 19ch 21ch 23ch
34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz

12.03436GHz 12.07272GHz 12.11108GHz 12.14944GHz

17ch 19ch 21ch 23ch

34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz

1356.36MHz 1394.72MHz 1433.08MHz 1471.44MHz

17ch 19ch 21ch 23ch

34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz

1356.36MHz 1394.72MHz 1433.08MHz 1471.44MHz

① フィーダーリンク周波数
地上から衛星へ送信する周波数

② サービスリンク周波数
トランスポンダを返して衛星から地上へ送信する周波数
（放送（受信）サービスに係ることからサービスリンクと呼ぶ）

③ IF（Intermediate Frequency）
IFとは、中間周波数のことで、衛星放送の場合周波数が高いことから、アンテナからの同軸ケーブルにおけ

る損失が無視できないことがあるため、アンテナ直下にダウンコンバータを配置し、サービスリンク周波数から
伝送効率の良い中間周波数に下げ受信機（チューナー）に送信する周波数。

①

②

③①

②

③

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）受信障害対策用ＳＨＦ無線局との共用（第２１・第２３チャンネル） 

    

第２１及び第２３の２つのチャンネルを利用するＢＳデジタル放送を行おうと

する場合、現在、それらのサービスリンク（ダウンリンク）に係る周波数帯におい

て、地上アナログテレビジョン放送の受信障害対策用ＳＨＦ無線局が、ＳＨＦ帯

（１１．７～１２．２ＧＨｚ帯）のうち１２．０９２ＧＨｚ～１２．２００ＧＨｚ

までの周波数帯（６３～８０ｃｈ）において運用されていることから、干渉の可能

性が考えられる。なお、当該ＳＨＦ無線局による当該周波数帯の利用は、２００３年

１１月末現在で約３４万世帯が対象となっており、放送用周波数使用計画（昭和

６３年１０月１日郵政省告示第６６１号）上、地上アナログテレビジョン放送が終

了する２０１１年７月２４日までと規定されている。 
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図表５４ 追加４チャンネルと受信障害対策用ＳＨＦ無線局の関係 

 

地上アナログテレビジョン放送難視聴対策との関係

 

 

受信障害対策用ＳＨＦ無線局は、高層建築物等による地上アナログテレビジョン

放送等の受信障害の解消を目的とするものであり、受信障害対策放送の対象となる

地上アナログテレビジョン放送等に係る放送事業者が設置する場合と放送事業者

以外の者が中継局を設置する場合（「受信障害対策中継放送」）の２つの場合がある。

受信障害世帯への措置については、受信障害対策用ＳＨＦ無線局の免許人と当該世

帯との間で具体的補償の内容が決められており、例えば、専用受信機の配付の有無

や障害となる建物等との建造の前後関係により各世帯に対する補償が異なってい

るのが現状である。 

73,75,77,79兵庫県

64,66,68,70,72,74,76,78東京都

68,70,72,74,76,78,80兵庫県

63,65,67,69,71,73,75,77,79神奈川県

63,65,67,69,71,73,75兵庫県

65,67,69,71,73,75,77,79東京都

69,71,73,75,77,79宮城県

送信ｃｈ無線局の所在

73,75,77,79兵庫県

64,66,68,70,72,74,76,78東京都

68,70,72,74,76,78,80兵庫県

63,65,67,69,71,73,75,77,79神奈川県

63,65,67,69,71,73,75兵庫県

65,67,69,71,73,75,77,79東京都

69,71,73,75,77,79宮城県

送信ｃｈ無線局の所在

※朱書部分が該当
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68,70,72,74,76,78,80兵庫県

63,65,67,69,71,73,75,77,79神奈川県

63,65,67,69,71,73,75兵庫県

65,67,69,71,73,75,77,79東京都

69,71,73,75,77,79宮城県

送信ｃｈ無線局の所在

73,75,77,79兵庫県

64,66,68,70,72,74,76,78東京都

68,70,72,74,76,78,80兵庫県

63,65,67,69,71,73,75,77,79神奈川県

63,65,67,69,71,73,75兵庫県

65,67,69,71,73,75,77,79東京都

69,71,73,75,77,79
無線局の所在 送信ｃｈ

宮城県

※朱書部分が該当
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図表５５ 受信障害対策放送用 SHF 無線局の運用状況 

 

 

 

 

 デ

 仙

 

 東

 

 

 
東京都品川区

 

 

 

 

 
兵庫県
 
南あわじ市
 

 

 兵

 神

 

７ 
（H18.3～） 

７H15.11 
137,304世帯 

H9.10 
134,293世帯 

 兵

 神

庫県 
戸市垂水区 

７ 
（H18.3～） 

７H15.11 
142,739世帯 

H9.10 
144,253世帯 

庫県 
戸市垂水区 

７ 
（H20年度予定） 

７ 

※うち対策

対象4ch 

H15.11 
6,482世帯 

H8.6 
6,482世帯 

 
 

８ 
（放送中） 

９H15.11 
1,065世帯 

H8.11 
― 

神奈川県 
横浜市中区 

８ 
（放送中） 

９H15.11 
1,640世帯 

H15.5 
― 

 

８ 
（放送中） 

９H15.11 
39,756世帯 

H2.3 
― 

京都渋谷区 

６ 
(放送中) 

６H15.11 
7,121世帯 

H10 
6,443世帯 

ジタル宮城県 
台市泉区 

ナログ 再免許時点開設当初

地上波テレビ放送のch数対象世帯数設置場所 

 

 ※フラッター障害：建物などに電波が反射し画面がちらつく等の受信障害（デジタルでは影響は少ない） 

 なお、兵庫県南あわじ市のケースは、関西国際空港の航空機に電波が反射し発生するもの。 

  

従って、仮に２０１１年７月２４日よりも前に、第２１及び第２３の２つのチャ

ンネルを利用して新たにＢＳ放送を行おうとする場合には、全ての受信障害対策用

ＳＨＦ無線局との間における干渉問題が解決されるか、又は受信障害対策用

ＳＨＦ無線局が廃止されている必要がある。 

 61



 

（２）携帯電話用無線局との共用（第２１・第２３チャンネル） 

       

第２１及び第２３の２つのチャンネルを利用するＢＳデジタル放送を行おうと

する場合には、現在、その変換後の中間周波数と同じ周波数において携帯電話用無

線局（移動局及び基地局）が運用されていることから、相互の干渉の可能性が考え

られる。 

       

図表５６ 追加４チャンネルと携帯電話用無線局の関係 

 

17ch 19ch 21ch 23ch

1356.36MHz 1394.72MHz 1433.08MHz 1471.44MHz

1339.11－1373.61MHz 1415.83－1450.33MHz1377.47－1411.97MHz 1454.19－1488.69MHz

携帯電話等↑ 携帯電話等↓

1429MHz 1477MHz     1525MHz

携帯電話等の周波数との関係
 

 

 

 

 

 

従って、今後、新たに第２１及び第２３の２つのチャンネルを利用して新たに

ＢＳデジタル放送を行おうとする場合においては、ＢＳデジタル放送用のアンテナ

設備（同軸ケーブル等）側で遮蔽性の高い物を使用する等の措置によって対応する

ことが必要であると考えられる。具体的には、(社)電子情報技術産業協会(以下、「Ｊ

ＥＩＴＡ」という。)の「ＢＳデジタルマーク」登録機器及び優良住宅部品制度に

基づく(財)ベターリビングの「ＢＬ機器」の対象に含め、受信機メーカから販売店

及び施工業者に対して、周知等を行うことが適当である。 

 

（３）ＦＷＡ用無線局との共用（第２１及び第２３チャンネル） 

 

第２１及び第２３の２つのチャンネルを利用するＢＳデジタル放送を行おうと

する場合には、現在、それらのフィーダリンク（アップリンク）に係る周波数帯に

おいて、２００６年秋頃からの運用開始が予定されているＦＷＡ用無線局との干渉

の可能性が考えられる。 

 

図表５７ 追加４チャンネルとＦＷＡ用無線局の関係 

 フィーダリンク周波数との関係

17ch 19ch 21ch 23ch
34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz

17.63436GHz 17.67272GHz 17.71108GHz 17.74944GHz

無線アクセス（FWA）等

 

17.7GHz 17.82GHz

17ch 19ch 21ch 23ch
34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz

17.63436GHz 17.67272GHz 17.71108GHz 17.74944GHz

17ch 19ch 21ch 23ch
34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz 34.5MHz

17.63436GHz 17.67272GHz 17.71108GHz 17.74944GHz

無線アクセス（FWA）等

 

 

 

17.7GHz 17.82GHz
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ＦＷＡ用無線局については、平成 14 年 3 月 29 日に情報通信審議会において、共

用条件及び測定方法を含む答申（諮問第２０１０号「準ミリ波帯公共業務用無線ア

クセスシステムの技術的条件」）が得られており、周波数の共用を行うための技術

的条件は既に存在する。しかしながら、以上に加えて、実際の開局後の状況につい

て検証を行い、場合によっては、ＦＷＡ用無線局に係る電波法関係審査基準の変更

等により、さらに詳細な共用条件を整備する必要があると考えられる。 

 

（４）航空路監視用レーダ用無線局との共用（第１７チャンネル） 

 

第１７チャンネルを利用するＢＳデジタル放送を行おうとする場合には、現

在、その変換後の中間周波数と同じ周波数において航空路監視用レーダ無線局が運

用されていることから、相互の干渉の可能性が考えられる。 

 

図表５８ 追加４チャンネルと航空路監視用レーダの関係 

 

15ch 17ch

34.5MHz 34.5MHz

1318.00MHz 1356.36MHz

航空路監視用ﾚｰﾀﾞｰ

1300MHz 1350MHz

15ch 17ch

34.5MHz 34.5MHz

1318.00MHz 1356.36MHz

航空路監視用ﾚｰﾀﾞｰ

1300MHz 1350MHz

航空路監視用レーダーの周波数との関係

 

 

 

 

 

 

 

現在ＢＳデジタル放送で利用されている第１５チャンネルにおいても、航空路監

視用レーダ用無線局が設置されている地域における受信世帯においては、既に干渉

が発生しており、各世帯が必要に応じ自ら関係部品の交換等の負担を行っていると

ころである。 

 

第１７チャンネルの場合にも、干渉の有無・程度は当該無線局における使用周波

数や送信出力に依存すると考えられること、現用の第１５チャンネルと同程度の問

題とになるものと想定されることから、第１５チャンネルの場合の例も参考にしつ

つ、ＢＳデジタル放送用のアンテナ設備（同軸ケーブル等）側で遮蔽性の高い物を

使用する等の措置によって対応することが必要であると考えられる。具体的に

は、ＪＥＩＴＡの「ＢＳデジタルマーク」登録機器及び優良住宅部品制度に基づく

(財)ベターリビングの「ＢＬ機器」の対象に含め、受信機メーカから販売店及び施

工業者に対して、周知等を行うことが適当である。 
 

追加４チャンネルのデジタル放送用周波数を新たに利用しようとする場合は、以
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下のように、関係者が必要な措置を取れば、他の無線局との干渉に関する問題は解

消可能と考えられる。 

   

・ 第２１及び第２３チャンネルを２０１１年７月２４日より前にＢＳ放送に

利用しようとする場合には、当該放送を行うために新たに無線局免許を取得

しようとする者と受信障害対策用ＳＨＦ無線局の免許人との間

で、２０１１年７月２４日までの当該受信障害世帯における視聴環境の確保

のための対策について調整すること。 

・ 第２１及び第２３チャンネルをＢＳ放送に利用する場合には、携帯電話用  

無線局との干渉を防止するため、ＢＳデジタル放送用のアンテナ設備（同軸 

ケーブル等）側で遮蔽性の高い物を使用すること。 

・ 第１７チャンネルをＢＳデジタル放送に利用しようとする場合について

は、航空路監視用レーダ用無線局との干渉を防止するため、ＢＳデジタル放

送用のアンテナ設備（同軸ケーブル等）側で遮蔽性の高い物を使用すること。 

 

③受信機に関する状況 

 

ＢＳデジタル放送用受信機出荷台数（累計）は、２００６年５月末現在で約

１，３６８万台とされているが、(社)ＢＳデジタル推進協会（以下、ＢＰＡという。）

の予測によれば、ＢＳデジタル放送の受信可能世帯数は２００８年３月に

２，４９１万世帯に達する（出典：ＢＰＡ「ＢＳデジタル放送の普及に関する調査」

平成１７年２月）と予測されている。新たに利用可能となるＢＳデジタル放送用周

波数を利用してデジタル放送を行おうとする放送事業者にとっては、そのサービス

の提供にあたり、現在広範に普及している現行受信機を活用できれば新たな市場の

開拓を要しないことから、事業展開上大きなメリットになるものと考えられる。ま

た、現行受信機によりＢＳデジタル放送を視聴している既存視聴者が現在得ている

利益を阻害しないように新たな周波数が利用されるのであれば、放送番組のＨＤ化

や放送番組数の多様化等により、視聴者の利益を一層向上させることができるとも

考えられる。 

 

一方、アナログ３チャンネルに用いられている周波数及び追加４チャンネルのデ

ジタル放送用周波数を利用してＢＳデジタル放送を新たに行う場合に共通する事

項として、現行受信機の性能確認や視聴者利益の確保といった観点から、現行受信

機による受信可能性及び今後の受信環境に関する分析を行うことが必要である。 

 

（１）ＴＳ（トランスポート・ストリーム）数 
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ＴＳ（トランスポート・ストリーム）とは、デジタル放送で採用されている

ＭＰＥＧ－２Systems（ISO/IEC13818-1）における多重化信号ストリームのこと

で、映像や音声等の複数の放送番組が一つの伝送単位にまとめられたものである。

平成１９年１２月１日からは第９チャンネルにおいて新たに３番組のデジタル放

送が開始され、その時点で、合計１１のＴＳが使用される予定である。 

 

対応可能なＴＳ数は受信機のメモリ容量に係る制約から限定されるが、現行受信

機の中には、使用されるＴＳ数の合計が１６を超えると、その超えた部分の放送番

組が視聴できなくなる受信機、又は、１６を超えた場合に、全ての放送番組が視聴

できなくなる可能性のある受信機が存在する。前者のように、対応可能なＴＳ数を

超えた場合、新たな放送番組に限って視聴できなくなる受信機については、それま

で視聴可能であった放送番組は引き続き視聴可能である。他方、後者のような、対

応可能なＴＳ数を超えると、それまで視聴可能であった放送番組をも視聴できなく

なる受信機については、既存視聴者保護の観点から特に重大な問題があると言わざ

るを得ず、仮にそのような事態が生じることとなった場合には、当該メーカにおい

て、少なくともそれまで視聴可能であったＴＳに係る放送番組が視聴できるように

するための対応が必要と考えられる。なお、関係メーカにより、ソフトウェアをエ

ンジニアリングストリーム放送で配信することでこういった対応自体は可能であ

るとの見通しが示されている。 

 

図表５９ 対応可能なＴＳ数と製造台数 

対応可能な TS 数 製造台数 

（2005 年末現在）

備考 

12 約 13 万台 2002 年末で製造中止 

16 約 18 万台 うち約 6 万台は、超過した TS 以外の TS に係

る既存放送も受信・視聴が不可能となるが、ソ

フトウェアによる対応が可能。 

25 約 1 万台 － 

32 約 470 万台 － 

50 以上 約 223 万台 － 

（出典：ＪＥＩＴＡ資料より作成） 

 

なお、現行受信機の約９６％については３２ＴＳまで対応可能であることか

ら、仮にアナログ３チャンネルに現在用いられている周波数及び追加４チャンネル

のデジタル放送用周波数を全て利用する場合においても、ほとんどの現行受信機に

おいて、以上のようなＴＳ数に係る制約については問題なく受信・視聴できるもの
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となっている。 

 

（２）Broadcaster ID（放送事業者）数 

 

基本的に、受信機のメモリ機能の容量に係る制約から、対応可能なBroadcaster ID

（放送事業者）数は決まっており、これを超える場合には、データ放送サービスを

提供できなくなる放送事業者が生じることとなる。現在、ＢＳデジタル放送におい

ては、データ放送による双方向サービス等が実施されているが、(社)電波産業会（以

下、「ＡＲＩＢ」という。）による民間標準規格で、当該サービスを行うために必

要とされるＮＶＲＡＭ（不揮発性メモリ）中の事業者専用領域にアクセスできる放

送事業者数が２０までと規定されている。なお、平成１９年１２月１日から新たな

ＢＳデジタル放送事業者が加わった時点において、放送事業者数は１３となること

が予定されている。 

 

図表６０ 対応可能なBroadcaster ID（放送事業者）数と製造台数 

 

対応可能な

BroadCASter ID数 

製造台数 

（2005年末現在）

備考 

20 約280万台 うち約126万台においては、NVRAM

の使用が不可能となる事業者が、視

聴者の選局（データ放送の取得）順

に決められる 

31以上 約516万台 － 

（出典：ＪＥＩＴＡ資料より作成） 

   

現行受信機の中で、ＮＶＲＡＭの当該領域にアクセスできる事業者数につい

て、２０を上限とする受信機が全体の約３分の１存在している。そのため、仮に、新

たにＢＳデジタル放送用周波数を利用する際に、２０を超える放送事業者となる場

合には、データ放送の提供が行えない放送事業者が生じる可能性があり、事業上の

制約となることが予想される。 

 

（３）Service ID（放送番組）数 

 

ＢＳデジタル放送においては、ＡＲＩＢによる民間標準規格に準拠し、（社）

ＢＳデジタル放送推進協会（以下「ＢＰＡ」）が各サービス毎に、Service IDと呼

ばれる識別子を割り当てている。現行受信機では、ＢＳデジタル放送で対応可能な

Service ID数は２００から１５００となっている。 
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図表６１ 対応可能なService ID数と製造台数 

対応可能な

Service ID数 

製造台数 

（2005年末現在）

備考 

200 約25万台 － 

250以上 約772万台 － 

 

 

 

 

 

 

（出典：ＪＥＩＴＡ資料より作成）       

   

対応可能なService ID数を超えた場合には、超えた部分に係る放送番組はEPGに

表示できなくなるため、当該放送番組を提供する放送事業者は、競争上不利な環境

に置かれることになる。また、対応可能なService ID数を超える場合に、具体的に

どの放送番組がEPG上表示されなくなるのかについては、商品規格によって違うこ

とから、受信機のモデル毎に異なる可能性がある。なお、平成１９年１２月１日か

ら第９チャンネルにおいてＢＳデジタル放送３番組が開始された場合のService ID

数については、８０程度となることが想定される。 

 

（４）リモートコントローラ上のワンタッチボタンの設定 

   

三波共用受信機等の現行受信機におけるリモートコントローラについては、１番

から１２番のワンタッチボタンが存在するが、その割り当てはＢＰＡ及び放送事業

者等の間において調整が行われている。そして、平成１９年１２月１日から第９チ

ャンネルにおいてテレビジョン放送３番組が新たに開始される時点で、１２番まで

の全てのボタンの割り当てがなされる見込みである。 

   

受信機付属のリモートコントローラで放送番組の視聴を選択するための方法に

は、スクロール、３桁選択等の方法はあるものの、選局の容易さ、ブランドイメー

ジ等の点で、ワンタッチボタンは優っており、事業の経済性に対しても影響を有す

るとも考えられる。 

 

なお、放送普及基本計画において、「（ＮＨＫのＢＳデジタル放送について）協会

の放送は、(ア)の協会の標準テレビジョン放送が終了するまで行うものとし、その

後については、当該放送の必要性、周波数事情その他の事情を勘案し、２番組（主

たる放送の番組数）を超えないことを前提に、衛星系による協会の放送全体を見直

すものとする。」とされている。従って、現行のＮＨＫのデジタル放送３番組のう

ち、仮に１番組が終了すれば、２０１１年には、１つのワンタッチボタンが空くこ

とになると考えられる。     
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（５）追加４チャンネル分のデジタル放送用周波数の受信 

 

現行受信機の中には、そのチューナによる周波数帯域制限及びチャンネル番号の

読み取りの可否の別により、追加４チャンネルのデジタル放送用周波数そのものが

受信できないものが存在する。このうち、アルゴリズム的にチャンネル番号の読み

取りが不可能なものについてはソフトウェアをダウンロードすることにより対応

可能と見込まれている。 

 

図表６２ 追加４chの受信と製造台数 

追加4chの受信 製造台数 

（2005年末現在） 

アルゴリズム的に取得すること自体が不可

能なもの 

約47万台 

チューナによる周波数帯域制限があるもの 約3万台 

（出典：ＪＥＩＴＡ資料より作成） 

 

チューナによる周波数帯域制限については、現在急速に普及している三波共用受

信機等では、追加４チャンネルについては問題なく受信できることが確認されてい

る。 

 

一方、初期のＢＳデジタル放送専用受信機には、追加４チャンネルのデジタル放

送用周波数受信に対応していない受信機が、約２万６千台（既存受信機のうちの約

０．３％）存在する。また、追加４チャンネルのチャンネル番号の読み取りができ

ない受信機は、約５０万台（既存受信機のうちの約６％）存在する。 

 

図表６３ 配慮すべき現行デジタル受信機等における規定要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TS（トランスポート・ストリーム）数TS（トランスポート・ストリーム）数

現行デジタル受信機の対応可能なＴＳ数を超えたＴＳが放送される場合、当該超過したＴＳ部分に関するデジタル放送は受信・視聴が不可能。
２００７年１２月１日よりＢＳデジタル放送は、１１のＴＳにより放送予定。

対応可能なＴＳ数が１２までの受信機は、２００２年末で製造が中止され、同年末までに１３万台が製造。

対応可能なＴＳ数が１６までの受信機は、２００５年末までに約１８万台が製造（うち一部については、当該対応可能なＴＳ数における既存のデジタ
ル放送までも受信・視聴できなくなるため、ソフトウェアによる対応が必要）。

対応可能なＴＳ数が２５までの受信機は、２００５年末までに１万台が製造。

２００５年末までにおいて、対応可能なＴＳ数が３２までの受信機が約４７０万台製造（全体約７９６万台の約６５％のシェア）。

○

○

○

○

○

Broadcaster_ID数（放送事業者数）Broadcaster_ID数（放送事業者数）

対応可能な放送事業者数が２０までの受信機は、２００５年末までに約２８０万台製造（全体約７９６万台の約３５％のシェア）。このうち、ＮＶＲＡＭ
の使用が不可能となる事業者が、視聴者の選局（データ放送の取得）順に決められるものが約１２６万台。

ジタル放送事業者数が一定数を超える場合、当該一定数を超過する事業者においては、双方向データ放送を行う際に使用する、現行デ
ジタル受信機におけるＮＶＲＡＭ（事業者専用領域）を使用することが不可能。

２００７年１２月１日よりＢＳデジタル放送は、１３のＢＳデジタル放送事業者により放送予定。

対応可能な放送事業者数が３１以上の受信機は、２００５年末までに約５１６万台製造（全体約７９６万台の約６５％のシェア）。

ＢＳデ

○
○

○

第17/19/21/23chの受信第17/19/21/23chの受信

一部の現行デジタル受信機において、第１７・第１９・第２１・第２３の４つのチャンネル自体を受信・視聴することが不可能。

当該４チャンネルに係るＴＳ（トランスポート・ストリーム）をアルゴリズム的に取得すること自体が不可能な受信機は、２００５年末までに約５２万台
製造（全体約７９６万台の約６％のシェア）。以上のうち、チューナによる周波数帯域制限により、約２万６千台が当該４チャンネルを受信不可能。

リモコン・ワンタッチボタン数

○

リモコン・ワンタッチボタン数

テレビジョン放送番組が12を超える場合、当該超過した番組については、リモコン・ワンタッチボタン
による視聴が不可能となり、三桁番号（Service_ID）の直接入力やEPG上での選局等が必要。

○ ２００７年１２月１日より、１２番までの全てのワンタッチボタンが割当て予定。

○ ２０１１年以降、ＮＨＫの現行３つの番組について、２番組を超えないことを前提として検討することが放
送普及基本計画により規定されており、少なくとも１つのボタンが新たに割当て可能予定。
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【参考】 

特に第１９チャンネルについては、前述のとおり他の無線局との干渉に係る問題を考慮する必要

がないことから、後述するように２００７年にその運用が開始される予定のＢＳＡＴ－３ａにおい

て利用を開始する可能性もあったと考えられる。しかしながら、検討会報告書によると、次のよう

に記載されている。 

 

   ・ 「第１７・１９・２１・２３チャンネルについては、現在の受信機には、これを使った放

送を受信する対応ができていないもの」があるとされ、その対応には新しい「ネットワーク

（１つの分配システムで伝送されるＭＰＥＧ－２のＴＳ多重の集合体）」を設定し、新たに受

信機を開発することが不可欠とされていること 

   ・ 「現行の受信機においては、どの受信機でも支障なく利用可能であるのは５チャンネル分

までであ」るとされ、「現在のサービス（第９チャンネルのデジタル放送での利用に伴い追加

割当てがなされるものを含む。）が現在の受信機により受信されることを確保しつつ」、追加

４チャンネル分のデジタル用周波数全てを現行受信機で受信することは困難とされていたこ

と 

・ 以上のために追加４チャンネル分のデジタル用周波数を２００７年から利用するためには

その準備期間が十分ではないとされていたこと 

・ したがって、第１７・１９・２１・２３チャンネルの利用は、ＢＳＡＴ－２ａの後継衛星

の打上げが見込まれる平成２３年（２０１１年）頃以後になると考えられること。当該衛星

の調達スケジュールや、受信機・受信システムの円滑な対応のための準備期間に３年程度を

要することを考えれば、遅くとも平成１９年（２００７年）頃までにはこれらのチャンネル

の利用の在り方について検討し、方針を決定することが適当であること 

・ その際には、第５・７・１１チャンネルの利用と同様に、サーバ型放送等の新しい技術の

進展動向、通信サービスにおけるブロードバンド化の進展及び地上放送のデジタル化の進展

を受けた需要の実態動向、その他の動きを見極めた上で、これらチャンネルの利用につい

て、検討することとするのが適当と考えられること 

 

④受信システムに関する状況 

 

追加４チャンネルのデジタル放送用周波数の利用にあたっては、個別受信システ

ム及び共同受信システムに関する中間周波数（受信した周波数を他の周波数に変換

して増幅する場合の変換後の周波数）の減衰という問題に関する検証が必要である。 

 

まず、個別受信システムについては、特に、１９９８年以降に設置された施設で

東経１２４度及び同１２８度の軌道上のＣＳデジタル放送サービスとＢＳ放送が

混合して伝送されている場合、追加４チャンネルを利用した場合の中間周波数が大

きく減衰する可能性がある。 
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図表６４ 個別受信システムの現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：ＪＥＩＴＡ資料より作成）      

 

次に、共同受信システムについては、特に、１９９６年以降の施設で東経１２４度

及び同１２８度の軌道上のＣＳデジタル放送サービスが伝送されている場合、その

中間周波数における伝送周波数帯域が追加４チャンネルのデジタル放送用周波数

の伝送周波数帯域と重複する可能性がある。 

 

図表６５ 共同受信システムの現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：ＪＥＩＴＡ資料より作成）     

 

以上により、追加４チャンネルのデジタル放送用周波数を利用することとなる場

CATV

衛星アンテナ
スカパー！

集端箱

ブースタ

4分配器

3分配器

6分配器

テレビ端子

宅内

CATV

衛星アンテナ
スカパー！

集端箱

ブースタ

4分配器

3分配器

6分配器

テレビ端子

宅内

①ＢＳ拡張帯域に非対応衛星アンテナ

①衛星対応の確認が必要同軸ケーブル

①帯域確認が必要
分配器・テレビ

端子等

①波数が非対応

②ＢＳ拡張帯域に非対応
ブースタ

BS拡張帯域に東経124/128度CSデジタ
ル放送（スカパー！）が伝送されている
施設あり

周波数配列

課 題

①ＢＳ拡張帯域に非対応衛星アンテナ

①衛星対応の確認が必要同軸ケーブル

①帯域確認が必要
分配器・テレビ

端子等

①波数が非対応

②ＢＳ拡張帯域に非対応
ブースタ

BS拡張帯域に東経124/128度CSデジタ
ル放送（スカパー！）が伝送されている
施設あり

周波数配列

課 題

ＢＳ衛星アンテナ

UHFアンテナ

UHFアンテナ

VHFアンテナ

UU混合器

UV混合器

同軸ｹｰﾌﾞﾙ
S-5C-FB

ブースタ

4分配器

ﾃﾚﾋﾞ端子

ﾃﾚﾋﾞ端子 ﾃﾚﾋﾞ端子

ﾃﾚﾋﾞ端子

①LNBがＢＳ拡張帯域に非対応衛星アンテナ

①衛星対応の確認が必要同軸ケーブル

①帯域確認が必要
分配器・テレビ

端子等

①波数が非対応

②ＢＳ拡張帯域に非対応
ブースタ

ＢＳ拡張帯域が東経124/128度CSデ
ジタル放送（スカパー！）混合のため
伝送不可の施設あり

周波数配列

課 題

①LNBがＢＳ拡張帯域に非対応衛星アンテナ

①衛星対応の確認が必要同軸ケーブル

①帯域確認が必要
分配器・テレビ

端子等

①波数が非対応

②ＢＳ拡張帯域に非対応
ブースタ

ＢＳ拡張帯域が東経124/128度CSデ
ジタル放送（スカパー！）混合のため
伝送不可の施設あり

周波数配列

課 題

スカパー！
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合には、ＪＥＩＴＡの「ＢＳデジタルマーク」登録機器及び優良住宅部品制度に基

づく(財)ベターリビングの「ＢＬ機器」の対象を含め、受信機メーカから販売店及

び施工業者に対して関係施設改修の必要性について、教示等を行うことが適当と考

えられる。 

 

また、以上の他、受信アンテナ及びブースタについては、追加４チャンネルのデ

ジタル放送用周波数に対応していないものがあり、また、分配機・テレビ端子等及

び同軸ケーブルについては、帯域等の確認が必要になると考えられる。これについ

ても同じく、ＪＥＩＴＡの「ＢＳデジタルマーク」登録機器及び優良住宅部品制度

に基づく(財)ベターリビングの「ＢＬ機器」の対象を含め、受信機メーカから販売

店及び施工業者に対して関係施設改修の必要性について、周知等を行うことが適当

と考えられる。 

 

⑤衛星の運用状況 

   

（１）安定性確保の必要性 

 

衛星放送においては、衛星に不具合が発生した場合、修理を行うことは事実上困

難である場合が多く、衛星の安定的・継続的な運用を確保するには、バックアップ

の衛星、別系統のシステムや中継器を準備する等万全の体制を整えることが不可欠

である。 

 

特に、ＢＳ放送については、準基幹的放送メディアとしての役割が期待されてお

り、ＢＳ放送の安定的な提供及び災害・障害時における継続的な対応を確保するた

めに、受託放送事業者及び委託放送事業者等の放送事業者自らの経営判断によ

り、従来から現用衛星と同じ機能を持つ予備衛星を保有し運用が行われてきている。

また、衛星管制用地球局及びアップリンク用地球局においても、震災等非常時を念

頭に主局及び副局を別地域に確保して運用がなされている。 

 

現在、ＢＳ放送は、５つの放送衛星により運用されているが、２００７年には、第

１チャンネル～第１５チャンネルが同時放送可能なＢＳＡＴ－３ａ（２０２０年設

計寿命。）の運用が開始される。なお、当該放送衛星に係る受託放送事業者たる㈱

ＢＳＡＴに対し、２００４年６月に、第５、第７、第１１の各チャンネルで実施さ

れているＢＳアナログ放送を継続するための放送衛星局３局、同じく第９チャンネ

ルでＢＳデジタル放送を実施するための放送衛星局１局の予備免許が交付されて

いる。ＢＳＡＴ－２ｃによりデジタル放送が行われている第１，３，１３，１５チ

ャンネルについては、現用衛星であるＢＳＡＴ－２ｃの設計寿命が２０１３年、予
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備衛星であるＢＳＡＴ－２ａの設計寿命が２０１１年となっていることから、これ

らの放送を維持するためには、後継の衛星を打ち上げることが必要となる。（な

お、ＢＳＡＴ－３ａに第１，３，１３，１５チャンネル対応可能な中継器が搭載されているこ

とは、必ずしもＢＳＡＴ社に、ＢＳＡＴ－３ａを用いるこれらのチャンネルに係る免許を与え

ることは意味しておらず、２０１１年以降の受託事業者の免許は改めて行われることが必要と

なる。） 

 

図表６６ ＢＳの運用状況 

放送衛星（ＢＳ） 

現在運用中 今後打上予定 

区      分 

ＢＳＡＴ－１ａ 

（ＢＳアナログ

放送の現用衛星） 

 

ＢＳＡＴ－

１ｂ 

ＭＢＳＡ

Ｔ 

ＢＳＡＴ－

２ｃ 

（ＢＳデジタ

ル放送の現用

衛星） 

ＢＳＡＴ－

２ａ 

（ＢＳデジタ

ル放送の予備

衛星） 

ＢＳＡＴ－３ａ

（ＢＳＡＴ－１後

継機の現用衛星）（ＢＳアナロ

グ放送の予備

衛星） 

中継器出力 
（ＴＶ免許値） １０６Ｗ １０６Ｗ １２１５

Ｗ 

１０６Ｗ １０６Ｗ １０６Ｗ 

周波数帯 
11.7～ 2.63～

2.65GHz

11.7～ 11.7～ 

12.2GHz  

11.7～ 
（ｃｈ番号等） 

12.2GHz  12.2GHz  12.2GHz  

 
 (1,3,13,15) (5,7,9,11) （5,7,9.11）  (1,3,13,15) 

11.7～ 

12.2GHz  

(1,3,5,7,9,11,13,1

5) 

静止軌道位置 東経１１０度 東経１１０度

 

東経

１４４度

東経１１０度

 

東経１１０度 

 

東経１１０度 

 

同時に使用できる

中継器数 
４中継器 ４中継器 １中継器 ４中継器 ４中継器 ８中継器 

打上げ 

年 月 

平成９年４月 平成１０年４月 平成１６年

３月 

平成１５年６月 平成１３年３月 平成１９年６月 

設計寿命 平成１９年頃 平成２０年頃 平成

２８年頃

平成２５年頃 平成２３年頃 平成３２年頃 
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放送衛星の安定的・継続的な運用を確保することは、ＢＳ放送が国民に最大限に

普及し、その効用を発揮する上での基盤となる必須事項であり、視聴者の放送への

信頼を確保する前提条件となるものである。この点、現在のＢＳ放送は、全体とし

て順調に発展し（２００６年４月末現在の契約数は、ＮＨＫは約１，２５７万

件、ＷＯＷＯＷは約２３８万件）、ＢＳデジタル放送が視聴可能な受信機も

２００６年５月現在で１，３６８万台と広範に普及してきている。新たなＢＳデジ

タル放送用周波数の利用が開始されても国民のＢＳ放送に対する期待や、これまで

に築かれてきた独自のＢＳブランドには変わりがないものと考えられる。従

って、ＢＳ放送の安定的・継続的な運用を確保することは、原則として引き続き必

要不可欠であると考えられる。 

 

（２）経済性の期待 

 

ＢＳ放送は、放送番組を制作・編集する者に対して、放送するための無線局を提

供する事業者が複数の静止軌道位置において競争しつつ複数存在しているＣＳ放

送と異なり、現行の放送番組の制作・編集を行う者に対して、放送するための無線

局を提供する事業者は東経１１０度という単一の静止軌道位置からのみであり、そ

の数が限定される（現在では、㈱ＢＳＡＴ１社のみ）性質を有しているため、その

経済効率的な運用が放送番組の制作・編集を行う者に対して与える影響も相対的に

大きいものと考えられる。ＢＳ放送においては、放送衛星の管理・運営を、他者に

依存せざるを得ない場合には競争の確保かあるいは経済性を確保する枠組も必要

になるものと考えられる。 

 

（３）新たな放送衛星の要件 

 

以上を踏まえ、２０１１年７月２４日を目途として、新たに利用可能となる

ＢＳデジタル放送用周波数を利用しようとする場合には、以下の点も踏まえつ

つ、新たなＢＳデジタル放送に係る放送衛星の安定的・継続的・経済的な運用の在

り方に関する検討を行うことが必要と考えられる。 

 

・ ２０１１年以降については、アナログ放送終了後の３チャンネル及び追加

の４チャンネルを含め、ＢＳデジタル放送全体の安定的・継続的な放送衛星

の運用を確保するためには、新たな放送衛星の打上げが必要となること 

・ 追加４チャンネルとアナログ放送終了後の３チャンネルを新たに利用する

際、新たな技術基準を採用する（視聴可能世帯数が「ゼロ」からスタートす

る）こととなっても、ＢＳデジタル放送全体の信頼性を損なうようなことが
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あってはならないこと（この放送サービスを早期に普及させるためにも、信

頼性が確実なものであることが、視聴者の視点にかなうものと考えられる。） 

    

一方、より経済性を重視する考え方からは、現在と異なる利用の在り方を検討す

ることも考えられる。 

 

（４）ＣＳ／ＢＳ共通衛星の可能性 

 

以上の検討において、ＢＳＡＴ－２系の後継衛星として、今後新たに放送衛星を

打ち上げる場合に、その静止軌道位置が同じ東経１１０度ＣＳを運用する衛星事業

者を中心に、ＢＳデジタル放送と東経１１０度ＣＳデジタル放送に係る衛星バスを

統合し共通化する衛星について、技術的な可能性、衛星の製造・打上げ、運用に係

る費用の効率化が可能である等の意見が本研究会において提出されている。 

 

一方、本研究会においては、以下のような理由により、実態上、ＢＳデジタル放

送と東経１１０度ＣＳデジタル放送における衛星を統合することには問題がある

との意見が受託放送事業者から提出された。 

 

・ アップリンクの周波数が異なることから地上からの電波を受ける受信装置

が別系統になること、又は、予備のトランスポンダの運用形態がＢＳと東経

１１０度ＣＳで異なることから、トランスポンダに係る回路の設計が別系統

になることにより、統合のメリットは小さいこと 

・ 太陽電池やバッテリにおいて、ＢＳ放送と東経１１０度ＣＳデジタル放送

の全てのチャンネルの需要を満たす電力の供給が難しい事態が発生した場

合、運用形態の異なるＢＳと東経１１０度ＣＳに電力を適切に配分すること

に技術的問題があること 

・ 準基幹放送メディアとしての役割が期待されているＢＳ放送と東経

１１０度ＣＳデジタル放送については、それらにおける衛星の安定運用につ

いての考え方が異なること 

 

しかしながら、ＢＳデジタル放送と東経１１０度ＣＳデジタル放送における衛星

の共通化については、衛星バスの大型化も進んでいることから、海外でも運用事例

があり、放送事業者、衛星事業者等の希望に留意した上で行われるのであれば否定

されるべきではないと考えられる。これに関しては、前述のとおりＢＳ放送全体に

おける安定性、継続性、そして、経済性の各観点からの課題を、関係者、専門家等

の協力も得て、適切な検討をできる限り速やかに行った上で決定することが望まし

いと考えられる。 
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なお、ＢＳＡＴ－２系の後継衛星と東経１１０度ＣＳデジタル放送用の衛星との

統合の可否については、前述のとおり、これによるＢＳデジタル放送が２０１１年

７月２４日からと想定され、また、衛星の調達スケジュールとして３年程度必要に

なることを考慮すると、遅くとも２００７年度始めまでにはその方向性を定めるこ

とが必要と考えられる。 

 

図表６７ 海外における統合衛星の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：ＪＳＡＴ㈱及び宇宙通信㈱提出資料より作成） 

 

（３）新たなＢＳデジタル放送用周波数の利用の在り方 

 

①利用の是非 

 

一般的に、参入・退出が自由に行われる市場においては、事業者間の公正な競争

が促進されることを通じて、当該サービスの円滑な提供の確保、サービスの高度

化、多様化、料金の低廉化などが実現され、その消費者の利益の向上が図られてい

る。この点、放送においては、これまで、周波数資源の稀少性や社会的影響力を考

慮し、放送の計画的な普及及び健全な発達を図るため、放送番組の数が放送普及基

本計画によって定められる形が一般的であった。（電気通信役務利用放送法は、資

源の稀少性の緩和を背景に例外的扱いを定めているもの。） 

 

当該周波数は我が国に割り当てられた稀少な周波数であり新サービス導入及び

現行サービス高度化の観点から積極的に有効活用することが求められる。 

 

また、その利用方法については、事業者ニーズに加え、視聴者ニーズ、事業環境、そ
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して、将来の利用可能性への配慮の観点からの検討が必要と考えられる。 

 

なお、視聴者ニーズ及び事業環境について、不透明であるため、新たな周波数の

利用にあたっては慎重に検討するべきとの意見もあるが、視聴者ニーズ及び事業環

境は、クロスメディア環境における競争が進展する中で、日々変化しつつあり、現

段階で全ての潜在的利用者や潜在的参入希望者のニーズをあらかじめ想定するの

はそもそも困難であると考えられる。従って、視聴者ニーズ及び事業環境が不透明

であることを理由に、利用可能なＢＳデジタル放送用周波数を利用しないこととす

るならば、国際調整手続を経て確保された国民の貴重な共有財産である当該周波数

等資源を空費することになりかねない。 

 

過去の様々な情報通信サービスについても、ニーズ等を完全に見極めた上で開発

が行われたわけではなく、むしろ、新技術の成果をいち早く国民に還元し、あるい

はシーズ先行のサービスも数多く見られるところである。 

 

従って、視聴者、事業者等の声は十二分に吸収する必要があるが、周波数の利用

を希望する者等の判断、見通しが、利用者利便の増進、事業の安定性、継続性等の

点も含め、一定の根拠を有するものと認められるならば、当該周波数を利用せずに

留保することは適当ではないと考えられる。 

 

新たにＢＳデジタル放送用周波数をデジタル放送に利用することについては、本

研究会において、既存放送事業者を中心に過当競争を危惧する意見が出された。し

かしながら、新たに利用可能となるＢＳデジタル放送用周波数の利用によって、新

たなサービスが提供されるようになれば、ＢＳデジタル放送はさらに豊かで魅力あ

る放送メディアに高められ、視聴者の利益が向上すると考えられる。また、新規事

業者の参入に刺激を受けた既存事業者が、サ－バ型放送等の新サ－ビスの導入や現

行サ－ビスの高度化等に取り組めば、ＢＳ放送全体の価値の向上や視聴者利益の向

上につながると考えられる。 

 

②利用方法 

 

新たに利用可能となるＢＳデジタル放送用周波数については、Ｈ．２６４／

ＡＶＣ映像符号化方式及びＤＶＢ－Ｓ．２伝送路符号化方式等新技術の導入による

一層効率的な周波数利用、高速ダウンロード型サービスの実施、通信・放送連携サ

ービス等の新たなサービスの導入、中長期的には立体テレビジョン放送等の将来実

用化が期待されるサービスのテストフィールドとしての活用といった可能性が期

待される。この点、本研究会においては、ＷＯＷＯＷによりサーバ型放送への活用

 76



について意見が提出され、また、ＮＨＫからは、サーバ型放送等の実用化、スーパ

ーハイビジョン（４Ｋ、８Ｋ。走査線２０００本、４０００本の高精細度テレビジ

ョン放送）や立体テレビジョン放送等の次世代サービスの開発・実用化のための実

験用、そして、新しい放送方式による放送へ移行する際のサイマル放送への利用の

可能性について意見が提出されたところである。 

 

放送大学学園からは、現行の衛星デジタル放送方式によるＢＳデジタル放送の実

施の可能性について検討中である旨の意見が提出されている。 

 

なお、ＢＳデジタル放送用周波数を地上デジタル放送の難視聴解消のために利用

することについては、周波数の稀少性に鑑みれば、具体的な事業の在り方が示さ

れ、その他の利用に供するよりも視聴者の利益に資すると総合的に判断される場合

にのみ、認めることとするのが適当であると考えられる。 

 

また、放送の公共的な役割、グローバル社会に果たすべき我が国の役割、海外情

報発信の必要性に鑑みれば、国際情報発信の促進のベースとなる国内における信頼

性の高い安定的な外国語チャンネル等としての利用を検討することも一案である。 

 

さらに、将来の利用可能性に関しては、ある新技術や新サービスについて、将来

実用化の可能性が高く、かつ、当該新技術や新サービスの導入が一定期間、当該周

波数の利用を留保するに値する意義のあるものとして具体的に立証されるのであ

れば、最低限の期間、ＢＳデジタル放送用周波数の利用を留保することが妥当であ

る場合も考えられる。従って、シーズ・ニーズの把握、将来の利用可能性への配慮

等の観点から、前述の各種技術的課題等を周知の上、具体的に計画又は想定してい

る、あるいは望ましい、求められるＢＳデジタル放送用周波数の利用システムにつ

いて、広く提案を募集することが適当と考えられる。 

 

③新たなＢＳデジタル放送用周波数の利用開始時期 

 

新たに利用可能となるＢＳデジタル放送用周波数を利用して放送を行う場合に

は、国際調整を経て我が国に割り当てられた有限稀少な資源を利用する BS 放送全

体の普及及び健全な発達の観点から、安定的、継続的、かつ、経済的な衛星運用の

確保が必要と考えられること、国民利用者への十分な周知の必要性等を踏まえ、で

きる限り時期を合わせて、放送が早期に開始されることが望ましいと考えられる。 

 

前述のとおり、現行のＢＳアナログ放送は現時点では２０１１年７月２４日の終

了が望ましいと考えられること、そして、追加４チャンネルのうち第２１及び第
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２３チャンネルについては、２０１１年７月２４日までの間は地上アナログテレビ

ジョン放送の受信障害世帯における視聴環境の確保のための対策について調整す

ることが必要となることから、アナログ放送終了後の３チャンネル及び追加４チャ

ンネルの計７チャンネルのデジタル放送用周波数の利用については、基本的には

２０１１年７月２４日以降同時に開始することとし、事情変更が生じた場合に

は、国民の意見等を踏まえ、改めて検討することが望ましいと考えられる。 

 

④採用する放送方式 

 

（１）新たな放送方式 

 

ＢＳデジタル放送に関しては、現在、地上デジタル放送、ＣＳデジタル放送とと

もにＭＰＥＧ－２に準拠した情報源符号化方式について規定した「標準テレビジョ

ン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式」（平成１５年１月１７日総

務省令第２６号。以下「標準方式」。）が、電波法（昭和２５年５月２日法律第

１３１号）第３８条に定める技術基準として１９９８年に策定され、これに基づき

放送が行われている。 

 

図表６８ デジタル放送の技術基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＳデジタル放送が視聴可能な受信機は、標準方式に基づき、ＡＲＩＢを中心に

策定されたデジタル受信機に関する民間の標準規格の下で、製造、販売が行われて

いる。現行受信機は、現行標準方式以外の放送方式には対応しておらず、新しい放

QPSK

シングルキャリア

27 MHz

12.2 ～12.75 GHz

ＣＳデジタル放送
（狭帯域伝送方式）

MPEG-2 Audio AAC※

MPEG-2 Video

MPEG-2 Systems

BPSK、QPSK、
TC8PSK

シングルキャリア

34.5 MHz

12.2 ～12.75 GHz

ＣＳデジタル放送
（広帯域伝送方式）

外符号： リードソロモン（204、188）

内符号： 畳込み符号化（符号化率 7/8、 5/6、3/4、2/3、1/2）、

TC8PSKはトレリス符号化 2/3

MULTI2

BPSK、QPSK、
TC8PSK

シングルキャリア

34.5 MHz

11.7 ～ 12.2 GHz

ＢＳデジタル放送

DQPSK、QPSK、
16QAM、64QAM

マルチキャリア
（OFDM)

5.7 MHz

UHF 帯

地上デジタル放送

方式

搬 送 波

符号化方式

符号化方式

多重化方式

スクランブル方式

変 調 方 式

伝送帯域幅

周波数帯

誤り訂正

映像

音声

使用

QPSK

シングルキャリア

27 MHz

12.2 ～12.75 GHz

ＣＳデジタル放送
（狭帯域伝送方式）

MPEG-2 Audio AAC※

MPEG-2 Video

MPEG-2 Systems

BPSK、QPSK、
TC8PSK

シングルキャリア

34.5 MHz

12.2 ～12.75 GHz

ＣＳデジタル放送
（広帯域伝送方式）

外符号： リードソロモン（204、188）

内符号： 畳込み符号化（符号化率 7/8、 5/6、3/4、2/3、1/2）、

TC8PSKはトレリス符号化 2/3

MULTI2

BPSK、QPSK、
TC8PSK

シングルキャリア

34.5 MHz

11.7 ～ 12.2 GHz

ＢＳデジタル放送

DQPSK、QPSK、
16QAM、64QAM

マルチキャリア
（OFDM)

5.7 MHz

UHF 帯

地上デジタル放送

方式

搬 送 波

符号化方式

符号化方式

多重化方式

スクランブル方式

変 調 方 式

伝送帯域幅

周波数帯

誤り訂正

映像

音声

使用

※ CSデジタル放送（27 ＭＨｚ帯）の場合は、MPEG-2 Audio ＢＣも使用可能。
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送方式による放送の受信を可能とするには、新たな技術基準、民間標準規格の策定

及びこれらに基づく新たな受信機の開発、普及が必要になる。その際、民間標準規

格等の策定、実験放送の実施から実用化、製品の製造・販売に至るまでを円滑に進

めるためには、実際に放送サービスが開始までに通常３年程度の準備期間が必要と

されている。 

 

他方、技術進歩により、現行放送方式のＭＰＥＧ－２方式が高機能化された

ＭＰＥＧ－４の発展形として、より圧縮率を高めることが可能とされる

Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式やデジタル信号をより効率の良い伝送が可能と

されるＤＶＢ－Ｓ．２伝送路符号化方式が実用化されており、欧米では、これらの

高度化された方式による衛星デジタル放送が既に開始されている。例えば、米国で

は、主要なＤＢＳ事業者（ＤｉｒｅｃＴＶ及びＥｃｈｏＳｔａｒ）は、多チャンネ

ル番組配信市場においてケーブル事業者と対抗する上で、地上ローカル放送局の

ＨＤ番組を衛星経由で送信するサービスを拡大することを目的とし

て、Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式及びＤＶＢ－Ｓ．２伝送路符号化方式によ

るＨＤサービスを既に開始している。また、英国においては、２００６年５月には

BskyB が同方式によるＨＤ番組の提供を開始している。 

 

また、我が国では、ＣＳデジタル放送を、地上デジタル放送の補完的な伝送路と

して活用することが検討されている。平成１７年７月２９日に公表された情報通信

審議会中間答申「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たす

べき役割」では、２００８年中には地上デジタル放送の再送信の実用化を目指すこ

とが盛り込まれ、行政及び関係事業者において、所要の検討が行われつつある。そ

の一環として、Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式及びＤＶＢ－Ｓ．２伝送路符号

化方式を利用した高度な放送方式の導入に関する技術的条件について、平成１７年

１０月３１日に情報通信審議会情報通信技術分科会に諮問が行われたところであ

り、７月に答申が予定され、その後、これに基づく当該条件を踏まえた技術基準が

制定される予定となっている。 

 

（２）新放送方式のＢＳ放送利用 

他方、本研究会では新たな放送方式の採用に消極的な意見も出されているところ

である。例えば、①ＢＳデジタル放送においては、既にフルスペックの高精細度テ

レビジョン放送が実施されており、新たな放送方式を採用する緊急の必要性はない

こと、②現行の放送方式に対応した受信機の普及をさらに進めることが必要であ

り、新方式採用は普及にマイナスに働く可能性があることから、現時点では新たな

技術基準の制定は時期尚早である等の意見である。 

 

 79



しかしながら、新たな放送方式であるＨ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式は、通

信・放送の双方のサービスにまたがって利用することが可能なものとして欧米でも

今後の中核的な技術として利用が開始されつつある。また、本研究会において、「過

去２０数年の動向等を踏まえると、今後５年以降においてＨ．２６４／ＡＶＣ方式

を超えた圧縮方式が開発等されることは難しい。今後５年以内の動きとし

て、Ｈ．２６４／ＡＶＣ方式標準の枠内において符号化制御の最適化が進められ、リ

アルタイムエンコーダの性能はさらに進化する。一方、コンテンツ２次利用の観点

で、ＭＰＥＧ－２からＨ．２６４／ＡＶＣへのトランスコード技術の重要性が増す

と予想される。」との意見も提出されているところである。今後、我が国において、通

信・放送の融合・連携が進展し、クロスメディア環境における競争が進展していく

中においては、新しい放送方式が実用化されることで、同じ周波数帯域で 2～3 倍

の番組が伝送可能となる等周波数の有効利用の上で中核的な技術に発展する可能

性があるとともに、周波数利用の効率化による衛星中継器利用コストの低廉化、新

規参入による放送主体の多元化、より多様な放送番組の提供が可能となると考えら

れる。さらにＨ．２６４／ＡＶＣ方式は、技術的にＭＰＥＧ－２と共通点が多い方

式であることから、仮にＨ．２６４／ＡＶＣ方式の採用が決まり、新たな受信機が

開発されることになれば、ＭＰＥＧ－２及びＨ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式の

チューナを併せて搭載することはさほど非現実的でなく、その点では現行方式の普

及を妨げることにはならない。従って、放送全体で進められているデジタル化の先

導的役割が引き続き期待されているＢＳ放送についても、新たな放送方式の活用を

促進することは、現行の放送方式に係る既存視聴者の利益を積極的に害するもので

なく、望ましいものと考えられる。 

 

従って、本年秋から、ＢＳデジタル放送におけるＨ．２６４／ＡＶＣ映像符号化

方式等の新技術の導入のための技術基準の整備等について検討を開始し、平成

１９年度には結論を得ることが適当である。 

 

 

（３）新たなＢＳ放送用周波数利用の際の放送方式の在り方 

 

現行の放送方式によるＢＳデジタル放送については、放送事業者にとって、現在

広範に普及している三波共用受信機に係る既存視聴者を前提にした事業展開が可

能となることを意味している。このため、少なくとも既存のサービスに影響を及ぼ

さず、現行受信機が使用不能となる等の既存視聴者の利益を阻害するような問題が

なく、また、万一問題が発生する場合に、その原因者等においてこれを回避又は補

償する方法が取られるならば、現行の放送方式により放送を行うことにも一定の合

理性は認められると考えられる。 
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従って、採用する放送方式については、放送事業者が視聴者ニーズに柔軟かつ迅

速に対応できるようにするため、技術中立性の観点から、基本的には、放送を行お

うとする者がそれぞれ採用する放送方式について選択することが可能である形が

望ましいと考えられる。 

 

この点、現行の放送方式による場合には、前述のとおり、特に、現行受信機にお

けるＴＳ数、放送事業者数、そして、リモートコントローラのワンタッチボタン数

の制約に係る技術的な問題の有無及び程度により、視聴可能世帯数、データ放送の

提供可能性等が異なることになる。従って、現行の放送方式を採用する場合は、そ

の放送番組の確実な受信を確保する観点から、視聴者利益が十分確保されるよ

う、現行受信機における当該規定要因の範囲内において行われることが望ましいと

考えられる。また、当該範囲を超える場合には、関係事業者において、別途、視聴

者利益を確保する仕組みが整備されていることが必要となると考えられる。 

 

また、新たな放送方式が採用される場合、各放送事業者毎に新たな受信機の開発

等が行われ、視聴者にとっては混乱を招くような事態も考えられる。しかしなが

ら、採用する放送方式を放送事業者によって選択することが可能となった場合、視

聴者ニーズを踏まえ、メーカ等関係者との協力の下、現行の放送方式と新しい放送

方式の双方に対応可能な受信機の開発を行うのみならず、視聴者への周知等視聴者

利益の確保への配慮を十分に行うことにより視聴者の混乱を回避することが放送

事業者自身の責任でもあり、自らの利益につながることになると考えられる。 

 

以上を踏まえれば、確実な受信を確保するための電波法上の技術基準として、計

画的な普及及び健全な発達を図る観点から、これまでは単一の現行放送方式が採用

されてきたが、今後新たに利用可能となるＢＳデジタル放送用周波数の利用を行う

にあたっては、事業者の自由な創意工夫による低コスト化又は高機能化を促進する

観点から、Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式及びＤＶＢ－Ｓ．２伝送路符号化方

式等の新たな放送方式も加えて複数の方式を採用することが適当と考えられる。従

って、今後、これらの新たな放送方式を導入するに当たっては、既存受信機が対応

可能な範囲（２中継器程度が利用されることとなる高精細度テレビジョン５番組程

度の追加）においては、現行の放送方式か新たな放送方式かの選択を事業者の希望

に委ねるとともに、その他については新たな放送方式を採用する方式が考えられる。

しかしながら、放送方式毎の中継器数が確定することが衛星の仕様確定・調達の前

提となることから、ＢＳデジタル放送用の周波数の利用システムに関する意見公募

の際に、いずれの放送方式を採用する意向であるかについて事業者の具体的な計

画・意見を求めることが適当である。なお、想定されるＢＳＡＴ－２系後継衛星の
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打上時期（平成２２年末）を念頭に置いて円滑な衛星調達を確保する観点から、今

後１年以内を目途に、結論を得ることとする。 

 

また、放送方式については、通信・放送の融合が進展する中で、「安心」、「安全」、「信

頼」でき、また、社会的影響が大きい放送サービスの安全性や信頼性を高め、また、通

信サービス等との差別化を図る観点から、放送システムのセキュリティ確保のた

め、放送設備の耐震性やサーバーダウン時のバックアップや復旧に関する基準の追

加等についてもあわせて検討することが望ましいと考えられる。 

 

⑤新たなＢＳデジタル放送用周波数の利用に適用される免許等制度 

 

平成元年１０月に「放送法及び電波法の一部を改正する法律」が施行され、民間

のＣＳを利用して、公衆に直接受信されることを目的としたサービスが計画されて

いること、そして、受信技術等における技術革新の結果、ＣＳも比較的小さなアン

テナで受信可能となっていることを踏まえ、以下のような理由から、既存のハー

ド・ソフト一致制度によらず、放送局の管理運用に責任を負わずに放送を行うこと

ができることとするハード・ソフト分離型の受託委託放送制度が導入された。 

    

・ 「通信と放送の境界領域的サービスに関する研究会」の中間報告（平成元

年２月）において、「従来、無線局免許と放送番組の編集主体が一体となった

放送制度がとられてきたのは放送事業者の独立性、自主性、放送の継続的か

つ安定的な実施の確保という観点からである」一方、「ＣＳを利用した放送

サービスにおいては、衛星自体の多チャンネル性や調達に伴うリスクの大き

さ等から、放送サービスを行おうとする者が、放送設備について管理運用責

任を負わずに放送に参入し、容易に事業展開ができるようにするため、無線

局の免許主体と放送番組の編集主体を分離した放送制度の導入について積

極的に検討」することが必要とされたこと 

・ ＣＳ放送においては、イ）製造から打上げ、サービス開始まで長期の準備

期間が必要となり、また、その間の資本コストも大きいこと、ロ）放送用以

外にも、多くの衛星中継器が搭載されること、ハ）管理運用には特別の施設

と専門的能力を要することがあることから、衛星を管理運用する主体とこれ

を利用してサービスを行う主体が分かれることが通常であること 

 

また、平成１４年１月には「電気通信役務利用放送法」が施行され、以下のよう

な背景を踏まえ、通信と放送の伝送路の共用に係る規制の合理化を図るため、電気

通信役務を利用して行う放送を可能する新たなハード・ソフト分離制度が導入され

た。 
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・ デジタル技術を中心とする技術革新により、ＣＳ等による電気通信回線の

広帯域化が急速に進展する一方、家庭においては高速・超高速インターネッ

ト等の広帯域のニーズが顕在化していたことから、それまで放送利用に限ら

れていた家庭への広帯域な伝送路について通信にも利用することが想定さ

れるものとなったこと 

・ 多チャンネル化したＣＳデジタル放送については、地上放送やＢＳ放送と

同様に、国が放送番組の数の目標を設定して推進し、総合放送を基本とする

等の規律を課すことに疑問が呈されるようになってきていること 

・ ＣＳ事業者からは自らの経営判断に基づいて柔軟に利用する観点から、放

送に利用する設備（衛星中継器等）の範囲を国が設定するのではなく、当該

設備を運用するための手続を簡素化するとともに、設備の通信・放送利用を

柔軟に行うことを可能とすることの要望が顕著になってきていること 

・ それまでの放送制度においては、ＣＳ事業者について、ＣＳでは既に通信

と放送のいずれにも利用が可能となっていたが、その場合の放送用の設備は

他のものとは区別され、その範囲が国により定められており、ＣＳ事業者が

自由に通信利用と放送利用を変更することができず、ＣＳにおける設備を放

送に提供する場合には受託放送事業者として放送局の免許を受けることが

必要となること 

 

図表６９ 衛星放送における受託委託放送制度の導入に関する経緯 
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の制度がとられてきたのは放送事業者の独立性・自主
性・放送の継続的かつ安定的な実施の確保という観点。

○他方、CSを利用した放送では

 

 

 

 

 

 

 

 

 

、衛星自体の多チャンネ衛星自体の多チャンネ

ル性や調達に伴うリスクの大きさ等ル性や調達に伴うリスクの大きさ等か
放送設備について管理運用責任を負わずに放放送設備について管理運用責任を負わずに放

ら、放送を行おうと
する者が
送に参入し、容易に事業展開送に参入し、容易に事業展開がで

・実態に即した構成実態に即した構成

きるようにするため、
放送局免許主体と番組編集主体を分離することが適当。

（特徴） であ
法律上の責任の範囲

ること。
・CS所有者と放送会社との法律上の責任の範囲

が実態と合いが実態と合い、両者の関係を律するの

、放送ソ放送ソ フトの制作能力フトの制作能力

が容易。

・放送設備に関しノウハウのない者、多額の設備
投資資金のない者でも

さえあれば新規参入さえあれば新規参入も

放送設備の管理運用について、公平性・放送事業放送設備の管理運用について、公平性・放送事業

可能（情報源の多様化）
○なお、CS所有者が放送事業者を選別し、又は、番組送

信契約でその内容に介入すること等がないよう、CS所有

者の
者の放送の自主性等を確保者の放送の自主性等を確保す

、継続的な放送を確保継続的な放送を確保

ることは依然として必要。
○また、従来の「放送局」に比べ、膨大な設備投資なく参

入が容易となるが する
財政面で事業遂行能力を求める財政面で事業遂行能力を求める

ため、参入
時には こ

衛星調達からデジタル衛星調達からデジタル

と等が必要。

［参考］「通信と放送の境界領域的サービスに関する研究会」中間報告
（平成元年2月10日）

○BS-4後発機の段階においては、

放送の円滑な立ち上げ及び放送の安定継続放送の円滑な立ち上げ及び放送の安定継続、今後の新今後の新
たなサービスの円滑な導入たなサービスの円滑な導入等

番組放送

の観点から、放送衛星局
の管理主体と番組編成主体を同一とする免許制度が適
当であるとの意見もあった。

一方、初期投資を軽減し、番組提供事業者間の競争と
新規事業者の参入機会を確保する必要があるが、BS放
送市場の活性化を図るという観点からみると、番組放送
事業者自身が衛星（放送局）を共同所有する形態は、結事業者自身が衛星（放送局）を共同所有する形態は、結
果として参入・退出を困難とする可能性果として参入・退出を困難とする可能性があ

初期投資を軽減初期投資を軽減

る。このため、
参入の自由化を行い事業者間の競争を促進することで
BS放送事業を活性化させる観点から、デジタル方式を
導入するBS-4後発機の段階より規制緩和を行い、受託
委託放送制度を適用すべきとの意見もあった。

いずれの形態により放送を開始するかについては、多
様化・高度化する放送に対する国民・視聴者の選択に対
応可能としつつ、かつ、デジタル放送が円滑に導入され
ることに配慮しながら、検討する必要。

○ し、委託放送事業者間の競争と新規事委託放送事業者間の競争と新規事
業者の参入機会を確保業者の参入機会を確保する観 、参入の自由化、点から 参入の自由化、
事業者間の競争によって事業者間の競争によってBSBS放送市場の活性化を図る放送市場の活性化を図るた

り、
り20

め、受託委託放送制度の導入が適当。

［参考］「BS-4後発機検討会」報告書（平成9年3月4日）
平成9年3月28日電波監理審議会諮問第21号説明資料

○BSデジタル放送は、受託委託放送制度が適用されている結果、

役務の提供義務等及び変更命令の規定によ 法的に公平な
条件で中継器の利用が担保され、これによ 20を超える委託放を超える委託放

送事業者が、公平な条件で衛星放送施設の確保を実現送事業者が、公平な条件で衛星放送施設の確保を実現。
平成BSAT-1a後継衛星により行われる衛星放送は、平成1919年以年以

後にはこれを提供する番組編成主体が増加することが想定後にはこれを提供する番組編成主体が増加することが想定され
、上述の実績上述の実績

、
多数の番組編成主体が放送を行うBS放送では を

、平成

踏まえ、BSAT-1a後継衛星による衛星放送についても同様に、

本制度の適用が適当。
当該制度の適用に際しては 平成2323年までに終了するアナロ年までに終了するアナロ

グ放送の事業者と、本衛星によりデジタル放送を行うそれ以外グ放送の事業者と、本衛星によりデジタル放送を行うそれ以外
の放送事業者との間の公平性を確保の放送事業者との間の公平性を確保する

ハードソフト一ハードソフト一

ことも重要であり、
BSAT-1a後継衛星により衛星放送が開始される当初から、全中

継器について当該制度を適用することが適当。
なお、本件に関しては、上述のとおり、いわゆる

致を採る方が、非常災害時の臨機の情報提供や国民に良質の致を採る方が、非常災害時の臨機の情報提供や国民に良質の
コンテンツを提供するという観点から妥当とする意見（コンテンツを提供するという観点から妥当とする意見（NHKNHK））が

、放送衛星局の運用管理は制度放送衛星局の運用管理は制度あった。しかし、衛星放送では
に関わらず、これを専門に行う事業者が行う形で従来から行に関わらず、これを専門に行う事業者が行う形で従来から行わわ
れてれてきており、この中で非常災害時の対応等が採られてきた実きており、この中で非常災害時の対応等が採られてきた実
績も十分績も十分にあ

、委託放送事業者間の競争と新規事業者の参入機会委託放送事業者間の競争と新規事業者の参入機会

るのが実情。従って、当該制度を採用した故に情
報やコンテンツ提供に支障が生じるといった自体は直ちには想
定し難く
を確保を確保する観点から、衛星放送については当該制度が適当。

［参考］「BS放送のデジタル化に関する検討会」報告書
（平成15年12月17日）

受託委託放送制度受託委託放送制度

2002年（平成14年）12月
東経110度CSデジタル放送開始

受託委託放送制度受託委託放送制度

受託委託放送制度受託委託放送制度

ハード・ソフト一致制度ハード・ソフト一致制度
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他方、ＢＳ放送については、従来より放送事業者の独立性、自立性を確保し、視

聴者からの放送の継続性・安定性の要請に応えるため、放送局の管理主体と番組の

提供主体が同一の主体であることが必要とされ、ＢＳアナログ放送においてはハー

ド・ソフト一致制度が適用されてきた。 

 

しかしながら、平成１２年１２月から開始されたＢＳデジタル放送について

は、ハード・ソフト一致制度により放送事業者自身が衛星（放送局）を共同所有す

る形態は、結果として多様な放送事業者の参入を困難とする可能性があるため、委

託放送事業者間の競争及び新規事業者の参入機会を確保し、参入の自由化、事業者

間の競争によってＢＳ放送市場の活性化を図ることを目的として、受託委託放送制

度が導入された経緯がある。 

 

その後、平成１９年１２月から開始されるＢＳＡＴ－３ａにより行われるＢＳデ

ジタル放送についても、これを提供する番組編成主体がさらに増加することが想定

されたところ、受委託放送制度の下で、多数の番組編成主体が放送を行うＢＳデジ

タル放送においてそれまで法的に公平な条件での中継器の利用が担保され、これに

より多くの委託放送事業者が公平な条件で衛星放送施設を確保することが可能と

なっていた実態を踏まえ、同様に受託委託放送制度を適用することとされた。そし

て、これによってＢＳデジタル放送に利用するチャンネル（中継器）数（５）、放

送番組数（テレビジョン放送１２）がＢＳアナログ放送のそれら（それぞれ３、７）

を上回ることとなったこと、新たなＢＳデジタル放送が開始される平成１９年

１２月の時点でのＢＳデジタル放送の視聴可能世帯数もＢＳアナログ放送を上回

るものと想定されたこと、ＢＳアナログ放送の事業者とＢＳデジタル放送を行う事

業者との間の公平性を確保することが必要と考えられることから、ＢＳアナログ放

送についても受託委託放送制度が適用されることとなり、これによって、ＢＳ放送

は全て受委託放送制度の下で行われることとなっている。 

    

上記のハード・ソフト分離による受託委託制度の意義は、その後も変化しておらず、新

たに利用可能となるＢＳデジタル放送用周波数（アナログ放送終了後の３チャンネル

及び追加４チャンネル）を利用した放送が開始されることとなるため、今後も継続す

るものと考えられる。 

 

他方、アメリカのＤｉｒｅｃＴＶ等衛星放送事業者は、衛星設備を自ら管理・運

用し、番組供給者から提供された放送番組をパッケージ編成して放送を行う、ハー

ド・ソフト一致の形態を取っている。これは、複数の放送番組を視聴者に提供する

主体がそれぞれの番組提供者ではなくＤｉｒｅｃＴＶ等一者となっていることか

ら、ハード部分も含めて調達・管理・運用を行うことで安定的かつ効率的な経営を
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実現することを目的としていると考えられる。この点、我が国のＣＳデジタル放送

においても、今後一者の提供する放送番組数が一衛星の管理・運用に見合う規模と

なる場合には、同様にハード・ソフト一致方式がより効率的な方法となり、これを

要望する衛星事業者、放送事業者が登場することも想定される。 

 

しかしながら、ＢＳ放送はＣＳ放送に比べて利用可能な周波数等資源の稀少性が

高く、独立した衛星の管理・運用に見合う規模のチャンネル数を１者が保有するこ

とは制度上想定しがたい。従って、ＢＳ放送においては、引き続き、ハード・ソフ

ト分離方式を採用することが適当と考えられる。 

 

⑥マスメディア集中排除原則 

    

マスメディア集中排除原則は、放送が有限な周波数等資源を用いること、国民生

活や表現・言論をさせる重要なマスメディアとして社会的影響力が大きいことを理

由として、できる限り事業者の多元性を確保するための制度として運用されている。 

 

図表７０ マスメディア集中排除原則の概要 

 

放送法第２条の２（放送普及基本計画）

電気通信役務利用放送の業
務を行おうとする者

ＢＳデジタル・ＣＳ委託業務
の認定を受けようとする者

放送局を開設しようとする
者（地上・ＢＳアナログ）

対
象

電気通信役務利用放送法
施行規則第７条

放送法施行規則
第１７条の８等

放送局の開設の根本的基準
第９条等

省
令

電気通信役務利用放送の業
務を行おうとする者

ＢＳデジタル・ＣＳ委託業務
の認定を受けようとする者

放送局を開設しようとする
者（地上・ＢＳアナログ）

対
象

電気通信役務利用放送法
施行規則第７条

放送法施行規則
第１７条の８等

放送局の開設の根本的基準
第９条等

省
令

委託放送業務
認定の審査基準

委託放送業務
認定の審査基準放送局免許の審査基準放送局免許の審査基準

放送法第５２条の１３
第１項第３号

放送法第５２条の１３
第１項第３号

電波法第７条第２項
第４号

電波法第７条第２項
第４号

電気通信役務利用放送
登録の審査基準

電気通信役務利用放送
登録の審査基準

電気通信役務利用放送法
第５条第１項第６号

電気通信役務利用放送法
第５条第１項第６号

放送が健全な民主主義の発達に
資するようにすること

放送が健全な民主主義の発達に
資するようにすること

放送が国民に最大限に普及されて、
その効用をもたらすことを保障すること

放送が国民に最大限に普及されて、
その効用をもたらすことを保障すること

放送法第１条（目的）

放送をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、
放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにする

放送をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、
放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにする

一の者によって所有又は支配される放送系の数を制限

多元性、多様性、地域性の三原則を実現

一の者によって所有又は支配される放送系の数を制限

多元性、多様性、地域性の三原則を実現

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には、ＢＳデジタル放送の場合、その放送用周波数の稀少性、期待される

準基幹放送としての役割と社会的影響力に鑑みて、一の委託放送事業者は衛星中継

器の二分の一相当の周波数を上限としてＢＳデジタル放送を行うこととされてい

る。また、地上放送事業者については、地上放送が有している社会的影響力の大き

さに鑑みて、ＢＳデジタル放送をあわせて行うことはできないこととされている。 
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図表７１ 衛星放送のマスメディア集中排除原則の概要 

 ①出資比率規制

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ＢＳデジタル放送事業者、ＣＳデジタル放送事業者、衛星役務利用放送事業者の３分の１以上
の議決権の保有を禁止

○ 地上放送事業者によるＢＳデジタル放送事業者の２分の１を超える議決権の保有を禁止

②役員規制

○ ５分の１を超える役員兼務を禁止

○ 代表権を有する役員、常勤役員の兼務を禁止。

①出資比率規制

○ ＢＳデジタル放送事業者、ＣＳデジタル放送事業者、衛星役務利用放送事業者の３分の１以上
の議決権の保有を禁止

○ 地上放送事業者によるＢＳデジタル放送事業者の２分の１を超える議決権の保有を禁止

②役員規制

○ ５分の１を超える役員兼務を禁止

○ 代表権を有する役員、常勤役員の兼務を禁止。

Ｘ社Ｘ社

ＢＳデジタル放送事業者及びＣＳデジタル放
送事業者を支配する者の例

ＢＳデジタル放送事業者及びＣＳデジタル放
送事業者を支配する者の例

３分の１以上の議決権保有は支配に該当

３分の１以上ＢＳデジタル放送事業者であるＹ社
の議決権を保有するＸ社は、原則、ＣＳデジタル
放送事業者であるＺ社の議決権を３分の１以上
保有することができない。

ＣＳ放送事業者
Ｚ社

ＣＳ放送事業者
Ｚ社

ＢＳ放送事業者
Ｙ社

ＢＳ放送事業者
Ｙ社

×
３分の１以上３分の１以上

Ｘ社Ｘ社

地上放送事業者及びＢＳデジタル放送事業
者を支配する者の例

地上放送事業者及びＢＳデジタル放送事業
者を支配する者の例

２分の１を超える議決権保有は支配に該当

１０分の１以上地上放送事業者であるＹ社の議
決権を保有するＸ社は、ＢＳデジタル放送事業
者であるＺ社の議決権を２分の１を超えて保有
することができない。

ＢＳ放送事業者
Ｚ社

ＢＳ放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｙ社

地上放送事業者
Ｙ社

×
１０分の１超 ２分の１超

③出資比率規制、役員規制の例外（中継器の数による規制）

○ ①②に関わらず、一定の数の中継器相当の伝送容量以内ならば支配・参入可

○ 当該一定の数は、兼営の形態によって決定される

③出資比率規制、役員規制の例外（中継器の数による規制）

○ ①②に関わらず、一定の数の中継器相当の伝送容量以内ならば支配・参入可

○ 当該一定の数は、兼営の形態によって決定される

８中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で１２中継器以内）

４中継器
（テレビ放送：４中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

１／２中継器
（テレビ放送：１／２中継器以内

超短波放送：２／４８中継器以内

データ放送：３／４８中継器以内）

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

８中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で１２中継器以内）

４中継器
（テレビ放送：４中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

１／２中継器
（テレビ放送：１／２中継器以内

超短波放送：２／４８中継器以内

データ放送：３／４８中継器以内）

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

４中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で６中継器以内）

２中継器
（テレビ放送：２中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

支配不可

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

４中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で６中継器以内）

２中継器
（テレビ放送：２中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

支配不可

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

６中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で９中継器以内）

３中継器
（テレビ放送：３中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

１／２中継器
（テレビ放送：１／２中継器以内

超短波放送：２／４８中継器以内

データ放送：３／４８中継器以内）

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

６中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で９中継器以内）

３中継器
（テレビ放送：３中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

１／２中継器
（テレビ放送：１／２中継器以内

超短波放送：２／４８中継器以内

データ放送：３／４８中継器以内）

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

新規参入の場合、ＣＳ放送事業者又は衛星役務利用放送事業者が参入する場合新規参入の場合、ＣＳ放送事業者又は衛星役務利用放送事業者が参入する場合

地上放送事業者が参入する場合地上放送事業者が参入する場合

ＢＳ放送事業者が参入する場合ＢＳ放送事業者が参入する場合
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ＢＳデジタル放送の受信可能世帯数は、ケーブルテレビでのアナログ変換による視

聴世帯を含め、２００６年５月末現在で既に１，５００万を超え、今後も三波共用受

信機等の普及が進むと考えられることから、既に開始されているＢＳデジタル放送に

ついては社会的影響力は益々大きくなると考えられるが、有料でサービスを提供する

場合については、社会的影響力は無料放送に比べて相対的に小さいと考えられる。そ

のため、有料でサービスを提供する場合については、ＣＳ放送とのバランスも踏ま

え、マスメディア集中排除原則を緩和することも考えられるところ、この点について

は、ＢＳ放送全体の準基幹放送としての位置付けに十分留意しつつ、引き続き検討す

ることが必要である。 

 

他方、Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式及びＤＶＢ―Ｓ．２伝送路符号化方式等

新たな放送方式によるＢＳデジタル放送については、利用可能な周波数の増加、新た

な放送方式の活用による周波数の有効利用促進等を踏まえれば周波数の稀少性は大

幅に緩和されることになる。新たな放送方式によるＢＳデジタル放送については、一

から受信機開発の普及が行われるものと想定されることから、既存放送とは異なった

受信環境の下、社会的影響力も比較的小さいと考えられる。従って、新たな放送方式

によるＢＳデジタル放送におけるマスメディア集中排除原則については、既存の

ＢＳデジタル放送よりも大幅に緩やかなものすることが適当であると考えられる。ま

た、有料でサービスを提供する場合については、マスメディア集中排除原則をさらに

緩やかなものとすることも考えられる。 

 

また、地上放送事業者が今後新たに放送を開始するＢＳデジタル放送を併せて行う

ことについては、地上放送の有する社会的影響力が大きいことから、多様な事業者の

参入を優先するべきと考えられる。ただし、新たな放送方式を採用する場合には、地

上放送事業者の大きな社会的影響力行使のマイナス効果も小さく、また、新たな受信

機の開発・普及への貢献は否定すべきでないとも考えられることから、他より厳しい

制限の下で認めることも検討を行ってよいと考えられる。地上放送事業者以外の既存

放送事業者については、一定の周波数を限度に、新たなＢＳデジタル放送用周波数の

利用を認めることが適当と考えられる。 

 

なお、既存のＢＳデジタル放送について周波数の有効利用及び利用者利益の向上の

観点から、現状の周波数帯域の範囲内で新たにサーバ型放送等のサービスを開始する

等の場合は、当該業務に係る新たな認定を行う等の枠組みを新たに設けること等は検

討に値するものと考えられる。 

 

具体的な基準の在り方等については、平成２０年夏頃に想定される委託放送業務の
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認定申請を念頭に置けば、平成１９年中には結論を得ることが必要である。 

 

⑦外国性の排除 

 

新たなＢＳデジタル放送は、周波数資源の稀少性は緩和されるものの、東経

１１０度ＣＳを除くＣＳ放送に比べれば依然として有限稀少かつ公共性が高い状

況には変わりがないことから、現時点では現行の枠組を維持すべきと考えられる。

但し、具体的な基準等の在り方については、全体スケジュールを念頭に置けば、平

成１９年中には結論を得て、平成２０年夏頃に整備される委託放送事業者の申請受

付に間に合わせる必要があると考えられ、今後の衛星放送の発展状況も踏まえ、東

経１１０度ＣＳデジタル放送と併せて、その見直しの是非について引き続き検討を

行うことが必要である。 

 

⑧ＮＨＫのＢＳ放送 

 

ＮＨＫの行うＢＳデジタル放送については、放送普及基本計画上、「（ＮＨＫの

ＢＳデジタル放送について）協会の放送は、(ア)の協会の標準テレビジョン放送が

終了するまで行うものとし、その後については、当該放送の必要性、周波数事情そ

の他の事情を勘案し、２番組（主たる放送の番組数）を超えないことを前提に、衛

星系による協会の放送全体を見直すものとする。」とされている。 

  

以上に加え、新たなＢＳデジタル放送をＮＨＫが行うことの是非、チャンネル数

等については、公共放送としてのＮＨＫの在り方に関する全体の議論の中で検討す

る必要がある。 

 

また、地上デジタル放送の補完的手段としてのＢＳ放送については、特に

ＮＨＫが実施する場合、難視聴解消としての役割を担うＢＳ２を引き続き行ってい

くこと等、今後、周波数事情その他の事情を勘案してＮＨＫ全体の在り方の中で認

められたチャンネル数の範囲内で検討することが必要である。 

 

⑨新たなＢＳ放送のスケジュール 

 

新たなＢＳデジタル放送に係るスケジュールは、上記の検討を踏まえると、以下

のようになる。 

    

・ 放送開始・・・２０１１年７月２４日以降 

・ 衛星引渡・・・２０１０年１２月目途 
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・ 衛星調達・・・２００８年１月目途 

・ 受託放送事業者の決定・・・２００７年１２月目途 

・ 委託放送事業者の決定・・・２００９年７月目途 

 

こうしたスケジュールの下、新ＢＳ放送の開始を円滑に行う為には、放送普及基

本計画及び放送用周波数使用計画の変更、技術基準の策定、受託放送業務に係る免

許方針及び委託放送業務に係る認定方針の策定等所要の手続・制度の整備が必要で

あり、必要に応じて意見公募や電波監理審議会への諮問等を行うことが求められる。 
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２ 衛星放送の公正かつ有効な競争のための環境整備 

 

（１）東経１１０度ＣＳデジタル放送への電気通信役務利用放送法の適用の是非 

    

電気通信役務利用放送法（以下「役務法」という。）は、電気通信役務利用放送

の持つ大きな社会的影響力に鑑み、一定の適格性を確認するための登録制、設備の

技術基準適合維持義務等を課すことにより、その受信者の利益を保護するととも

に、電気通信役務利用放送の健全な発達を図ることを目的としている。 

    

この点、放送に対する規律は、周波数の有限稀少性に加え、放送が瞬時に広範に

情報を伝達できる即時性・広範性を有し、また映像や音声で人間の視聴覚に訴え、か

つ居室に直接飛び込む強い浸透性を有するという大きな社会的・文化的影響力をも

つことにも着目し、公共の福祉を確保する上で必要なものとなっている。 

    

以上より、役務法においても、この放送の社会影響力に着目して必要な規律を設

ける一方、周波数の稀少性の緩和に鑑みて、より緩やかな規律としているものであ

る。 

    

また、どのような種類の放送が役務送の対象となるかについては、そのときどき

の各種放送の実態、国民視聴者の期待やその利益の保護の在り方、周波数監理政

策、放送事業者の経営ニーズ等により判断される事項であると考えられる。現在で

は、地上放送、ＢＳ放送、東経１１０度ＣＳ放送については、利用可能な周波数が

限定されていることと併せて、周波数の空きがある場合には今後とも多数の参入希

望者における競争可能性が予想されること並びにその社会的影響力の大きさに鑑

み、放送の実施の可否を市場原理に委ねることは適当ではないと判断されている。 

 

これについて本研究会においては、東経１１０度ＣＳデジタル放送（右旋円偏波

を利用するものに限る。以下同じ。）については、本研究会において、ＣＳ放送事

業者、（社）衛星放送協会及び(株)スカイパーフェクト・コミュニケーションズか

ら、以下のとおり、視聴者ニーズに迅速かつ柔軟に対応し、ＨＤ化等を推進するた

めには、大規模事業の容認（マスメディア集中排除原則の緩和）及び東経１１０度

ＣＳデジタル放送を電気通信役務利用放送法の適用対象とすることが必要と求め

る意見が出されている。 

 

・ サービスの伸び悩みに関して、三波共用受信機の普及だけでは視聴可能とな

っていない（アンテナが必要であること）こと、効率的な周知広報や営業活動

が必ずしも十分になされてこなかったこと、ＢＳや東経１２４度及び同
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１２８度ＣＳとのコンテンツの差別化が不十分であること等の原因があるこ

と 

・ 同じ三波共用受信機で視聴可能な地上デジタル放送及びＢＳデジタル放送に

おけるＨＤ化が先行していること 

・ ＨＤの業務認定を受けているにも関わらず、認定後未だにＨＤを開始してい

ない事業者が多いこと、 

・ ＨＤ化や効率的効果的な営業活動の推進の為には、事業者間の連携では限   

界があることから、一者で多数のＨＤチャンネル番組を保有することが必要。 

・ 委託放送事項等の変更にあたり手続に時間がかかること 

 

東経１１０度ＣＳデジタル放送は、２００２年３月に開始され、２００６年５月

末現在、約３５万の加入件数となっており、その普及の「実態」に鑑みると、現在

約４００万の加入件数となっているその他のＣＳ放送と比べむしろ社会的影響力

は小さいと考えられる。しかしながら、今後、２０１１年７月に向けて地上アナロ

グテレビジョン放送が全面的にデジタル化されていく中において、地上デジタル放

送やＢＳデジタル放送とともに受信・視聴が可能な三波共用受信機が急速に普及し

ており、その「潜在的な」国民生活に対する普及・浸透の可能性は大きく、今後、そ

のような潜在的可能性が顕在化することも考えられる。 

 

また、東経１１０度ＣＳデジタル放送において利用可能な周波数について

は、２００２年当時から変更はなく、右旋円偏波用周波数は１２チャンネル分のま

まである。この点、東経１１０度ＣＳデジタル放送については、実際に一部の事業

者が撤退する例も見られたものの、この場合も、委託放送業務の公募に対して、利

用可能な周波数を超える申請が行われ、あるいは、経営統合により、委託放送業務

が引き継がれるなど、「周波数が空いたまま埋まらない」といった事態には至って

いないところである。 

 

従って、実際に、各周波数（チャンネル）が受託委託放送にほとんど全て利用さ

れている現状に鑑みると、東経１１０度ＣＳ（右旋円偏波）において、電気通信役

務利用放送に利用可能な周波数はその需要を大幅に上回っているとは言えない。 

 

以上のとおり、潜在的な社会的影響力増大の可能性、周波数資源の稀少性が認め

られることから、東経１１０度ＣＳデジタル放送をいわば「早いもの勝ち」の役務

法の仕組みに委ねることは、現時点では不適当と考えられる。 

    

他方、クロスメディア環境における競争が進展する中において、その事業環境を

できるだけ柔軟にすることが視聴者利益に資するという観点からは、現在の受委託

 91



放送制度に基づく東経１１０度ＣＳデジタル放送についても、その他のＣＳ放送と

ともに、例えば、次の点について、検討を行うことが適当であると考えられる。 

 

・ 委託放送業務を行う事業の譲渡に伴う地位の承継の制度化 

・ 委託放送事項等の変更の手続簡素化 

・ マスメディア集中排除原則の緩和 

・ ハード・ソフト一致制度の選択制の導入 

・ 新しい放送方式の選択可能化 

 

【参考】東経１１０度ＣＳデジタル放送における現行制度 

 

（１）委託放送業務の認定 

    

放送番組の編集責任を有する委託放送業務については、総務大臣の認定が必要とされている

（放送法第５２条の１３）。そして、委託放送業務については、次の理由により、放送番組ごと

にその認定が行われることとされている。 

   

・ 「委託放送業務」の定義が「受託放送事業者に委託してその放送番組を放送させる業

務」とされている（同法第２条の第３の５号）こと 

・ 電波法、放送法の規律は放送番組ごとに行われているため、委託放送業務だけこれと

異なる単位で考えることは不適切であること 

・ 現行法の規定の適用において放送番組の数を単位として委託放送業務を考えることが

適当な規定があること（例：委託放送業務の休止・廃止の規定） 

    

なお、ここにいう「放送番組」とは、委託して放送させる事項（「委託放送事項」）の「種類、内

容、分量、配列」をいい（同法第２条第４号）、それぞれ具体的には、次のとおりとされている。 

 

・ 種類：委託放送事項を一定の観点から分類したものであり、例えば、報道、教養、教

育、娯楽、広告等 

・ 内容：委託放送事項を構成するもの、すなわち具体的内容であり、例えば、時事ニュ

ース、スポーツニュース、サッカー中継等 

・ 分量：放送に要する時間数又は語数 

・ 配列：委託放送事項の配置の順序であり、具体的には、何時何分に何を放送するかを

定めたもの 

 

そして、委託放送業務の認定の申請にあたっては、次のように行われることとされている（同

法施行規則第１７条の７）。 
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・ ＢＳ放送又はＣＳ放送ごと 

・ 委託して行わせる放送の種類ごと 

・ 有料放送又はそれ以外ごと 

・ 人工衛星の軌道又は位置ごと 

・ 希望する周波数の一ごと（一の周波数を使用して二以上の放送番組を放送させる場合

にあっては、放送させる放送番組の一ごと） 

 

以上により、委託放送業務については、それぞれの放送番組ごとに、認定の内容として欠く

ことのできないもの、認定の条件及び運用上の条件となる次の事項が記載された認定証が交付

されている（同法第５２条の１４第２項及び第３項） 

   

・ 認定の年月日及び認定の番号 

   ・ 認定を受けた者の氏名又は名称 

   ・ 委託して行わせる放送の種類 

   ・ 委託の相手方 

   ・ 委託の相手方の人工衛星の放送局に係る人工衛星の軌道又は位置 

   ・ 委託して行わせる放送に係る周波数 

   ・ 委託放送事項 

 

なお、ここで「委託して行わせる放送の種類」とは、放送法施行規則に定めるテレビジョ

ン放送（高精細度テレビジョン放送、標準テレビジョン放送）、データ放送、超短波放送をい

う。従って、例えば、ある放送番組について標準テレビジョン放送として委託放送業務の認

定を受けている場合に、それを高精細度テレビジョン放送に変更しようとする場合には、一

旦当該業務を廃止した上で、改めて高精細度テレビジョン放送として認定を受ける必要があ

る。 

 

（２）委託放送事項の変更の許可 

    

委託放送事項については、前述のとおり、認定証に記載され、認定の内容として欠くことの

できないもの、認定の条件及び運用上の条件とされており、「委託放送事業者は、委託放送事項

を変更しようとするときは、あらかじめ総務大臣の許可を受けなければならない」と規定され

ている（同法第５２条の１７第１項）。 

    

この点、従来の放送局における放送事項の変更は、既に受けている放送局の免許が同一性を

失わない範囲内で認められるものである。例えば、「教育、教養、娯楽」としていた放送事項を

「教育」専門に変える等であり、その変更については、総務大臣の許可が必要と規定されてい
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る（電波法第１７条第１項）。委託放送事項の変更の場合についても、申請事項は、認定の判断

の基本であって、その変更は認定を行ったときの判断の根本を変えることとなるため、これを

自由に変更しうるものではなく、改めて認定を行うべきものであると考えられる。 

    

このようなことから、委託放送事項の変更は、総務大臣の許可を要することとされている。

そして、当該変更の審査にあたっては、「（放送法関係審査基準）第７条の規定を準用して審査

するとともに、当該委託放送事項の変更により当該委託放送業務の同一性が失われないかどう

かを審査し、第７条の規定に適合し、かつ、同一性が失われない場合は許可するもの」とされ

ている（放送法関係審査基準第９条）。なお、同基準第７条においては、認定の基準が定められ

ており、「受託放送役務の提供を受けることが可能であること」、「委託放送業務を維持するに足

りる財政的基礎があること」、「認定をすることが放送の普及及び健全な発達のために適切であ

ること」、そして、マスメディア集中排除の基準に合致すること等が規定されている。 

    

また、許可に際しては、電波監理審議会への諮問が必要とされている（放送法第５３条の

１０第１項第２号）。しかしながら、「電波監理審議会が軽微なものとして認めるものについて

は、総務大臣は、電波監理審議会に諮問しないで措置することができる」とされており（同条

第２項）、この点、「諮問を要しない軽微な事項について」（昭和５７年１０月２７日電波監理審

議会決定第１号）第１３号により、以上の委託放送事項の変更の許可のうち、ＢＳ放送の「委

託放送事項の変更以外のもの」と規定され、ＣＳ放送における委託放送事項の変更について

は、電波監理審議会に諮問しないで、総務大臣が許可することが可能とされている。 

 

（３）申請による指定事項の変更 

    

委託放送業務は、周波数を直接利用するものではないが、指定を受け、その周波数を占有す

ることから、電波の能率的な利用を確保するために無線局の免許と同様認定の同一性を保持す

る必要がある。しかしながら、指定事項（「委託の相手方」、「委託の相手方の人工衛星の放送局

に係る人工衛星の軌道又は位置」、「委託して行わせる放送に係る周波数」）の変更を必要とする

事情が発生した場合については、一定の場合について、委託放送事業者の申請により、指定事

項の変更が認められている（放送法第５２条の１７第２項）。なお、委託放送事項の変更と異な

り、電波監理審議会への諮問は必要とされていない。委託放送事業者の申請による指定事項の

変更が認められる場合については、「その他これらに準ずるものとして総務省令で定めるとき」

と規定され（同法第５２条の１７第２項）、同法施行規則第１７条の１９第３項により規定され

ている。 

    

また、東経１１０度ＣＳデジタル放送における指定事項の変更については、２者の委託放送

事業者間で、それぞれ認定を受けた委託放送業務につき、「指定された委託の相手方、スロット

の番号又は周波数を同時に入れ替える場合であって、周波数の能率的な利用を妨げないとき」
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が規定されている（「委託放送事項等の変更に関し、総務大臣が別に告示するとき」（平成１１年

１０月２８日郵政省告示第７７６号）第６第６号）。この入れ替えが認められるのは、東経

１１０度ＣＳデジタル放送において、複数の放送事業者が番組送出において施設・設備を共用

すること等により、より効率的に業務を実施するためには、連携する委託放送事業者の委託放

送業務について同一の周波数又は同一の受託放送事業者が提供する周波数が指定されているこ

とが望ましいこと、また、周波数の効率的利用や認定の意義を損ねることはなく、申請者は委

託放送業務の申請時においてどの事業者が認定されるかを知り得ず、認定後の連携まで考慮し

て申請を行うことが困難であるためである。なお、東経１１０度ＣＳデジタル放送を除くＣＳ放

送においては、２者の委託放送事業者間で、それぞれ認定を受けた委託放送業務につき、「指定

された周波数又は人工衛星の軌道若しくは位置を同時に入れ替える場合であって、周波数の能

率的な利用を妨げないとき」が規定されている（同告示第６第５号）。 

 

（４）委託放送業務に関するマスメディア集中排除原則 

    

委託放送業務を行おうとする者が、総務大臣の認定を受けようとする場合、「委託して放送を

させることによる表現の自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにするためのもの

として総務省令で定める基準に合致すること」が求められており（放送法第５２条の１３第１項

第３号）、その基準が規定されている（同法施行規則第１７条の８第１項及び第２項第２号）。 

    

東経１１０度ＣＳデジタル放送におけるテレビジョン放送については、最大、次の伝送容量

まで認定を受けることができることとされている。 

 

・ 新規参入、ＣＳ放送のみ、そして、衛星役務利用放送との兼営の場合は、４衛星中継

器相当の伝送容量以内 

・ ＢＳ放送との兼営の場合は、３衛星中継器相当の伝送容量以内 

・ 地上放送との兼営の場合は、２衛星中継器相当の伝送容量以内 

 

（２）ＣＳ放送における公正かつ有効な競争に向けた環境整備 

 

上記において、検討を行うことが適当とした制度整備については、東経１１０度

ＣＳデジタル放送のみならず、その他のＣＳ放送の活性化にも資するものであ

り、一体的に検討することが適当である。 

 

①委託放送業務を行う事業の譲渡に伴う地位の承継の制度化 

 

現在、委託放送業務を行う事業については、電波法上の免許に基づく放送や役務

法上の登録に基づく放送とは異なり、制度上、事業の譲渡に伴う地位の承継が認め
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られていない。これは、委託放送業務の事業譲渡を容易にすることによって、安定

的な放送が行われず、視聴者の利益が確保されないとの考え方によるものである。 

 

図表７２ 地位の承継に関する放送関係法の比較 

 
 

電波法 

（委託放送事業者以外の放送事

業者・受託放送事業者の場合） 

放送法 

（委託放送事業者の場合）

有線テレビジョン放送法 

（有線テレビジョン放送施設者の

場合） 

有線テレビジョン放送法 

（有線テレビジョン放送事業者

の場合） 

電気通信役務利用放送法

全部の譲渡 事前許可 

委託放送業務を廃

止した上で、新規認

定が必要 

事前認可 事後届出 
事後届出 

（不適格性・マス排審査）

相続 事後届出 事後届出 事後認可 事後届出 
事後届出 

（不適格性・マス排審査）

合併 事前許可 事前認可 事前認可 事後届出 
事後届出 

（不適格性・マス排審査）

分割 事前許可 事前認可 事前認可 事後届出 
事後届出 

（不適格性・マス排審査）

 

 

 

 

 

 

 

 

前述のとおり、クロスメディア環境における競争が進展し、当初の想定とは異な

る事業環境等に立ち至って、事業が立ちゆかなくなる場合、又は、標準テレビジョ

ン放送を行っている二以上の委託放送事業者が高精細度テレビジョン放送を行う

ために、それぞれ保有する周波数帯域を統合することを企図した場合等において

は、自ら業務を廃止し、認定公募手続を待つか、あるいは合併手続によるほかな

く、株主の事情等からそれが困難な場合には、当該事業を休止状態のまま放置せざ

るを得ないという例も見受けられたところである。 

 

従って、東経１１０度ＣＳデジタル放送等の委託放送業務を行う事業につい

て、周波数の有効利用を図り、デジタル放送の特長をできるだけ活かしたＨＤ番組

等の多彩なサービスを視聴者ニーズに応じ迅速かつ柔軟に提供できるようにする

ためには、事業譲渡に伴う地位の承継を可能とする手続を早急に検討し、所要の制

度整備を行うことが必要である。 

 

②委託放送事項等の変更の手続簡素化 

 

受託委託放送制度では、委託放送事項を変更しようとする場合については、原則

としては電波監理審議会への諮問・答申を経た上で、総務大臣の許可が必要とされ

ている。東経１１０度ＣＳデジタル放送等のＣＳデジタル放送の場合について

は、電波監理審議会への諮問は不要とされている。そして、同基準「第７条の規定

を準用して審査するとともに、当該委託放送事項の変更により当該委託放送業務の

同一性が失われないかどうかを審査し、第７条の規定に適合し、かつ、同一性が失

われない場合」には許可される（放送法関係審査基準第９条）。 

 

また、委託放送業務について、標準テレビジョン放送から新たに高精細度テレビ
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ジョン放送で行おうとする場合には、当該委託放送業務を一旦廃止の上、改めて高

精細度テレビジョン放送として認定を受けることが必要となっている。 

 

さらに、東経１１０度ＣＳデジタル放送については、ＢＳ放送と異なり、多チャ

ンネル専門放送のパッケージサービスが大半となっており、番組変更等の機会はよ

り多くなるのに対して委託放送事項変更の手続が煩瑣に過ぎるとの声がある。 

 

そこで、東経１１０度ＣＳデジタル放送の普及促進、周波数の有効利用を図るた

め、デジタル放送の特長をできるだけ活かし、ＨＤ番組等の多彩なサービスを迅速

かつ柔軟に提供できるよう、委託放送事項の変更手続を簡素化するとともに標準テ

レビジョン放送を廃止し、新たに高精細度テレビジョン放送を実施する等の委託し

て行わせる放送の種類の変更等において必要となる手続を整備することが必要で

あると考えられる。 

 

また、ＢＳデジタル放送について、特に、新しい放送方式によるＢＳデジタル放

送については、受信環境の点で社会的影響力が比較的小さいこと等を踏まえ、東経

１１０度ＣＳデジタル放送と同様簡素化された手続を適用することについて検討

し、所要の制度整備を行うことが必要である。 

 

なお、以上のように手続を簡素化する場合においても、視聴者が引き続き安心、信

頼して利用できる放送を確保する観点からは、個々の番組を制作、編集する者が責

任を有することとするのが適当であり、番組規律については、個々の番組単位を基

本とする体系を維持することも必要であると考えられる。 

 

③マスメディア集中排除原則の緩和 

 

東経１１０度ＣＳデジタル放送を除くＣＳデジタル放送については、有料専門放

送が多くを占めるため、個々の放送番組については相対的に社会的影響力が小さい

と考えられること、東経１１０度ＣＳにおける左旋円偏波の放送への利用可能化を

はじめ現在既に周波数の余剰が存在すること、Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式

及びＤＶＢ－Ｓ．２伝送路符号化方式等、新たな技術の活用により、周波数の有効

利用が一層進むことが考えられることから、マスメディア集中排除原則の大幅な緩

和を行うことが適当と考えられる。 
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図表７３ マスメディア集中排除原則の概要（再掲） 

 

放送法第２条の２（放送普及基本計画）

電気通信役務利用放送の業
務を行おうとする者

ＢＳデジタル・ＣＳ委託業務
の認定を受けようとする者

放送局を開設しようとする
者（地上・ＢＳアナログ）

対
象

電気通信役務利用放送法
施行規則第７条

放送法施行規則
第１７条の８等

放送局の開設の根本的基準
第９条等

省
令

電気通信役務利用放送の業
務を行おうとする者

ＢＳデジタル・ＣＳ委託業務
の認定を受けようとする者

放送局を開設しようとする
者（地上・ＢＳアナログ）

対
象

電気通信役務利用放送法
施行規則第７条

放送法施行規則
第１７条の８等

放送局の開設の根本的基準
第９条等

省
令

委託放送業務
認定の審査基準

委託放送業務
認定の審査基準放送局免許の審査基準放送局免許の審査基準

放送法第５２条の１３
第１項第３号

放送法第５２条の１３
第１項第３号

電波法第７条第２項
第４号

電波法第７条第２項
第４号

電気通信役務利用放送
登録の審査基準

電気通信役務利用放送
登録の審査基準

電気通信役務利用放送法
第５条第１項第６号

電気通信役務利用放送法
第５条第１項第６号

放送が健全な民主主義の発達に
資するようにすること

放送が健全な民主主義の発達に
資するようにすること

放送が国民に最大限に普及されて、
その効用をもたらすことを保障すること

放送が国民に最大限に普及されて、
その効用をもたらすことを保障すること

放送法第１条（目的）

放送をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、
放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにする

放送をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、
放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにする

一の者によって所有又は支配される放送系の数を制限

多元性、多様性、地域性の三原則を実現

一の者によって所有又は支配される放送系の数を制限

多元性、多様性、地域性の三原則を実現

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他方、東経１１０度ＣＳデジタル放送に係るマスメディア集中排除原則について

は、当時のＣＳデジタル放送全体の枠内に含むものとされ、ＣＳデジタル放送にお

いて１の者が放送できるのは４中継器相当まで等とする東経１１０度ＣＳデジタ

ル放送の開始以前の考え方が踏襲されている。 

図表７４ 衛星放送のマスメディア集中排除原則の概要（再掲） 

 
①出資比率規制

○ ＢＳデジタル放送事業者、ＣＳデジタル放送事業者、衛星役務利用放送事業者の３分の１以上
の議決権の保有を禁止

○ 地上放送事業者によるＢＳデジタル放送事業者の２分の１を超える議決権の保有を禁止

②役員規制

○ ５分の１を超える役員兼務を禁止

○ 代表権を有する役員、常勤役員の兼務を禁止。

①出資比率規制

○ ＢＳデジタル放送事業者、ＣＳデジタル放送事業者、衛星役務利用放送事業者の３分の１以上
の議決権の保有を禁止

○ 地上放送事業者によるＢＳデジタル放送事業者の２分の１を超える議決権の保有を禁止

②役員規制

○ ５分の１を超える役員兼務を禁止

○ 代表権を有する役員、常勤役員の兼務を禁止。

Ｘ社Ｘ社

ＢＳデジタル放送事業者及びＣＳデジタル放
送事業者を支配する者の例

ＢＳデジタル放送事業者及びＣＳデジタル放
送事業者を支配する者の例

３分の１以上の議決権保有は支配に該当

３分の１以上ＢＳデジタル放送事業者であるＹ社
の議決権を保有するＸ社は、原則、ＣＳデジタル
放送事業者であるＺ社の議決権を３分の１以上
保有することができない。

ＣＳ放送事業者
Ｚ社

ＣＳ放送事業者
Ｚ社

ＢＳ放送事業者
Ｙ社

ＢＳ放送事業者
Ｙ社

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

×
３分の１以上３分の１以上

Ｘ社Ｘ社

地上放送事業者及びＢＳデジタル放送事業
者を支配する者の例

地上放送事業者及びＢＳデジタル放送事業
者を支配する者の例

２分の１を超える議決権保有は支配に該当

１０分の１以上地上放送事業者であるＹ社の議
決権を保有するＸ社は、ＢＳデジタル放送事業
者であるＺ社の議決権を２分の１を超えて保有
することができない。

ＢＳ放送事業者
Ｚ社

ＢＳ放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｙ社

地上放送事業者
Ｙ社

×
１０分の１超 ２分の１超
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③出資比率規制、役員規制の例外（中継器の数による規制）

○ ①②に関わらず、一定の数の中継器相当の伝送容量以内ならば支配・参入可

○ 当該一定の数は、兼営の形態によって決定される

③出資比率規制、役員規制の例外（中継器の数による規制）

○ ①②に関わらず、一定の数の中継器相当の伝送容量以内ならば支配・参入可

○ 当該一定の数は、兼営の形態によって決定される

８中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で１２中継器以内）

４中継器
（テレビ放送：４中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

１／２中継器
（テレビ放送：１／２中継器以内

超短波放送：２／４８中継器以内

データ放送：３／４８中継器以内）

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

８中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で１２中継器以内）

４中継器
（テレビ放送：４中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

１／２中継器
（テレビ放送：１／２中継器以内

超短波放送：２／４８中継器以内

データ放送：３／４８中継器以内）

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

４中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で６中継器以内）

２中継器
（テレビ放送：２中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

支配不可

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

４中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で６中継器以内）

２中継器
（テレビ放送：２中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

支配不可

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

６中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で９中継器以内）

３中継器
（テレビ放送：３中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

１／２中継器
（テレビ放送：１／２中継器以内

超短波放送：２／４８中継器以内

データ放送：３／４８中継器以内）

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

６中継器
（ただし、当該衛星役務利用放送事業者

と支配・被支配関係にあるグループ全体

で９中継器以内）

３中継器
（テレビ放送：３中継器以内

超短波放送：２中継器以内

データ放送：１中継器以内）

１／２中継器
（テレビ放送：１／２中継器以内

超短波放送：２／４８中継器以内

データ放送：３／４８中継器以内）

→ 衛星役務利用放送事業者→ ＣＳデジタル放送事業者→ ＢＳデジタル放送事業者

新規参入の場合、ＣＳ放送事業者又は衛星役務利用放送事業者が参入する場合新規参入の場合、ＣＳ放送事業者又は衛星役務利用放送事業者が参入する場合

地上放送事業者が参入する場合地上放送事業者が参入する場合

ＢＳ放送事業者が参入する場合ＢＳ放送事業者が参入する場合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東経１１０度ＣＳデジタル放送については、周波数資源の稀少性、受信環境等に

鑑み、ＢＳ放送に準ずる社会的影響力を本来持ちうる可能性はあるが、有料・専門

放送が大半であり、視聴者からのアクセスは限定されている実態を踏まえる、これ

についてもマスメディア集中排除原則の大幅な緩和を行うことが適当であると考

えられる。 

 

図表７５ 欧米における衛星放送事業者に対するメディア所有規制 

 

●（法律上の具体的基準）あり。
・「支配的世論形成力」を有しない限りにおいて、自ら又は自らが関与する企業を通じて放送番組を無制限に提供す

ることが可能。

・「支配的世論形成力」があると推定されるのは、全国向けテレビ放送で、放送事業者に出資している企業が、年平均

で30%以上の視聴率をテレビ市場で獲得した場合等。

・30%の視聴率を下回る場合でも、25%以上の視聴率を有し、メディア関連市場で市場支配的地位にある場合又はテ

レビ及びメディア関連市場での活動の総合評価として世論操作力が視聴率30%に相当すると認められる場合には、

「支配的世論形成力」を有するものとみなされる。

［統一ドイツの放送に関する州間協定第26条］・［テレビ衛星放送に関する州間協定第2条］

●（法律上の具体的基準）あり。
・衛星放送事業者の資本又は議決権（以下「資本等」。）の1/2超を直接・間接に保有することの禁止。

・１の衛星放送事業者の資本等の1/3超を直接・間接に保有する場合、他の衛星放送事業者の資本等の1/3超を直

接・間接に保有することの禁止。

・２つの衛星放送事業者の資本等の1/20超を直接・間接に保有する場合、他の衛星放送事業者の資本等の1/20超

を直接・間接に保有することの禁止。

・３以上の衛星放送事業者の許可の取得禁止。

［通信の自由に関する1986年9月30日付け法律第39条・第41条］

○（法律上の具体的基準）なし。
・衛星放送等に係るTLCS（Television Licensable Content Service）免許を保有する放送事業者等の合併事例につき、

“media public interest”の観点から関係大臣が介入する際、Ofcomが当該大臣に対し、当該合併事例に関して

“media public interest”に係る事由の効果の報告を実施。

[2003年情報通信法第5部第2章]

○（法律上の具体的基準）なし。
・衛星放送事業者等の合併等に対し、 当該合併に関する司法省等の審査の他、衛星放送に係るDBS免許の譲渡等

について、“public interest”等の観点からFCCによる審査が実施。

[1934年通信法第310条（d）]

●（法律上の具体的基準）あり。
・「支配的世論形成力」を有しない限りにおいて、自ら又は自らが関与する企業を通じて放送番組を無制限に提供す

ることが可能。

・「支配的世論形成力」があると推定されるのは、全国向けテレビ放送で、放送事業者に出資している企業が、年平均

で30%以上の視聴率をテレビ市場で獲得した場合等。

・30%の視聴率を下回る場合でも、25%以上の視聴率を有し、メディア関連市場で市場支配的地位にある場合又はテ

レビ及びメディア関連市場での活動の総合評価として世論操作力が視聴率30%に相当すると認められる場合には、

「支配的世論形成力」を有するものとみなされる。

［統一ドイツの放送に関する州間協定第26条］・［テレビ衛星放送に関する州間協定第2条］

●（法律上の具体的基準）あり。
・衛星放送事業者の資本又は議決権（以下「資本等」。）の1/2超を直接・間接に保有することの禁止。

・１の衛星放送事業者の資本等の1/3超を直接・間接に保有する場合、他の衛星放送事業者の資本等の1/3超を直

接・間接に保有することの禁止。

・２つの衛星放送事業者の資本等の1/20超を直接・間接に保有する場合、他の衛星放送事業者の資本等の1/20超

を直接・間接に保有することの禁止。

・３以上の衛星放送事業者の許可の取得禁止。

［通信の自由に関する1986年9月30日付け法律第39条・第41条］

○（法律上の具体的基準）なし。
・衛星放送等に係るTLCS（Television Licensable Content Service）免許を保有する放送事業者等の合併事例につき、

“media public interest”の観点から関係大臣が介入する際、Ofcomが当該大臣に対し、当該合併事例に関して

“media public interest”に係る事由の効果の報告を実施。

[2003年情報通信法第5部第2章]

○（法律上の具体的基準）なし。
・衛星放送事業者等の合併等に対し、 当該合併に関する司法省等の審査の他、衛星放送に係るDBS免許の譲渡等

について、“public interest”等の観点からFCCによる審査が実施。

[1934年通信法第310条（d）]

アメリカ

イギリス

フランス

ドイツ
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ただし、ＣＳデジタル放送に係るマスメディア集中排除原則の緩和に当たり、基

幹的放送メディアである地上波放送事業者及び準基幹的放送メディアとしての役

割が期待されているＢＳ放送事業者については、社会的影響力に鑑み、多元性の確

保等の観点から、現行の規律を維持することが必要と考えられる。 

 

なお、マスメディア集中排除原則を緩和する場合には、高い取引力を有する者に

よる優越的地位の濫用や寡占等による放送の多元性の喪失、そして、視聴者の選択

の機会が減少する可能性があることを踏まえ、放送に係る表現の自由ができるだけ

多くの者に享有されるよう、事後的に競争状態の評価を行う枠組みの在り方や当該

枠組みを事業の承継にあたっての審査に反映させる仕組みを導入すること等を併

せて検討することも必要である。 

 

④ハード・ソフト一致制度の選択制の導入 

 

我が国のＣＳ放送は、地上放送やＢＳ放送と異なり、より多様な参入を促進する

観点から、参入コストの低減、衛星設備の公正中立な提供、衛星設備を提供する者

の競争の促進を図ることとして、ハード・ソフト分離制度が採用されてきている。 

 

他方、米国や英国といった諸外国では、主要な衛星放送事業者は多数のチャンネ

ルを自ら保有するとともに、自らプラットフォーム事業を行い、また、ハード・ソ

フト一致の事業形態により放送サービスが提供されている。 

 

この点、我が国においても、衛星放送の開始に伴い自ら衛星を所有すること等多

額の参入コストを負担するとともに、多くの番組（チャンネル）を同時保有して放

送とすることを希望する事業者も潜在的には存在すると考えられる。 

 

ＣＳ放送の開始当初と比べ、利用可能な周波数や衛星数が増えてきた状況におい

ては、特に一定規模の周波数帯域をまとめて一者が保有し、その周波数帯域のみに

対応する衛星を打ち上げ、管理、運用しつつ、放送をも自ら行うことには、一定の

合理性が認められるものと考えられる。 

 

また、ＣＳ放送事業者が、衛星等の設備を自ら保有することによってその経費を

長期的に内部化し、事業全体の効率性・柔軟性を高めるとともに、視聴者対応の一

貫性、積極性等の向上を図ることは、ＣＳ放送全体の健全な発達に資するものと考

えられる。 
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従って、クロスメディア環境における競争の進展という環境変化を踏まえる

と、ＣＳ放送事業者における経営の選択肢の１つとして、一定の条件の下で、ハー

ド・ソフト一致の事業形態を可能とする環境整備について検討することが必要であ

ると考えられる。 

 

この点、現行の受委託放送制度や電気通信役務利用放送制度において、ソフト事

業者（委託放送事業者又は電気通信役務利用放送事業者）がハード事業を営むこと

（例えば、受託放送事業者が、委託放送業務の認定を得、あるいは電気通信事業者

が自らの設備を利用し、電気通信役務利用放送法を行うこと）は制度上想定されて

いない。しかしながら、以上の趣旨を踏まえ、政策的意義が認められる場合には、電

波法上の免許の下でＣＳデジタル放送を行うハード・ソフト一致型の事業形態を可

能とするための仕組みの整備等を行うことが必要であると考えられる。また、その

際には、他の委託放送事業者等に対する内外無差別の役務の提供やその担保のため

の会計分離等、公正競争を確保するための規律を定めることが必要であると考えら

れる。なお、持株会社の下に衛星放送事業者と衛星事業者が別に存在する場合につ

いても、実態上はハード・ソフト一致型の事業形態と考えられ、他の衛星放送事業

者に対する公正中立な衛星設備の提供等が適切に確保されるための規律が明確に

定められる必要があると考えられる。 

   

⑤新しい放送方式の導入 

 

Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式については、現在、ＣＳデジタル放送（狭帯

域）に係るテレビジョン放送番組への実用化についてその機能検証等が行われつつ

ある段階であり、その実用化は 2008 年頃になると見込まれており、移動体向け地

上デジタル放送や次世代ＤＶＤ等の他メディアにおいては既に利用が進みつつあ

る。 

 

Ｈ．２６４／ＡＶＣ映像符号化方式は、２０１１年の段階で成熟した技術となる

と想定され、国際的にも実用化が急ピッチで進捗しつつある。 

 

従って、今後の通信・放送の融合・連携に伴うクロスメディア環境における競争

の進展、周波数の有効利用、中継器利用コストの低廉化、放送番組の高画質化、多

様化の実現の観点からは、こうした新しい放送方式について、ＢＳデジタル放送に

おける導入とあわせて東経１１０度ＣＳデジタル放送においても、放送事業者が新

しい放送方式を選択できるように制度整備しておくことが必要であると考えられ

る。 
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３ 衛星放送におけるプラットフォームの在り方 

 

（１）プラットフォーム事業の基本的な課題 

 

ネットワーク産業においては、他者のサービスをユーザに提供するプラットフォ

ーム事業が、ビジネスの基盤として必要である。 

 

プラットフォーム事業には、ネットワークの外部性により、市場シェアの高い産

業がより効用を高め、更にシェアを伸ばすという特徴がある。また、プラットフォ

ーム事業がより事業の付加価値を高めようとする際に、サービスの垂直統合を指向

する傾向がある。 

 

このため、プラットフォーム事業者は、優越的な地位を用いて、サービスのバン

ドル化、ワンストップ化を図る特性があるが、より多くのサービス提供事業者のサ

ービスをプラットフォーム上で発展させ、かつプラットフォーム事業自体が成長を

遂げるためには、サービスのアンバンドル化、プラットフォームの技術基準等のオ

ープン化が求められ、これがユビキタスな情報通信社会の下、ユーザの利便性の向

上やネットワーク産業全体の発展に繋がるものと考えられる。 

 

衛星放送に係るプラットフォームは、特に有料放送サービスの提供の際に、次の

業務を複合的に行っている。 

 

・ 顧客管理（視聴者との契約事務、認証課金業務、視聴者からの問い合わせ・苦

情等の対応等）、 

・ 番組情報の提供（EPG・プロモーション番組の提供等）、 

・ 加入促進（STB の無料レンタル等）、 

・ 放送番組の送出（アップリンク等） 

 

なお、認証課金業務のうち、特に、当該プラットフォームを利用する放送事業者

が、放送サービスを提供するにあたり、有料視聴契約の締結等により視聴を許可さ

れた特定の者のみがその放送番組を視聴できるように制限するシステムやサービ

スを提供する業務（CAS）については、有料放送事業者等の放送サービスの提供に

不可欠なものであり、衛星放送分野のみではなく、ワンセグ放送を含む地上放送な

ど、放送の他分野、あるいは通信との連携サービスにおいても今後、提供が想定さ

れるところである。 

 

特に、有料の多チャンネル専門放送を中心とするＣＳデジタル放送において
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は、多チャンネルサービスを事業として運営するにあたり、多数の衛星放送事業者

（委託放送事業者及び衛星役務利用放送事業者）の放送番組がパッケージ化された

上で提供されるのが通常である。このような中で各衛星放送事業者が単独でプラッ

トフォーム業務を行うにはコストがかさむこと、前述のようにネットワークの外部

性により大規模で効率的な投資が必要となることから、衛星放送事業者、衛星事業

者、そして、視聴者の３者を円滑に結ぶ以上のような業務を衛星放送事業者及び衛

星事業者から委託を受け集約して行っているプラットフォーム事業者が枢要な地

位を占めている。ＣＳ放送におけるプラットフォームは当初複数存在していた

が、現在では数度の合従連衡を経て、東経１２４／１２８度ＣＳデジタル放送にお

いてはスカパーのみが業務を行っている。 

 

東経１１０度ＣＳデジタル放送においても、スカパー以外が取り扱う加入契約は

わずかな数にとどまっている。 
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図表７６ ＣＳデジタル放送プラットフォーム事業者の変遷 

 

1996年

２０００年９月サービス終了

東経１２８度東経１２８度 東経１２４度東経１２４度 東経１４４度東経１４４度 東経１１０度東経１１０度

PerfecTV!PerfecTV!
・日本デジタル放送サービス㈱

・１９９６年６月サービス開始

・使用衛星：JCSAT-3

DirecTVDirecTV
・㈱ディレク・ティービー

・１９９７年１１月サービス開始

・使用衛星：SUPERBIRD-C

プラットワンプラットワン
・㈱プラットワン

・２００２年３月サービス開始

・使用衛星：N－SAT－110

SKY PerfecTV2!SKY PerfecTV2!
・㈱スカイパーフェクト・

コミュニケーションズ

・２００２年４月サービス開始

・使用衛星：N－SAT－110
1997年

1998年

1999年

2000年
SKY PerfecTV!SKY PerfecTV!

・㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ

（２０００年６月改称）

2002年

2003年

2004年
SKY PerfecTV! 110SKY PerfecTV! 110

・㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ

（２００４年３月改称）

WOWOW
デジタルプラス

WOWOW
デジタルプラス

・㈱WOWOW

・２００４年１２月サービス開始

２００４年３月合併２００４年３月合併

２００４年１２月より
一部の事業者が移行

２００４年１２月より
一部の事業者が移行

SKY PerfecTV!SKY PerfecTV!
・日本デジタル放送サービス㈱

・１９９８年５月サービス開始

JSkyBJSkyB
・ジェイ・スカイ・ビー㈱

・１９９８年４月サービス開始
（当初予定）

・使用衛星：JCSAT-4

１９９８年５月合併１９９８年５月合併

２０００年３月よりDirecＴＶの視聴者が移行２０００年３月よりDirecＴＶの視聴者が移行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表７７ スカパーの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：スカパー 有価証券報告書：第 10 期（平成 15 年度）） 
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この点、衛星放送事業者がプラットフォーム事業者を介さずに以上の業務を独自

に行うことは可能であるが、実際には容易ではなく、例外的な事例に留まっている。

すなわち、ＣＳデジタル放送におけるスカパーのように特定の市場で独占的な立場

にある事業者については、依然として衛星放送事業者に対し、以上の業務に係る料

金等提供条件の設定にあたり優越的な地位を有していると考えられる。この

点、ＣＳ放送分野において、プラットフォーム事業に係る手数料の不透明性を指摘

する声もあるところである。 

 

以上について、プラットフォーム事業者については、現在、放送関係制度上の規

律の対象外となっているが、ＣＳデジタル放送においては、その視聴者の増大に伴

い、プラットフォーム事業の存在が大きくなってきており、プラットフォーム事業

の在り方がＣＳデジタル放送の視聴者や委託放送事業者等に影響を与える側面も

出てきている。他方、ＣＳデジタル放送の健全な普及発展のため、プラットフォー

ム事業者においては、次の点を踏まえ、スカパーにより衛星放送事業者との関係及

び視聴者との関係について定めたガイドラインが自主的に策定・運用されている。 

 

（２）ＣＳデジタル放送に係るプラットフォーム事業に関するガイドラインの 

制定経緯 

 

ＣＳデジタル放送においては、従来からハード・ソフト分離の制度をとってお

り、ＣＳデジタル放送の事業は、衛星放送事業者（委託放送事業者と衛星役務利用

放送事業者）、プラットフォーム事業者、衛星事業者（受託放送事業者と衛星系電

気通信事業者）の三者が相互に不可欠なものとして携わることにより成り立ってき

たところである。このため、ＣＳデジタル放送の一層の普及のためには、それぞれ

の事業者において、創意工夫を凝らした競争が行われるとともに、三者の間で、協

調した取組と他の事業者に対するより良いサービスの提供が行われることが不可

欠である。 

 

とりわけ、ＣＳデジタル放送において存在の大きくなっているプラットフォーム

事業は、その在り方が視聴者や委託放送事業者等に影響を与える側面も出てきてお

り、委託放送事業者等に対して一層適正な業務を提供していくこと、視聴者の利益

が確保されるように業務を行っていくことが求められてきた。そこで、放送の有す

る社会的・文化的な側面を踏まえつつ、ＣＳデジタル放送に関係する各事業につい

て、それぞれの事業者相互間及び視聴者との間の業務の在り方を総合的に検討

し、その適正さと透明性を向上させる方策を具体的に提案することにより、ＣＳデ

ジタル放送がより一層普及し、国民にその効用をもたらすことに資することが必要

との認識の下、総務省においては、「衛星放送の在り方に関する検討会」を開催し、そ
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の最終とりまとめ（平成１４年１２月）において、プラットフォーム事業者による

「ＣＳ放送事業者への一層適正な業務の提供」と「視聴者利益の確保に一層資する

業務の実施」の確保の観点から、ＣＳデジタル放送の普及発展のためプラットフォ

ーム事業者において業務に係るガイドラインを自主的に策定し、公表することが提

言された。これを受け、総務省は、さらに、「ＣＳデジタル放送に関係する事業の

在り方に関する検討会」（座長：舟田正之 立教大学教授）を開催し、平成１５年

４月に、その自主ガイドラインの策定に資するものとして、「衛星放送におけるプ

ラットフォーム事業者の業務に係るガイドラインに関する指針」をとりまとめた。

これらを受けて、平成１５年７月、プラットフォーム事業者は、「衛星放送に関す

るプラットフォーム業務に係るガイドライン」を策定し、公表した。 

 

ガイドライン制定時、平成１２年１０月のディレクＴＶ放送終了、平成１４年

３月から東経１１０度ＣＳデジタル放送開始に伴い、「プラットワン」（委託放送事

業者数：７社）及び「スカイパーフェクトＴＶ！２」（委託放送事業者数１１社）

のサービス開始など、ＣＳ衛星放送事業は、発展過渡期にあり、必ずしもスカイパ

ーフェクトコミュニケーションズが独占的な地位を築いていたわけではなかった。

加入者数ベースで比較しても見ても、例えば、平成１５年３月末の東経１１０度

ＣＳデジタル放送においては、プラットワン２．３万件加入、スカイパーフェク

ＴＶ！２加入３．１万件となっている。また、ディレクＴＶ加入者（４．２万件）

がスカイパーフェクトコミュニケーションズへの番組統合を行い、放送を終了した

が、その跡地に平成１３年５月から有線ブロードネットワークス㈱（現、㈱

ＵＳＥＮ）がプラットフォームを利用せずに、音楽専門放送を開始した。 

 

その後も東経１１０度ＣＳデジタル放送においては、平成１６年

１２月、ＷＯＷＯＷデジタルプラスがサービスを開始するなど、いわばプラットフ

ォーム事業についても一定の時点では競争状態にあったといえる。 

 

しかしながら、平成１６年３月に㈱プラットワンとスカイパーフェクトコミュニ

ケーションズが合併し、現在では東経１１０度ＣＳにおけるＷＯＷＯＷデジタルプ

ラスに加盟する委託放送事業者も現在は２社となっており、ＣＳ放送において

は、スカイパーフェクトコミュニケーションズのほぼ独占状態となってきている。 

 

なお、以上に加え、今後、サーバ型放送、ワンセグ放送においても有料サービス

導入も考えられること、ブロードバンド化や圧縮技術等の技術革新に伴い、ケーブ

ルテレビやＩＰ伝送による映像配信等、クロスメディア環境における多チャンネル

サービスの競争が進展していく状況下、「安心」・「安全」・「信頼」できるサービス

である放送を低コストであまねく享受可能とすることが必要であること、既存衛星
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放送事業者からプラットフォーム事業の不透明性に関する意見が出ていること等

も踏まえると、プラットフォーム事業者による自主的な取組みに加え、より客観的

な仕組みが必要になっていると考えられる。 

 

また、個人情報保護法施行後、サービスの安全性・信頼性が益々求められる状況

であり、プラットフォームの責任の明確化は、利用者、プラットフォーム、放送事

業者全てに対しメリットがあると考えられる。 

 

（３）プラットフォーム規律の在り方 

 

①規律の必要性及び対象 

 

プラットフォーム事業者には、新たに参入するＣＳ放送事業者の認証課金業務等

の初期費用や、放送サービス送出等の設備設置等に係る費用を軽減し、業界全体の

営業活動を一括して効率的かつ効果的に行う等の役割が期待されている。さら

に、その存在により一定規模の市場が形成され、ＣＳ放送事業者の事業展開にと

っても大きな役割を担っているものと考えられる。 

 
特に、マスメディア集中排除原則により、衛星放送事業者が所有できる中継器の

数が制限されているため、仮に各衛星放送事業者が各々CAS 業務を運営しようとし

た場合、自らの視聴者に対してのみ CAS 業務を提供することとなり、規模の経済

からして採算上不効率であるばかりでなく、視聴者は放送事業者ごとに複数台の

CAS 装置（受信機）を設置しなければならない場合も想定される。こうした場合、視

聴者の利便性は損なわれ、多チャンネルを特徴とするＣＳ放送においては、視聴者

拡大のための大きな障壁となると考えられる。このような背景から、衛星放送事業

者が単独で CAS 業務を運営することは事実上困難であり、プラットフォーム事業

者に頼らざる得ない状況である。 
 

なお、このＣＡＳ業務については、特に独占的地位にある者が不公正な取扱いを

行ったり、また、ＣＡＳ業務の不可欠性を背景に、その他の業務についても不公正

な取扱いを強いることとなれば、放送の健全な発達や普及を阻害し、また、放送サ

ービスの質など視聴者利益にも悪影響を与える可能性があると考えられる。 

 
以上から、優越的地位にあるプラットフォーム事業者については、その業務の公

正性、中立性、透明性等を確保するための措置を講ずることが必要であると考えら

れる。 
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但し、当面は、既にプラットフォーム事業者が広範な事業活動を行っており、様々

な懸念が現実化しかねないＣＳデジタル放送の分野について優先的に検討を行う

ことが必要であると考えられる。 

 

②規律の内容 

 

以上を踏まえ、プラットフォームに対する規律としては、まずは放送サービスの

提供に不可欠な CAS 業務に対し、例えば、ガイドラインで対応できない課題につい

て今後具体的な規律として求められる以下のような項目について、さらに関係者の

意見を詳細に求めるとともに、専門家を交えて検討を行うことが必要であると考え

られる。 

 

・ 不当な差別的取扱いの禁止 

・ 約款・料金規制 

・ 会計の整理 

・ 提供義務 

・ 苦情処理義務 

・ 業務改善命令 

・ 意見具申 

  

また、放送サービスの提供に密接に関連する CAS 業務以外の EPG 等のプラットフ

ォーム業務については、通信・放送全体の発展状況を注視しつつ、引き続き検討を

行うことが適当であると考えられる。 

 

さらに、これらの規律について、法令によるか、あるいは自主ガイドラインより

も遵守義務の明確な公的指針によるかといったことについても、併せて、引き続き

検討を行うことが適当である。 
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４ 視聴者保護の在り方  

 

（１）視聴者保護の必要性 

 

放送分野における技術的進歩や通信・放送融合の進展に伴う双方向サービスの導

入等により、放送分野全体において、視聴者保護の必要性が重要性を増している。

特に衛星放送分野においては、視聴者管理（CAS）による有料放送事業が行われて

いるため、視聴者に関する情報の取扱いが一層重要であるなど、視聴者保護の観点

から、受信機、受信システム、サービス全体の安全性、信頼性について検討を行って

いくことが喫緊の課題であると考えられる。 

図表７８ ＢＳ各社による新しい双方向サービスの状況 

 

 

 

 

 

 ｉアクセス ＊2005年12月スタートBS－ｉ

Ｆパス ＊2005年10月29日スタートBSフジ

Ｍｙアドレス ＊2005年11月30日スタートBSジャパン

BS Asahi Communication PASS：（略称）「A PASS」 ＊2005年12月スタートBS朝日

BS日テレ双方向パス：（通称）「N－Pass」 ＊2005年12月スタートBS日テレ

双方向サービス（名称）局名

ｉアクセス ＊2005年12月スタートBS－ｉ

Ｆパス ＊2005年10月29日スタートBSフジ

Ｍｙアドレス ＊2005年11月30日スタートBSジャパン

BS Asahi Communication PASS：（略称）「A PASS」 ＊2005年12月スタートBS朝日

BS日テレ双方向パス：（通称）「N－Pass」 ＊2005年12月スタートBS日テレ

双方向サービス（名称）局名

 

（２）放送分野における指針の見直し 

 

①指針の制定経緯 

 

近年、放送を受信するために契約の締結を要する放送が拡大し、また、双方向サ

ービスが進展するのに伴い、放送に関して取り扱われる個人情報が量的に増加

し、内容的にも多様化してきている。そのような中で、平成１７年４月１日からは

「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号）が全面施行されるこ

ととなったが、これを前にして、放送業界においても個人情報漏えいの事案が発生

し、国民の個人情報の保護への関心が高まってきていた。このような状況に鑑み、視

聴者が安心して放送サービスの提供を受けることができ、放送の健全な発達に資す

るよう、放送の視聴者及び放送の受信に関する契約を締結した者等の個人情報の取

扱いに関して包括的な取組みが求められていた。 

 

そのような背景から、総務省が開催した「放送分野における個人情報保護及び

ＩＴ時代の衛星放送に関する検討会」（座長：舟田正之 立教大学法学部教授）にお

いては、国民が安心して放送を契約・視聴できるための個人情報保護の在り方を検

討することを目的として、平成１６年５月１０日から平成１７年２月２２日まで全

１１回にわたり、検討が行われた。 
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他方、「個人情報の保護に関する基本方針」（平成１６年４月２日閣議決定）で

は、各省庁が所管事業分野ごとにガイドラインを策定することとされてお

り、２１分野３３ガイドラインが策定されている。（平成１８年１月３１日現在）

総務省においても、電気通信分野においては「電気通信事業における個人情報保護

に関するガイドライン」が策定されており、各分野に特化した内容が含まれている。 

他方、「個人情報の保護に関する基本方針」（平成１６年４月２日閣議決定）で

は、各省庁が所管事業分野ごとにガイドラインを策定することとされてお

り、２１分野３３ガイドラインが策定されている。（平成１８年１月３１日現在）

総務省においても、電気通信分野においては「電気通信事業における個人情報保護

に関するガイドライン」が策定されており、各分野に特化した内容が含まれている。 

  

放送分野においては、放送受信者等に関する個人情報保護の在り方について、総

務省が上記検討会とりまとめを踏まえて、平成１６年８月１３日に「放送分野にお

ける個人情報の在り方について」を公表し、これに基づき、同年８月３１日に「放

送受信者等の個人情報の保護に関する指針」を告示した。 

放送分野においては、放送受信者等に関する個人情報保護の在り方について、総

務省が上記検討会とりまとめを踏まえて、平成１６年８月１３日に「放送分野にお

ける個人情報の在り方について」を公表し、これに基づき、同年８月３１日に「放

送受信者等の個人情報の保護に関する指針」を告示した。 

  

「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」（以下「指針」という。）は、平

成１７年４月に全面施行されたが、指針の附則第６条は、同指針の施行後１年を目

途として、技術革新その他の社会経済情勢の変化や、個人情報保護法に基づき行わ

れる措置等の状況を勘案し、必要に応じて指針の見直しについて検討が行われ、そ

の結果に基づく所要の措置が講ぜられるよう規定することとしている。指針は、あ

くまで制定時点で考えられる具体的な措置であり、その後、適宜改善が加えられる

ことが予定されているものである。 

「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」（以下「指針」という。）は、平

成１７年４月に全面施行されたが、指針の附則第６条は、同指針の施行後１年を目

途として、技術革新その他の社会経済情勢の変化や、個人情報保護法に基づき行わ

れる措置等の状況を勘案し、必要に応じて指針の見直しについて検討が行われ、そ

の結果に基づく所要の措置が講ぜられるよう規定することとしている。指針は、あ

くまで制定時点で考えられる具体的な措置であり、その後、適宜改善が加えられる

ことが予定されているものである。 

  

図表７９ 「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」の概要 図表７９ 「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」の概要 

 目的及び定義（第１条～第２条）

目 的） （第1条）
個人情報の保護に関する法律の規定に基づき及びこれに基づく政府の基本
方針にのっとり、放送受信者等の個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき
義務等の内容を明らかにすることにより、放送受信者等の個人情報の有用
性に配慮しつつ、放送受信者等の権利利益を保護するとともに、放送の健
全な発達に寄与することを目的とする。

定 義） （第2条）
放送：公衆によって直接受信されることを目的とする無線通信又は有線電

気通信の送信

放送受信者等：①放送の受信に関する契約を締結する者
②放送番組を視聴する者
③放送番組の視聴に伴い行われる情報の電磁的方式による

発信又は受信を行う者
④放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信

に関し料金（放送法第３２条第２項に規定する受信料を
含む。）又は代金を払う者

⑤放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信
に係る勧誘（当該勧誘に必要な準備行為を含む。）の対
象となる者

受信者情報取扱事業者：放送受信者等の個人情報データベース等を事業の
用に供している個人情報取扱事業者

※当該個人情報取扱事業者がその商品又は役務の提供について広告放送
により広告をする者である場合には、①当該広告放送をする者、②当
該広告放送をする者の親会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則第８条第３項に規定する親会社をいう。）、③当該広告
放送をする者から直接放送受信者等の個人情報を取得する者、に限る。

視聴履歴：放送受信者等の個人情報であって、放送番組の視聴の開始の日
時及び終了の日時並びに当該放送番組を特定することができるもの
のうち、当該開始の日時の一ごとに本人の同意を得ないで取得する
ことができるもの。

口座番号等：口座振替の方法により支払いをしている放送受信者等に係る
預金口座又は貯金口座の口座番号、クレジットカード番号その他特
定の放送受信者等の口座を識別することができる情報（他の情報と
容易に照合することができ、それにより当該口座番号、当該クレ
ジットカード番号又は当該口座を識別することができることとなる
ものを含む。）であって、個人情報であるもの

受信者情報取扱事業者の義務等（第４条～第２９条）

・利用目的の特定（第4条第1項～第3項）
・利用目的の変更の制限（第4条第4項）
・利用目的外利用の制限（第5条第1項～第3項）
・取得の範囲の制限（第6条第1項～第3項）
・適正な取得（第7条）
・取得に際しての利用目的の通知等（第8条第1項～第4項）
・データ内容の正確性の確保（第9条）
・安全管理措置（第10条）
・管理責任者（第11条）
・安全管理規程（第12条）
・取扱いの管理（第13条）
・視聴履歴等の管理（第14条）
・従業者の監督（第15条第1項）
・従業者の啓発（第15条第2項）
・委託先の選定（第16条）
・委託先の監督（第17条第1項）
・委託契約による安全管理措置の確保（第17条第2項）
・第三者提供の制限（第18条第1項～第6項）
・個人データの保存期間及び消去（第19条第1項～第4項）
・保有個人データに関する事項の透明性確保（第20条第1項）
・保有個人データの利用目的の通知（第20条第2項・第3項）
・保有個人データの開示（第21条第1項～第3項）
・保有個人データの内容の訂正等（第22条第1項・第2項）
・保有個人データの利用停止等（第23条第1項～第3項）
・保有個人データについて措置をとらない場合等の理由の説明（第24条）
・保有個人データに関する開示等の手続（第25条第1項～第5項）
・合理的な手数料の設定と徴収（第26条第1項・第2項）
・苦情の処理（第27条第1項）
・苦情処理体制の整備（第27条第2項）
・基本方針の策定及び公表（第28条）
・漏えい等に関する事実等の公表等（第29条第1項～第4項）

・個人情報保護法第５０条に係る適用除外（第30条）

個人情報に関する規定
（苦情の処理に関するものは除く。）

個人情報に関する規定
（苦情の処理に関するものは除く。）

個人データに関する規定個人データに関する規定

保有個人データに関する規定保有個人データに関する規定

個人情報の苦情処理に関する規定個人情報の苦情処理に関する規定

雑則（第３０条）

その他の規定その他の規定

適正な取扱い（第３条）

①利用目的の特定と利用目的外の制限 ②適正な取得
③正確性の確保 ④安全管理措置への配慮 ⑤本人の関与への配慮

附則（附則第１条～第６条）
・個人情報保護法第４章の施行日（平成17年4月1日）から施行（附則第1条）
・本人の同意や本人への通知等に係る経過措置（附則第2条～第5条）
・施行後１年を目途とした見直しの検討（附則第6条）

目的及び定義（第１条～第２条）

目 的） （第1条）
個人情報の保護に関する法律の規定に基づき及びこれに基づく政府の基本
方針にのっとり、放送受信者等の個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき
義務等の内容を明らかにすることにより、放送受信者等の個人情報の有用
性に配慮しつつ、放送受信者等の権利利益を保護するとともに、放送の健
全な発達に寄与することを目的とする。

定 義） （第2条）
放送

受信者情報取扱事業者の義務等（第４条～第２９条）

・利用目的の特定（第4条第1項～第3項）
・利用目的の変更の制限（第4条第4項）
・利用目的外利用の制限（第5条第1項～第3項）
・取得の範囲の制限（第6条第1項～第3項）
・適正な取得（第7条）
・取得に際しての利用目的の通知等（第8条第1項～第4項）
・データ内容の正確性の確保（第9条）
・安全管理措置（第10条）
・管理責任者（第11条）
・安全管理規程（第12条）
・取扱いの管理（第13条）
・視聴履歴等の管理（第14条）
・従業者の監督（第15条第1項）
・従業者の啓発（第15条第2項）
・委託先の選定（第16条）
・委託先の監督（第17条第1項）
・委託契約による安全管理措置の確保（第17条第2項）
・第三者提供の制限（第18条第1項～第6項）
・個人データの保存期間及び消去（第19条第1項～第4項）
・保有個人データに関する事項の透明性確保（第20条第1項）
・保有個人データの利用目的の通知（第20条第2項・第3項）
・保有個人データの開示（第21条第1項～第3項）
・保有個人データの内容の訂正等（第22条第1項・第2項）
・保有個人データの利用停止等（第23条第1項～第3項）
・保有個人データについて措置をとらない場合等の理由の説明（第24条）
・保有個人データに関する開示等の手続（第25条第1項～第5項）
・合理的な手数料の設定と徴収（第26条第1項・第2項）
・苦情の処理（第27条第1項）
・苦情処理体制の整備（第27条第2項）
・基本方針の策定及び公表（第28条）
・漏えい等に関する事実等の公表等（第29条第1項～第4項）

・個人情報保護法第５０条に係る適用除外（第30条）

 
個人情報に関する規定
（苦情の処理に関するものは除く。）

個人情報に関する規定
（苦情の処理に関するものは除く。）

個人データに関する規定

 

 
：公衆によって直接受信されることを目的とする無線通信又は有線電

気通信の送信

放送受信者等 ：①放送の受信に関する契約を締結する者
②放送番組を視聴する者
③放送番組の視聴に伴い行われる情報の電磁的方式による

発信又は受信を行う者
④放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信

に関し料金（放送法第３２条第２項に規定する受信料を
含む。）又は代金を払う者

⑤放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信
に係る勧誘（当該勧誘に必要な準備行為を含む。）の対
象となる者

受信者情報取扱事業者

 
個人データに関する規定

保有個人データに関する規定
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：放送受信者等の個人情報データベース等を事業の
用に供している個人情報取扱事業者

※当該個人情報取扱事業者がその商品又は役務の提供について広告放送
により広告をする者である場合には、①当該広告放送をする者、②当
該広告放送をする者の親会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則第８条第３項に規定する親会社をいう。）、③当該広告
放送をする者から直接放送受信者等の個人情報を取得する者、に限る。

視聴履歴

 

 保有個人データに関する規定

個人情報の苦情処理に関する規定

 ：放送受信者等の個人情報であって、放送番組の視聴の開始の日
時及び終了の日時並びに当該放送番組を特定することができるもの
のうち、当該開始の日時の一ごとに本人の同意を得ないで取得する
ことができるもの。

口座番号等

 個人情報の苦情処理に関する規定

：口座振替の方法により支払いをしている放送受信者等に係る
預金口座又は貯金口座の口座番号、クレジットカード番号その他特
定の放送受信者等の口座を識別することができる情報（他の情報と
容易に照合することができ、それにより当該口座番号、当該クレ
ジットカード番号又は当該口座を識別することができることとなる
ものを含む。）であって、個人情報であるもの

雑則（第３０条）

その他の規定その他の規定

 

 
附則（附則第１条～第６条）
・個人情報保護法第４章の施行日（平成17年4月1日）から施行（附則第1条）
・本人の同意や本人への通知等に係る経過措置（附則第2条～第5条）
・施行後１年を目途とした見直しの検討（附則第6条）

 適正な取扱い（第３条）

①利用目的の特定と利用目的外の制限 ②適正な取得
③正確性の確保 ④安全管理措置への配慮 ⑤本人の関与への配慮
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②放送分野における視聴者保護の在り方に関する検討会報告書の提言 

 

指針については、上記検討会において、その後も継続的検討を要するとされた課

題が残されていた。また、本年４月に全面施行後１年が経過し、附則第６条によ

り、見直しの検討時期を迎えることとなっていた。このような状況を踏まえ、本年

1 月から総務省の委託調査研究として（財）放送セキュリティセンターにより開催

された「放送分野における視聴者保護の在り方に関する検討会」（座長：苗村憲司

情報セキュリティ大学院大学教授。以下「視聴者保護の検討会」という。）におい

て指針の見直しの方向性を含む視聴者保護の在り方に関する検討がなされ、報告書

がとりまとめられた。これのうち、指針の見直しを検討すべきポイントは、次のと

おりとされている。 

 

 ア 広告放送に係る広告主（スポンサー）の位置付け 

 

(ア） 「広告放送に係る広告主（スポンサー）の位置付け」について、指針施

行後、広告主(スポンサー)に関わる具体的な事故等が把握されておら

ず、見直すべき必然性は発生していないことから、広告主を全面的に指針

の対象とすることまでは不要と考える。なお、広告主への全面的な適用に

代えて、以下のような見直しは有益である。 

 

(イ)  画面表示による告知方法と視聴者の同意の在り方については、キャンペ

ーン応募等の際に、個人情報を取り扱う者や利用目的等を、視聴者が明確

に了知できるよう対象事業者等の取り組みを確保するための規定を指針

に追加することが必要と考えられる。 

 

 イ デジタル受信機に係る技術的課題 

 

  (ア)  個人情報をデジタル受信機に蓄積・送信させる際、可能な限り安全性を

確保できるよう対象事業者が技術的措置をとるべきことを指針に規定す

る。 

 

  (イ)  対象事業者が不正に個人情報を取得する等の目的で、受信機に対する起

動の命令をデータ放送により送信する際に、対象事業者に求められる措置

等（制作段階・送信前のチェック体制の整備等）を指針に規定する。 

 

(ウ)  対象事業者が個人情報を取得する等の目的で送信する場合は、個人情報

保護法上の必要な要件が満たされるよう、少なくとも視聴者本人が取得等
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の状況を認知できるようなしくみを対象事業者が確保すべきことを指針

に規定する。 

 

ウ 音声録音 

    

(ア)  視聴者等からの問い合わせなどの通話内容の録音について、これが個人

情報に該当するか、録音している旨通知等する義務はあるのかが問題とな

ることがあり、実際に録音していながら、録音していることを明確に表し

ていないことがあり、トラブルに発展することがある。 

   

(イ)  しかしながら、録音された音声から特定の個人を識別できるかどうか

は、どのように個人情報と関連づけて整理され、データ化されるかによる

ため、 常に個人情報に当たると言えるかは疑義があり、現段階では、た

だちに個人情報、個人データとなるとまでは言えず、指針の見直しの段階

ではないと考えられる。 

 

本研究会においては、視聴者保護の検討会のとりまとめの内容が紹介されたとこ

ろ、それぞれの項目について検討内容、結果とも妥当であり、同検討会とりまとめ

のとおり、指針の見直しを進めることが適当と考えられる。 

 

（３）青少年保護の在り方 

 

放送のデジタル化の進展に伴い、サービスの多様化や受信機の技術的な開発に伴

い、青少年保護の問題に関しても新たな問題が現出することが考えられる。青少年

保護の問題点として、前述したマスメディア集中排除原則の緩和等に伴い、今後、視

聴可能年齢制限を含む番組がアメリカのケーブルテレビやＤＢＳ事業者において

提供されているようなマストバイパッケージに含まれることも想定される。しか

し、これは、現時点では実例が予見できない状況にある。 

 

また、今後ますます、視聴者側による視聴年齢制限（親が子どもに見せたくない

番組を、受信機に登録し視聴制限を行うなど）が可能なペアレンタルロック等の機

能が注目されることが考えられるが、現在、衛星放送事業者において、自主的に行

われているところ、青少年が安心・信頼して視聴できる放送番組の確保の在り方に

ついては引き続き検討を行うことが適当であると考えられる。 

 

なお、海外における青少年保護等の規制の主な事例は以下のとおりである。 
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① 欧州：「視聴覚メディアサービス指令（旧国境なきＴＶ指令）案」(２００５年

１２月) 

 

「国境なきＴＶ指令（"Television without Frontiers" Directives）」について、こ

れはＥＵ内の加盟国のテレビ番組規制等のＥＵ域内の調和を図る目的で

１９８９年に制定されたものである。近年の伝送形態の多様化に対処することを目

的として、見直しが進められていたが、２００５年１２月１３日に「視聴覚メディ

アサービス指令」に名称変更等する改正案が採択・公表された。今後、欧州議会等

で採択が予定されている。 

 

「視聴覚メディアサービス指令案」では、コンテンツ規制の対象について、従来

の「テレビ放送」から、ＩＰＴＶやＶＯＤ等を含む電子通信による公衆向けの動画

伝送一般を指す「視聴覚メディアサービス」に拡大し、青少年保護、差別増長の禁

止、欧州制作番組へのアクセス促進、一部の広告規制等の規制を設定している。 

 

「視聴覚メディアサービス」において、従来型のテレビ放送、ＩＰＴＶ等の送信

側が伝送をコントロールする「リニア視聴覚サービス」については、以上の規制に

加え、重要イベントへのアクセス、ポルノ・暴力番組規制、欧州制作番組比率規制、広

告規制、反論権等を設定。他方、ＶＯＤ等の受信側が伝送をコントロールする「ノ

ンリニアサービス」については以上の規制のみが設定された。 

 

② 米国：「ＦＣＣマーティン委員長意見表明」（２００５年１１月） 

 

ＦＣＣのマーティン委員長は上院商業委員会において、ケーブルテレビ及び衛星

放送事業者に対し、青少年にとって有害と思われる番組が増加していることについ

て、関係事業者等において対処すべきことを要請した。 

 

地上波による放送事業者に対しては当該番組に対する規制がある一方、ケーブル

テレビ及び衛星による多チャンネルサービスにおいては、親がその子供にとって有

害ではない番組をそれら単体で視聴契約をすることができず、むしろ、親が望む子

供に優しいチャンネルを視聴するためには、視聴させたくないチャンネルも合わせ

て契約することを強いられていることを踏まえ、地上波と同様のコンテンツ規制を

課すことも視野にいれつつ、まずは関係事業者において、子供の視聴に適切な番組

からなるパッケージサービスやアラカルトベースでチャンネルが提供されること

を要請した。現在、関係事業者においては、当該要請を踏まえ、新サービスを提供

する方向で対応しているところ。 
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（４）その他の視聴者保護 

 

今後、より高度なサービスの提供、視聴者の利便向上を図る上で、受信機、受信

システム等の安全性、信頼性確保のための検討が引き続き求められる。具体的には

受信機における個人情報の蓄積や視聴者管理についての安全性確保のための技術

基準の検討、災害やテロなどの緊急時の重要放送の確保等セキュリティ対応、サイ

バーテロへの対応等システム全体の安全性について検討を行うべきである。 

 

また、通信との融合サービスの進展やそれらサービスのワンストップ化に際して

安心・信頼という観点からの放送規律の確保についても引き続き検討が必要である。 
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５ 放送の国際展開 

 

（１）国際放送の現状 

 

外国における受信を目的としたいわゆる国際放送については、ＮＨＫが短波によ

るラジオ国際放送「ＮＨＫワールド・ラジオ日本」及び人工衛星によるテレビ国際

放送「ＮＨKワールドＴＶ」を実施している。 

 

① ラジオ国際放送 

 

「ＮＨＫワールド・ラジオ日本」では、現在 1 日延べ 65 時間、日本語、英語等

22 言語で、茨城県の八俣送信所及び海外 9ヵ所の中継局を経由して全世界を対象に

放送を行っている。また、ニュース等については、インターネットを通じても配信

サービスが行われている。 

 

図表８０ ラジオ国際放送のサービスエリア 

 

●

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② テレビ国際放送 

「ＮＨＫワールドＴＶ」では、海外の衛星を使用し英語及び日本語によるテレビ国

際放送を実施している。パンアムサット衛星 3基（※１）による在留邦人の居住地域

のほぼ１００％のエリアをカバーした 24 時間のテレビ国際放送を行うとともに、欧

米において、日系の現地衛星放送事業者（※２）や衛星番組提供事業者（※３）との

委託契約により、テレビ国際放送を行っている。 

● ●

八俣送信所 

（茨城県古河市）

⑦カナダ中継局

⑧ボネール中継局 

（蘭領ﾎﾞﾈｰﾙ島） 

⑥シンガポール中継局

⑤スリランカ中継局
③ガボン中継局 

 （ガボン共和国） 

④ダバヤ中継局（ＵＡＥ） 

②ｱｾﾝｼｮﾝ中継局 

（英領ｱｾﾝｼｮﾝ島） 

①イギリス中継局 

⑨ギアナ中継局
● ● 

● 

● 
● 

● ● 

 （仏領ギアナ）

中継局から送信
日本から送信  

● 
● 
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図表８１ テレビ国際放送のサービスエリア 

 

PAS-10 
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Echo-3 

61.5°W 

Echo-7 

119°W 
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148°W

Echo-9

121°W
HotBird-6 

13°E 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ パンアムサット社 PAS－8(アジア・太平洋地域）､PAS－9(北米・中南米地域)､PAS 

－10(欧州・中東・南西アジア・アフリカ地域) 
※２ ユーテルサット社の HotBird－6（欧州・中東・北アフリカ）を用い欧州の日系放 

送事業者である JSTV（Japan Satellite Television LTD.）が、6.5 時間（2006 年４月 
現在）放送。 

※３  エコースター社 が、自社の衛星を使用して北米地域に約 180 チャンネルの放送を 
展開する DISH Network（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）に放送番組を提供する日系の番組配信事業者 
である JNG（Japan Network Group INC.）を通じて、6 時間放送（2005 年 4 月現 
在）放送。なお、JNG が利用する衛星は Echo-1,3,7,9 の 4 機。 

 

（２）海外への番組配信等の状況 

 

ＮＨＫ、民放等は外国の放送事業者やケーブルテレビ事業者等に対する番組配信を

行っている。 

 

① ＮＨＫによる番組配信 

 

ＮＨＫは、テレビ国際放送と同じパンアムサット衛星３基を用いて、海外の放送事

業者やケーブルテレビ事業者等を対象に、「NHK ワールド・プレミアム」の名称で、ニ

ュース・情報番組に加え、娯楽番組、スポーツ等、様々な放送番組を２４時間配信・提

供している。 

 

なお、番組配信はスクランブルのかけられた形で行われており、視聴するために

は、現地の事業者等との視聴契約が必要となっている。 
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図表８２ ＮＨＫによる番組配信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  民間放送事業者による番組配信 

 

民間放送事業者による番組配信の代表的なものとしては、フジテレビが欧米におい

て、現地の衛星放送事業者や地上波放送事業者（UHF）の放送枠を購入し、番組を配

信している事例がある。 

 

（３）今後の国際放送に関する方向性 

 

「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」（平成１８年６月２０日）において

は、映像による国際放送について次のとおり方向性が示されている。 

 

通信・放送の在り方に関する政府与党合意（抜粋） 

ＮＨＫ関係 

・ 新たに外国人向けの映像による国際放送を早期に開始する。その際、新たに

子会社を設立し、民間の出資等を積極的に受け入れるとともに、必要な国費を

投入する。 

PAS-10 

68.5°E 

PAS-8

166°E

PAS-9

58°W

 

 

（４）今後の対応 

 

グローバル化の進展及び人口減・超高齢化社会の到来を踏まえ、我が国のソフトパ

ワーを強化するとともに、積極的な海外情報発信によって諸外国及び外国人の日本の

歴史・文化・社会事情等に対する理解を促進することが必要不可欠の課題となってい

る。 
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他方、欧米あるいは中国・韓国等においては、国の支援の下で国際的な映像情報の

発信・配信を強化する動きが盛んとなっている。 

 

そこで、我が国においても、放送事業者、民間企業、国等が一体となって、本格的

な外国人向けの映像による国際放送を早期に開始することが必要という声が強い。今

後は、こうした必要性に応えうる「映像国際放送の在り方」について、例えば、その

主体（組織）、財源、放送の内容、スケジュール等映像国際放送推進のための具体的

方策についての検討を速やかに開始するとともに、これらを具現化するために関係

者・専門家によって実効的な準備が行われる必要があると考えられる。 

 

 118



おわりに 

 
放送をとりまく環境が激変する中で、法規範や政策については、変わるべきものと

今後も変わらずに安定して継続されるべきものとが存在するのではないか。 

通信・放送の融合等技術進歩の成果を視聴者に還元する観点から新たなサービスの導

入に必要な枠組の整備等を行い、あるいはより柔軟なビジネス展開を可能にすること

によってサービスの高度化・多様化・低廉化を実現する観点から制度変更等を行うこ

とは前者に当たるであろう。 

逆に、システムとしてもコンテンツについても多数の視聴者が安心して簡便に利用

できるサービスを安全に提供することを保証する、いわば「保証サービス」としての

放送の性格を、番組規律等を通じて維持することは、後者に当たるであろう。 

 

放送における先進的なサービスの導入等に先鞭をつけてきた衛星放送について

も、軽快かつ広範なビジネス展開を可能とする柔軟でチャレンジングな性格と、「保

証サービス」としての性格とについて、どのようにバランスを取るべきかについて

は、時代の要請に応じて柔軟に検討することが必要である。 

 

本研究会では、これまでに述べたように、衛星放送の重要性を再確認するととも

に、新たなサービスの導入に必要な枠組、あるいはより柔軟なビジネス展開を可能に

するための制度変更等、現時点で必要とされる政策・施策について、各界有識者の意

見を聴取しつつ、総合的な検討を重ねてきた。本報告書は、いわば現時点での「衛星

放送改革プログラム」として、今後２０１１年の完全デジタル元年に向けて執るべき

具体的な方策を提言している。本研究会としては、政策当局が提言内容の速やかな具

現化を図るよう求めるものである。 
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